
「（仮称）宗谷管内風力発電事業環境影響評価方法書」に対する質問事項及び事業者回答

1．事業全体に関する質問
番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①「前倒環境調査を適用した適切かつ迅速な環境影響
評価の実施について（H30,NEDO）」に示されるような
前倒し調査について、配慮書段階では、「2022年1月よ
り2営巣期分の希少猛禽類を対象とした鳥類調査（定点
調査）を実施」とされていましたが、鳥類調査（定点
調査）は既に終了していると解してよろしいでしょう
か。
②鳥類調査（定点調査）以外に前倒し調査の実施（又
は予定）している場合は、環境項目ごとに調査の実施
時期・内容をご教示ください。

①ご指摘のとおり、2営巣期分の希少猛禽類を対象とし
た鳥類調査（定点調査）は2023年8月に完了しておりま
す。
②猛禽類以外の前倒し調査は実施しておりません。

1-2 － 相互理解等 1次

　配慮書段階では「事業者としてコミュニケーション
を図るタイミングとその内容（住民説明会の実施や広
報紙の活用等を想定）については、情勢や時期を踏ま
えて吟味し、適切に実施したい」とのことでしたが、
これまでにどのような対応を行ってきたか、今後どの
ように対応される計画か、ご教示ください。

方法書縦覧開始前の2024年1月～3月にかけて関係市町
村の近隣地区を中心に計10回の事業説明会を開催し、
本事業について地元の理解を得るように努めました。
確定した予定ではありませんが、今後も適宜（例：現
地調査終了後の結果共有、準備書届出前など）対象事
業実施区域の近隣地区を中心に法定外の事業説明会を
実施する方向です。

1-1 － 前倒し調査

2次

１次回答①の調査努力量・地点や結果の要約をお示し
ください。また、この計画は配慮書段階から大幅なエ
リアの絞り込みが行われていますが、この結果は、今
回絞り込まれた２地区の希少猛禽類調査の結果として
利用可能なものであるか、事業者の見解を理由を含め
てお示しください。

調査地点については、方法書p541（図6.2-1-9）及び方
法書p607（図6.2-2-9）にお示ししたとおり、各定点か
ら上空を見通せる範囲については機械的に3㎞の範囲と
して視野図の図面は作成しておりますが、実際には見
通しがよい定点で天候が良い時期には3㎞よりも広域の
範囲が見通せており、かつ山肌も見通せていることか
ら、対象事業実施区域を網羅できていると考えており
ます。また、調査努力量は以下のとおりで、視野図及
び調査努力量に基づく累積観察時間は別添資料「No.1-
1_累積調査時間」のとおりです。
・宗谷丘陵地区：同時9～10人（地点）×3日×20回
・上幌延地区：同時8人（地点）×3日×20回
基本的に視野範囲及び累積観察時間が概ね確保できて
いること等から、今回絞り込まれた2地区の希少猛禽類
等の調査結果として利用可能であると考えておりま
す。
また、調査結果の概要ですが、宗谷丘陵地区の対象事
業実施区域及びその周辺で、希少猛禽類の営巣地は確
認されておりませんが、営巣の可能性がある種として
ノスリ、ハイタカが挙げられ、これらの種は対象事業
実施区域南西部の内外を流れる目梨別九線川沿いの樹
林地で探餌行動等が多く確認されております。上幌延
地区の対象事業実施区域及びその周辺では、チュウ
ヒ、ハイタカ（2箇所）、オオタカの営巣地が確認さ
れ、その他営巣の可能性がある種としてノスリが挙げ
られます。チュウヒは対象事業実施区域の西側にある
草地、オオタカは対象事業実施区域の南東側にある樹
林地、ハイタカは対象事業実施区域の南東側及び北側
を主な餌場としていると考えられます。また、オオタ
カとハイタカ1箇所の営巣地は近接しており、両種の
バッティングは見られなかったものの、1営巣期目はオ
オタカが繁殖、2営巣期目はハイタカが繁殖成功してい
る状況でした。
なお、実際は宗谷丘陵地区及び上幌延地区以外にも調
査を実施しておりますが、方法書段階でエリアの絞り
込みを行ったことから、今後の手続きにおいては、宗
谷丘陵地区及び上幌延地区周辺の調査結果を活用いた
します。

資料４－１
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

貴社ウェブサイトによると、本方法書のインターネッ
トでの公表について、縦覧期間以降も継続され、配慮
書段階に比べ公表期間は延長されましたが、「次の図
書の公開日または一年経過日のいずれか早い日まで」
との期限が設定されています。また、電子縦覧図書の
ダウンロード・印刷は不可能となっております。これ
らについて、図書の公表に当たっては、広く環境保全
の観点から意見を求められるよう、印刷可能な状態に
することや継続して公表することにより、利便性の向
上に努めることが重要と考えますが、事業者の見解を
伺います。

インターネットで公開される環境影響評価図書の印刷
やダウンロードを不可としている理由としてデータの
改ざん等、図書の悪用・乱用を防ぐ目的から行ってい
るものであり、その恐れを排除できない限りにおいて
は、対応は難しいものと考えています。
一方で、弊社による環境影響評価図書の公開期間を最
大1年間と従来よりも延長するとともに、環境影響評価
情報支援ネットワーク（環境省）からも閲覧できるよ
う幅広い周知に努めております。

＜参考＞
http://assess.env.go.jp/2_jirei/2-
2_search/result_houhou.html?map_link=1&jid=0000_2
021_048-0-0&reassess=0

2次

①質問番号4-1で指摘したような事項（配慮書と同内容
として、配慮書とは異なる内容が記載されている）が
あることからも、誰もがどの段階の図書も確認できる
よう、継続的な公表を実施する必要があると考えます
が、事業者の見解を伺います。
②準備書以降の図書について、印刷やダウンロードを
可能とすることは、検討されないのでしょうか。事業
者の見解をお示しください。
③地域住民との相互理解促進には、図書のダウンロー
ド・印刷を可能とすることが望ましいと考えますが、
地域住民等へ資料配付をしている等、地域住民との相
互理解促進に向けて工夫されていることがありました
ら、可能な範囲でご教示ください。また、準備書以降
の手続において検討されている対応がありましたら、
あわせてご教示ください。

①配慮書～準備書については事業計画や予測評価等が
確定していないことから、一般の方の誤解・混乱を招
かないようにする観点から、継続公開は実施いたしま
せん。なお、弊社では環境影響評価手続きの最終段階
である評価書、工事中・風車稼働後に実施する事後調
査報告書については環境省図書館へ寄贈する方針とし
ており、継続公開に努めております。
②発電所に係る環境影響評価の手引（経済産業省）に
よれば、「方法書のインターネット上での公表に当
たっては、当該図書が事業者の著作物であることや事
業者以外の者が作成した地図、写真、図形などを含む
ことが多く、当該図書の無断複製等の著作権に関する
問題が生じないよう留意する必要がある。また、方法
書に関する著作権法上の権利は事業者に帰属するた
め、当該事業者以外の者がこれらの図書やその記載内
容を取り扱う際にも、著作権法に基づく対応が必要と
なる。 」とされており、仮に他者が使用した場合にお
いても、弊社としては「無断複製等の著作権に関する
問題が生じないよう留意する」ことは難しいものと考
えるため、前述の注意事項に基づき、引き続き印刷・
ダウンロードは不可とせざるを得ないと考えておりま
す。
③地域住民へは環境影響評価法で定められた説明会と
は別途、町内会単位での事業説明会や自治体単位での
事業説明会を通じて事業概要の説明及び説明資料の配
布を行っております。今後も事業の進捗及び地域の要
望に応じて同様の説明会の開催を検討いたします。

3次

2次回答①について、誤解や混乱を招かないようにする
観点から継続公開を実施しないとのことですが、具体
的にどのような誤解や混乱が生じることが想定される
のかご教示ください。

最新の事業計画や予測評価結果等の内容、現在の環境
アセスの段階を把握する点において誤解が生じないよ
う、前段階の環境アセス図書の継続公開は考えており
ません。

1次

2次

本図書には誤字脱字のほか不正確な内容が多数認めら
れます。本事業に関しては、配慮書に対する知事意見
にて図書の正確性について指摘しており、貴社からは
正確で分かりやすい図書の作成に努める旨の見解
（p665）をいただいていますが、十分な改善がなされ
ていないように思われます。原因及びこのような図書
を作成し続けることについての貴社の認識を改めて伺
います。
なお、昨年度、留萌北部（沿岸）広域風力発電事業環
境影響評価方法書の審議の際にも同様の質問をし、
「今回の図書に際しての、担当者人数は12人、作業時
間は3カ月程度となっております。次回以降の図書は、
担当者人数、作業時間は増やすようにしますが、今回
の反省点としては、人数をかけた一方で査読者の個別
の修正になってしまったことが要因が大きいと考えて
おりますので、査読者個別の修正でなく読み合わせな
どをして対応していきたいと考えます。」などの回答
をされていたことも踏まえ、回答願います。

本方法書作成に際して、担当者人数は10人、作業時間
は5か月程度と更に作業工数の増加を図り、また読み合
わせに関しても、担当者のうち5人程度で数日かけて読
み合わせを実施したにも関わらず、ご指摘の点につい
ては至らない点があったと考えております。弊社とし
ても、正確かつ分かりやすい図書の作成に努めたいと
考えております。
今後も、Wordの校閲機能の活用等も含めて、より正確
な図書を作成できるよう、対策を検討いたします。

1-3 － 図書の公表

追加
1-4

－
正確な図書の
作成
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2．「第2章 対象事業の目的及び内容」に関する質問
番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

2次

3次

前回審議会において、ネイチャーポジティブについて
は、検討をはじめている旨のご発言がありましたが、
準備書にはゼロカーボンとネイチャーポジティブのバ
ランスに対する考えも含めて記載されると解してよろ
しいでしょうか。
ゼロカーボンとネイチャーポジティブは、両輪で取り
組むべき事項であると考えられることを踏まえ、事業
者の見解をご教示ください。

ゼロカーボンとネイチャーポジティブは、両輪で取り
組むべき事項であるとの認識でおりますが、発電事業
の環境影響評価の一環として、一体的に図書の中でお
示しすべきことかどうかは、吟味する必要があると考
えております。そのため、現時点では必ずしも準備書
に記載するとはお約束できませんが、内容を検討の
上、準備書において判断いたします。

1次

①発電機の出力及び基数が配慮書段階から増加してい
ます。単機出力・基数それぞれに対し、配慮書段階か
ら変更となった理由をお示しください。また、対象区
域を絞り込んだ一方で、発電所の出力及び発電機の基
数は増加していますが、配慮書以降の検討内容及び区
域の絞り込みと出力・基数の増加が両立する理由を説
明願います。
②配慮書の出力660,000kW程度、基数120～150基程度に
対して、「今後送電容量が整備・増強されることを見
越した上での実施可能な規模」とされていましたが、
今回、出力1,000,000kW、基数120～160基程度と、区域
を大幅に絞った上で規模が大幅に拡大しており、配慮
書段階での想定区域設定条件について環境影響が大幅
に大きくなる方向に変わっており、配慮書段階の予
測・評価を改めてし直した上で次の段階に進めるかど
うかを検討すべきと考えますが、見解を伺います。
③配慮書段階では、「本事業の配慮書では風車設置範
囲や工事想定範囲を最大限設定していることから、方
法書以降において事業区域が拡大することはなく」と
されていましたが、今回、追加された区域が存在しま
す。貴社の信頼性に関わる重大な問題と考えますが、
認識を伺います。
④調査・予測・評価の結果を踏まえ、準備書作成時に
事業規模を縮小することもあるのか、若しくは、単機
出力・基数が増加することや発電所総出力が増加する
ことはあるのか、事業者の見解をお示しください。

①配慮書段階では初期段階の造成設計を実施する前で
あったため、簡易風況予測や風況調査等に基づき風車
離隔を考慮した上で風車基数を想定しておりました
が、造成設計の過程で設置が見込める箇所が判明した
ため、配慮書段階より基数が増加した次第です。
②出力や基数は増加しておりますが、発電所アセス省
令第18条では、環境影響を受ける範囲と認められる地
域について、「対象事業実施区域及びその周囲1キロ
メートルの範囲内の区域であること」との記載があ
り、今回の計画変更では事業実施区域（事業実施想定
区域）が大幅に減少（配慮書：約131,000ha⇒方法書：
約14,619ha）していることから、対象事業実施区域及
びその周囲1キロメートルの範囲内の区域も減少したこ
とにより、環境影響を受ける範囲と認められる地域が
減少していることから、環境影響は低減する方向の計
画変更であると考えます。
③ご指摘のとおり、配慮書段階では事業計画の熟度が
高まっていなかったことから、配慮書から事業実施区
域が一部拡大しております。なお、対象事業実施区域
の追加にあたっては追加したエリアについては周辺に
住宅がないことを確認しており、経済産業省にも事前
協議の際に説明をしております。また、方法書におい
ては追加した区域も含めて調査手法を設定しており、
今後の調査、予測及び評価においても網羅できるよう
に実施いたします。事業全体としては大幅に事業実施
想定区域から事業実施区域を縮減しており（配慮書：
約131,000ha⇒方法書：約14,619ha）、環境影響は低減
する方向の変更であると考えております。
④調査・予測・評価の結果次第では準備書作成時に事
業規模を縮小する必要があると考えております。一方
で、準備書の作成時期によってはメーカーのライン
ナップが変更となり単機出力が増加すること、設計を
行っていく中で発電所出力が環境影響評価法の軽微変
更（出力の10％以上の増加、事業実施区域の300m以上
の拡大、関係地域の追加）を逸脱しない範囲で増加す
ることはあり得ると考えます。その場合には、必要に
応じて、追加の調査・予測・評価の実施を検討いたし
ます。

2-1
4

691

2.2.3　特定
対象事業によ
り設置される
発電所の出力

2.2.4 対象事
業実施区域

表7.2-3配慮
書及び方法書
における事業
計画（概要）
の比較

追加
2-17

3
2.1対象事業
の目的
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
①1次回答の①について、初期段階の造成設計とはどの
ようなものであり、どの程度内容が決まっているもの
なのでしょうか(風車の配置等)。また、配置可能な基
数とはどのように算出するのでしょうか。具体的にご
教示ください。

①初期の造成設計では簡易風況予測や風況調査に基づ
き、基本的には1つの区域内でを最大限配置することを
前提に設計しております。設計の過程において土木造
成量が過大になることが見込まれる箇所は除外いたし
ましたが、一方で採用する風車や輸送路が確定前の段
階であり、事業地の土地利用協議や配慮書完了後～方
法書手続着手前の段階で作成したものですので、今後
の環境影響評価における調査、予測及び評価や地権者
協議次第で変更となる余地は多分にあることを前提と
した内容となっております。
また、配置可能な基数については安全性の観点から主
風向に対してローター直径の5倍（約850m）、主風向以
外に対してローター直径の3倍（約510m）の離隔を確保
することを基本に最大限設置できるように設計いたし
ますが、地形や土木造成等でケースバイケースとなる
ため一律の目安は上述部分のみとなります。
上述の目安で風車離隔を設定し、実際のレイアウトを
前提にした風況データをもとに風車の疲労解析を実施
し、構造物の耐久性を確認するとともに、安全性が低
下しないよう設計いたします。

②1次回答の②について、「環境影響を受ける範囲と認
められる地域が減少していることから、環境影響は低
減する方向の計画変更であると考えます。」とのこと
ですが、発電所出力増大の要因の一つとして、風力発
電機の諸元変更も挙げられるのではないでしょうか。
風力発電機の諸元を変更したことにより、風力発電機
１基当たりの環境影響を受ける範囲が増大していると
いうことはないでしょうか。また、諸元変更に加え発
電機の密度も増大することにより、風力発電機からの
距離が同一の地点において、環境影響を受ける程度が
増大（例えば、主要な眺望点である「大規模草地牧
場」からの主要な眺望方向に介在する風車の基数が大
幅に増える、対象事業実施区域周囲の住宅等において
騒音・風車の影による影響が増大する、など）してい
るということはないでしょうか。これらの観点も含
め、改めて、環境影響は低減する方向の計画変更であ
ると考えられるのか、事業者の見解をお示しくださ
い。

②配慮書（約131,000ha）から方法書（約14,619ha）へ
の計画変更により、改変面積の縮小による動植物の生
息地等への影響の低減、風車設置検討範囲の縮小によ
る本事業の風車が視認される範囲（景観）、風車の影
が及ぶ範囲、騒音が伝搬する範囲も縮小され、事業計
画変更は環境低減の方向であると考えます。なお、今
後の風車配置検討に当たっては、現地調査結果や予測
評価結果を踏まえ、ご指摘のような景観・風車の影・
騒音への影響が生じる可能性もあるため、当該事項に
留意した上で計画を検討したいと考えております。

③上記②への回答を踏まえ、改めて１次質問②（配慮
書段階の予測・評価を改めてし直した上で次の段階に
進めるかどうかを検討すべき）への見解をお示しくだ
さい。

③本事業全体としては、環境影響を受けると認められ
る地域の範囲は対象事業実施区域の面積減により減少
していることから、事業全体の環境影響は低減する方
向と考えております。配慮書段階の予測評価は風車位
置や機種が確定していないため、今後実施する準備書
段階の予測評価と比較すると、精度が粗いものになっ
てしまうことから、準備書段階において風車位置や機
種を絞り込んだ上で予測評価を実施し、影響度合いに
より風車位置の変更等を検討したいと考えておりま
す。

④1次質問の③について、前言を翻す貴社の対応は、貴
社の信頼性に関わる重大な問題ではないかということ
に対しての見解を質問していますので、質問の趣旨に
沿った回答をお示しください。

④配慮書時から大幅に事業区域面積を縮小したもの
の、一部区域が追加となり事業計画に変更が生じてし
まい申し訳ございません。しかしながら、本質的に重
要なことは、計画変更をしてはいけない（今回の場
合、前言を翻してはいけない）ということではなく、
計画変更した場合には変更に対応した調査、予測及び
評価を行うことだと考えます。本方法書は区域を拡大
したエリアも含めて調査、予測及び評価の手法を検討
いたしました。また、事業者と国、地方公共団体及び
住民との関係については、大臣勧告（意見）、知事意
見、意見書や住民説明会の場でのご意見等、事業計画
についてご意見をいただくもの（事業者側からすれば
ご意見を求めるもの）と考えております。

2-1
4

691

2.2.3　特定
対象事業によ
り設置される
発電所の出力

2.2.4 対象事
業実施区域

表7.2-3配慮
書及び方法書
における事業
計画（概要）
の比較

2次
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

3次

2次回答⑤の「○動物（鳥類･猛禽類･渡り鳥、魚類､底
生動物以外）、植物、生態系」について、拡大範囲の
植生等の「等」の内容をお示しいただき、具体的にど
のように踏査ルートを設定されるのかをご教示くださ
い。

動物（鳥類･猛禽類･渡り鳥、魚類､底生動物以外）、植
物、生態系については、事業実施区域を300m未満拡大
した場合、調査範囲が一部不足する可能性があること
から、事業実施区域を拡大した範囲の植生や地形、土
地利用状況を踏まえながら、対象事業実施区域から
300mの範囲について、植生を網羅できるよう、アクセ
ス可能な箇所を踏査ルートとして設定し、調査を行う
予定です。

2-2 4

2.2.3　特定
対象事業によ
り設置される
発電所の出力

1次

「最大出力が風力発電所出力を上回る場合は、これを
下回るよう出力制限により対応する」とあるが、出力
制限を行う場合と行わない場合で、環境への影響につ
いてはどのような違い・差があるのか、事業者の見解
をお示しください。
また、出力制限を伴う計画となる場合、本来の発電機
出力に比べ環境影響を過小に評価することになる可能
性について、事業者の見解をお示しください。

出力制限を行う場合、出力制限をしない機種と比較し
て騒音値が小さくなる可能性があるため、準備書にお
ける予測評価は出力制限を実施しない条件で、騒音の
影響が最大となることを考慮した上で実施いたしま
す。

2-1
4

691

2.2.3　特定
対象事業によ
り設置される
発電所の出力

2.2.4 対象事
業実施区域

表7.2-3配慮
書及び方法書
における事業
計画（概要）
の比較

2次

⑤１次回答④において、「出力の10％以上の増加、事
業実施区域の300m以上の拡大、関係地域の追加」を逸
脱しない範囲で増大することはあり得るとされていま
すが、そのことを踏まえて調査範囲を設定されている
（準備書段階で調査範囲が拡大することはない）で
しょうか。適切な調査範囲が設定されていることにつ
いて、環境影響評価の項目毎にご回答ください。

⑤本事業においても準備書に当たっては「出力の10％
以上の増加、事業実施区域の300m以上の拡大、関係地
域の追加」の3点に十分注意して進めたいと考えており
ます。
その上で各環境影響評価項目における調査範囲の設定
についてです。
○建設機械の稼働に伴う騒音、施設の稼働に伴う騒
音、超低周波音、風車の影
対象事業実施区域の周囲の住宅等の保全対象に調査地
点を設定しており、事業実施区域を300m未満拡大した
場合でも、調査範囲に変更はないと考えております。
また、シミュレーションにより面的に予測いたしま
す。
○工事用資材等の搬出入に伴う騒音、振動
対象事業実施区域の周囲における工事関係車両の走行
ルートに調査地点を設定しており、事業実施区域の
300m未満の拡大をした場合でも、調査範囲に変更はな
いと考えております。
○水質、動物（魚類､底生動物）
現地調査においては調査地点における集水範囲が対象
事業実施区域を網羅できるよう設定する予定であり、
調査地点は対象事業実施区域内から流下する河川に設
定しており、事業実施区域を300m未満拡大した場合で
も、調査範囲に変更はないと考えております。
○動物（鳥類･猛禽類･渡り鳥）
移動能力の高い鳥類の猛禽類・渡り鳥は対象事業実施
区域から1,500ｍの範囲と広域を対象しており、事業実
施区域を300m未満拡大した場合でも、把握すべき調査
範囲に変更はないと考えております。
○動物（鳥類･猛禽類･渡り鳥、魚類､底生動物以外）、
植物、生態系
事業実施区域を300m未満拡大した場合、調査範囲が一
部不足する可能性があることから、拡大範囲の植生等
を踏まえながら、適宜、対象事業実施区域から300mの
範囲を踏査ルートとして設定し、調査を行う計画で
す。
○地形及び施設の存在に伴う景観
調査地点からの視認状況を確認するため、対象事業実
施区域を300m未満拡大した場合でも調査範囲に変更は
ないと考えております。
○工事用資材等の搬出入、地形及び施設の存在に伴う
人触れ
対象事業実施区域から300ｍの範囲で新たに対象となる
施設は確認しておりません。また、対象事業実施区域
の周囲における工事関係車両の走行ルートにある人触
れの場については、事業実施区域を300m未満拡大した
場合でも、調査範囲に変更はないと考えております。
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①２つの地区に分類されるとのことですが、２事業と
はせず、１事業とすることを妥当とする理由をご教示
ください。
②2.2.1　対象事業の名称においては、「２発電所程度
の風力発電事業」とされていますが、２発電所又は１
発電所という意味でしょうか。３発電所以上となるこ
とも想定されるのでしょうか。事業者の見解をご教示
ください。

①下記、参考資料に基づき、配慮書時においても経済
産業省と協議を行いましたが、「管理の一体性」の観
点より宗谷丘陵地区、上幌延地区において同時期の工
事工程を計画していることから、2事業ではなく1事業
として環境影響評価手続きを進めることとしておりま
す。
＜参考＞太陽電池発電所・風力発電所に係る環境影響
評価法及び電気事業法に基づく環境影響評価における
事業の一連性の考え方について
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/ind
ustrial_safety/sangyo/electric/files/ichirensei/i
chirensei.pdf
②曖昧な表現となり申し訳ございません。宗谷丘陵地
区・上幌延地区の2発電所を想定しております。

2次

1次回答②について、質問番号2-7において、各発電所
の基数については、設計、調査、予測及び評価の結果
及び地権者との協議状況を踏まえながら決定するとし
ているにも関わらず、１発電所となることは想定して
いない理由をご教示ください。

現時点において、本事業は宗谷丘陵地区、上幌延地区
にて各地区1発電所の計2発電所を計画しております。
発電所の数についても各発電所の基数と同様に今後の
設計、調査、予測及び評価の結果並びに地権者との協
議状況を踏まえながら決定するものと考えており、い
ずれも完了していない現時点で1発電所となることは想
定しておりません。

1次

①工事関係車両の走行ルート上に位置する浜頓別町に
ついて、影響を最小限とすることから関係地域に含ま
ない方針とされていますが、浜頓別町は、環境影響評
価法第６条第１項における「対象事業に係る環境影響
を受ける範囲であると認められる地域」に該当しない
のでしょうか。
浜頓別町を関係地域に含まないことを妥当とする根拠
をお示しください。
②配慮書段階で関係市町村であった浜頓別町及び中頓
別町は、本図書では関係市町村に含まれていません
が、浜頓別町及び中頓別町の住民の方々への計画内容
変更に係る周知はどのように行われたのか（又は行う
予定なのか）、事業者の見解をご教示ください。

①工事計画については検討中ではございますが、現段
階では浜頓別町に位置するコンクリート工場を候補の1
つとしていることから、浜頓別町についても工事関係
車両の走行ルートを設定しております。また今後の手
続きにおいて浜頓別町に位置するコンクリート工場を
選定する場合も受入れ容量には限りがあり、複数のコ
ンクリート工場を起点とすることから浜頓別町に位置
する一般国道238号において工事関係車両が集中するこ
とはなく、利用するルートを分散する等の環境保全措
置を講じることから工事関係車両の走行による騒音及
び振動の影響は最小限に低減できると考えます。
②浜頓別町及び中頓別町については方法書届出前に自
治体へ事業計画を説明するとともに、関係地域に含め
なくてよい旨の了承を得ております。今後も引き続
き、適宜事業進捗を共有いたします。なお、浜頓別町
及び中頓別町の住民の皆様に対して説明会は実施して
おりません。

2次

①1次回答①について、影響を最小限にできるかを質問
しているのではなく、影響を最小限とすることによ
り、「対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると
認められる地域」に該当しないとすることを妥当とす
る根拠について質問していますので、質問の趣旨に
沿った回答をお示しください。
②経済産業省ＨＰに掲載されている「説明会及び事前
周知措置実施ガイドライン（2024年2月策定　資源エネ
ルギー庁）」では、『・環境アセスメント手続等の中
で、事業実施に係る区域が変更された場合で、当初の
説明会と後続の説明会とで「周辺地域の住民」の範囲
が異なる場合は、当初の説明会において対象となった
「周辺地域の住民」に対して、説明会を開催し、又は
事前周知措置を実施して、当該区域変更の旨を説明
し、又は周知する』旨の記載があります。
当該ガイドラインは、再エネ特措法の改正（本年4月1
日）に伴い策定されたガイドラインですが、ガイドラ
インが制定された趣旨を踏まえると、同様の対応が望
ましいのではないでしょうか。事業者の見解をご教示
ください。

①浜頓別町に位置する工事関係車両の走行ルート沿い
には住宅及び主要な人と自然との触れ合いの活動の場
は存在しておらず、「令和3 年度 道路交通センサス
一般交通量調査」（国土交通省HP）によると、一般国
道238号（浜頓別町・猿払村境～浅芽野台地浜頓別線）
の交通量は、昼間12時間合計1,982台（このうち大型車
384台）、24時間合計2,279台（このうち大型車435台）
となっております。仮に今後の手続きにおいて浜頓別
町に位置するコンクリート工場を選定する場合でも受
入れ容量に限りがあること、また各サイトまでの輸送
距離もあることから、バックアップとしての位置づけ
としており、複数のコンクリート工場を起点とし、工
事関係車両の走行ルートを分散いたします。上記の状
況を鑑み、自治体へもご相談の上、「対象事業に係る
環境影響を受ける範囲であると認められる地域」に該
当しないと判断しております。
②配慮書時において浜頓別町は関係自治体として選定
したものの、配慮書手続きは環境影響評価法に基づく
住民説明会の開催対象外であることから、住民説明会
を実施しておりません。また、配慮書から方法書にお
ける事業区域の縮小化により、本事業計画地から離隔
もあることから、地元住民の皆様の混乱を招く可能性
もあると考えているため、事業計画については自治体
への説明をさせていただき、ご了承を得ることといた
しました。なお、自治体とは引き続き情報共有に努め
ることとしております。

2-5
17
28

写真2.2　区
域及びその周
辺の状況

1次

雲や逆光等により、遠景が不明瞭なものや地表が暗い
ものが散見されますので、よく晴れた日の写真をお示
しください。

修正箇所がわかるようにして、一部写真を差し替えま
したので、別添資料「No.2-5_写真」にお示しいたしま
す。なお、宗谷丘陵②⑤、上幌延地区④の撮影地点に
ついては、方法書掲載写真より約1～3mずれておりま
す。

2-3 4
(a)対象事業
実施区域の位
置

2-4
4

691

(b)関係市町
村

表7.2-3配慮
書及び方法書
における事業
計画（概要）
の比較
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①風力発電機の配置が明らかにされていませんが、適
切な調査方法（現地調査地点等）の検討には、風力発
電機の配置の情報が必要なものもあるため、配置計画
を明らかにして方法書手続を実施することが望ましい
と考えますので、現段階での風車の配置計画等をご提
示ください。
②今後、風車の配置によっては、本方法書で示されて
いる調査地点等の見直しが必要となるおそれがありま
すが、どのように対応されるお考えでしょうか。

①風力発電機の配置は未確定であることから提示は難
しいですが、方法書では現時点で想定する最も広域な
設置検討範囲を示しております。現地調査計画の検討
においては、設置検討範囲に基づき、最大影響を把握
する観点から、調査計画の検討は可能であると考えま
す。
②方法書記載の現地調査計画においては、現時点で検
討している風力発電機の設置位置並びに改変箇所を網
羅できるよう調査地点を設定しております。

2次

1次回答について、「最大影響を把握する観点」から調
査計画の検討を行うのであれば、例えば動植物及び生
態系においては少なくとも調査区域全域をもれなく把
握可能な踏査ルートや、注目種に該当する可能性のあ
る全ての種における調査計画を記載して検討を行う必
要がありますが、図書にはそのような記載はなく、最
大影響を把握可能な調査計画が立案されているとは考
えられません。
　調査方法が適切に検討できる程度に、風力発電機の
配置を含めた事業計画及び調査計画を作成し、改めて
方法書としてとりまとめる必要はないでしょうか。事
業者の見解を伺います。

風力発電機の設置位置が確定していないため、想定す
る風力発電機の設置位置を網羅した形で風力発電機設
置検討範囲を設定しており、方法書においては対象事
業実施区域の状況を網羅的に把握できるように調査地
点を設定して、調査地域は各項目にお示ししておりま
す。
また、従来より、経済産業省との事前協議の際には風
力発電機の配置を示せない案件については最も影響の
ある風力発電機の設置検討範囲内に面的に風力発電機
を設置した場合を想定して調査、予測及び評価するこ
とと指導されており、本事業においても指導に沿った
調査、予測及び評価の手法としております。準備書に
おいて風力発電機の配置をお示しいたします。

1次

発電所全体の基数が示されていますが、各地区におけ
る基数をどのように決定される計画なのか、ご教示く
ださい。

基数については、設計、調査、予測及び評価の結果及
び地権者との協議状況を踏まえながら決定いたしま
す。

2次

風力発電設備や工事用道路などの具体的な位置が決定
した段階で、工事中の濁水などについて、河川管理者
と打合せしてください。

風力発電設備や工事用道路等の具体的な位置が決定し
た段階で、対象となる河川が存在する場合、河川管理
者と協議いたします。

1次

①工事工程の概要が示されていますが、２地区の工事
を同時に進めるという理解でよろしいですか。
②冬期休工の時期は、どのように想定されているのか
（○月初旬～○月中旬、など）をご教示ください。
③本事業の着工時期及び運転開始時期の見通しをご教
示ください。

①ご認識のとおりです。
②冬季の休工期間は12月から3月を想定しております。
③2029年4月着工、2033年3月運転開始の見通しです
が、本スケジュールは道内の送電線の増強予定を踏ま
えて流動的に変更する可能性がございます。

2次

①1次質問③について、経済産業省の「発電所に係る環
境影響評価の手引」では、運転開始時期を記載すると
あることから、図書の修正が必要ではないでしょう
か。また、第2章については「計画の熟度に応じて、す
でに決定されている内容について可能な限り具体的に
記載する」とあることから、流動的な変更がある可能
性があることを追記した上で、具体的な運転開始時期
や着工時期の見通しを図書に記載する必要があるので
はないでしょうか。事業者の見解をお示しください。
②1次回答③について、「流動的に変更する可能性」が
あるとのことですが、送電線の増強予定の変更によ
り、準備書手続きが大幅に遅延する可能性もあるので
しょうか。
そのような場合、アセス調査から予測及び評価を行う
までに時間が空くことにより、調査データの情報が古
くなり、適切な予測評価ができなくなる可能性も考え
られますが、事業者の見解を伺います。

①本スケジュールは道内の送電線の増強予定を踏まえ
て流動的に変更する可能性があるものの、準備書にお
いては適切に記載いたします。
②送電線の増強予定の変更等により、準備書手続きが
弊社の想定よりも遅延する可能性も考えられます。そ
のため、現地調査から準備書までの空白期間が生じる
ことにより、猛禽類の生息状況等が大きく変わってし
まうことやそれに付随して変わってしまう餌資源等の
調査項目については、他の調査項目の中でも留意して
確認を行うとともに、生息状況等の変化が見られるよ
うであれば、再調査の必要性についても検討いたしま
す。

2-9 32
(1)工事に関
する事項

1次

土地改変面積、盛土量、切土量及び植物伐採面積に係
る想定をお示しください。

現時点では風力発電機の配置が未確定であることから
提示は難しいですが、具体的な風車配置が明らかにな
る準備書では実際の工事に即して想定する改変面積及
び土量を算出し、お示しいたします。
改変面積及び土量については最小限に抑えられるよ
う、配慮しながら設計を進めます。

2-10 33
図2,2-6道路
標準断面図
（例）

1次

文字がつぶれており、一部判読できませんので、記載
内容がわかるものをお示しください。

道路標準断面図（例）について、解像度をあげて、、
別添資料「No.2-10_道路標準断面図」にお示しいたし
ます。

2-11
33
35

4)風力発電機
設置地点の造
成・基礎工事
5)風力発電機
据付工事

1次

使用する建設機械は可能な限り低騒音型、低振動型を
用いる計画とのことですが、どのような場合に低騒音
型、低振動型ではない建設機械を使用することが想定
されるのかをご教示ください。

基本的には低騒音、低振動型の重機を使用して施工す
る予定ですが、場所打ち杭工事等、低騒音・低振動型
の重機がない重機については通常のものを使う予定で
す。

2-8 32
2)工事期間及
び工事工程

2-6 29
(1)風力発電
機の設備の配
置計画

2-7 29
1)風力発電機
の単機出力及
び基数
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①残土は事業実施区域内で処理すれば良いというもの
ではなく、埋め戻し、盛土及び土捨場における処理す
る場合であっても、アセス評価項目の水質への影響だ
けでなく、住民理解に向けて災害防止の観点からの対
応が必要と考えますが、安全性をどのように示してい
くのか、事業者の見解を伺います。
②土捨場位置は現時点では未定とありますが、準備書
提出段階で明らかになる予定でしょうか。

①残土は極力少なくなるように詳細計画を進めていく
予定ですが、地盤安定性の検討を十分に行った上で残
土処理を行います。耐震対策に加え、土砂崩れや土砂
の流出が生じないよう、法面形状の安定性検討及び必
要に応じて盛土内に排水層を設置する等の湧水、地下
水、降雨等による浸透水への対策も行うことで、盛土
安定化を図ることとなります。
②具体的な風車配置が明らかになる準備書では土捨て
場位置について配置案をお示しいたします。

2次

土砂の河川への流出は、水質への影響だけでなく、魚
類への影響や魚類を餌とする猛禽類への影響も懸念さ
れますが、土捨場位置の決定に当たっては、どのよう
な事項を検討されるのかをご教示ください。

土捨場位置の決定に当たっては、下記事項を踏まえ検
討いたします。
1.環境影響：周辺の自然環境（特に土砂が流出するこ
とでの影響が大きいと考えられる水源地や湿原、河
川、沢）に与える影響を検討し、それらに配慮した位
置であるか
2.周辺施設：周辺の施設や住宅に与える影響を検討
し、それらを配慮した位置であるか
3.地質条件：地盤が安定しているか、地下水や水脈に
影響を与えないか
4.アクセス性：残土の運搬に際し不必要に道路を工事
することのないよう効率的なアクセスを確保できるか

1次

①改変部分のうち、緑化について記載されているのが
切盛土法面のみについてとなっています。ヤード等の
造成面についても、風車供用後に必ずしも構造物に占
有されるわけではないため、緑化を行うことが望まし
いと考えますが、事業者の見解を伺います。
②「極力在来種を使用した配合」とありますが、想定
されている産地をご教示ください。

①ヤード造成面については、操業後のメンテナンス作
業にて車両アクセスが想定される範囲は砕石舗装とな
り、それ以外の範囲は平場も緑化を行います。
②緑化に伴う具体的な種や国内の産地は現時点で未定
となります。

2次

①ヤードは裸地（砕石舗装も含む）のままだと外来種
繁殖が顕著な事例があります。このため、外来種対策
として砕石以外にどのような対策を想定されているの
かをご教示ください。
なお、砕石以外の対策を検討されない場合には、当該
対策のみで外来種対策が十分であるとする根拠をお示
しください。
②1次回答②について、現時点で未定であることは理解
しますが、どのような方針で種を選定されるのかをご
教示ください。なお、侵略的外来種ではないことはも
ちろん、国内外来種を含めた外来種ではないことが重
要であり、また、さらには在来種でも産地が遺伝子保
全上重要であり、対象事業実施区域が立地する地域に
近い産地の種子を用いるのが望ましいと考えられるこ
とを踏まえて、回答願います。

①外来種対策として、車両アクセスとして使用する場
所は定期的に草刈りを行うことから、外来種を含めて
草本類が繁茂する状態にはならないと考えます。草刈
りの頻度としては、事業地に砕石を敷いているかや環
境によっても生育状況が異なるため、現地の状況を見
ながら判断いたします。
②ご指摘のとおり、遺伝子保全上の観点からも可能な
限り、在来種の中でも北海道産の種の採用を検討いた
します。

3次

①前回の審議会におけるご回答の確認となりますが、
緑化については、基本的に在来自生種を用いた復元緑
化を行うと解してよろしいでしょうか。
　また、日本緑化工学会が提言している「生物多様性
に配慮した緑化植物の取り扱い方に関するガイドライ
ン2023」
（https://www.jsrt.jp/tech/Tech_Files/teigen2019/
guideline2023.pdf）を参考とすることや、十分な知見
と技術を有する道内企業に相談の上、実施されること
をご検討いただきたいと考えますが、緑化の手法につ
いて、今後、どのように検討されることを想定されて
いるか、事業者の見解をご教示ください。
②風車の設置数が最大160基となっていますが、実態と
してこの数のヤード及び車両アクセス路を定期的に草
刈りを実施することにより外来種を管理することは可
能なのでしょうか。
また、オオハンゴンソウなど、結実後に刈り取りを実
施することで種子が拡散する要因となる可能性も考え
られますが、草刈りの実施時期も考慮する必要はない
でしょうか。それぞれ、事業者の見解をご教示くださ
い。

①ご理解のとおり、緑化については、道内在来種を用
いながら復元緑化を行うことを検討いたします。現時
点では緑化の手法は未定となりますが、ご提示いただ
いた「生物多様性に配慮した緑化植物の取り扱い方に
関するガイドライン2023」（日本緑化工学会）も参考
にしながら適切な緑化手法を計画したいと考えており
ます。
②2次回答①は、ヤード及び車両アクセス路では定期的
に草刈りを行うことから結果的に外来種が継続的に繁
茂する状態にはならず、外来種対策につながるとの主
旨で回答をさせていただきました。ご指摘いただいた
とおり、ヤード及び車両アクセス路において草刈りを
行うことにより外来種の除去に努めたとしても、本事
業の改変区域に隣接する土地を含め、エリア全体にお
ける外来種の繁殖までは防ぐことは難しいと考えてお
ります。そのため、ヤード及び車両アクセス路の草刈
りはエリア全体における外来種対策にはならないと考
えております。なお、現時点で詳細な工事計画は未定
となりますが、ヤード及び車両アクセス路における草
刈りにあたっては、調査結果を踏まえて、生育時期に
も留意しながら、検討いたします。

2-13 38 (10)緑化

2-12 38 9)残土

8/48



番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

2-13 38 (10)緑化 4次

３次回答にて、「ヤード及び車両アクセス路では定期
的に草刈りを行うことから結果的に外来種が継続的に
繁茂する状態にはならず、外来種対策につながる」と
回答していますが、その対応は「エリア全体における
外来種対策にはならないと考えております。」とも回
答しています。
本事業の実施以外の要因による外来種の繁殖拡大を防
止するのは困難であることは理解しますが、少なくと
も本事業の実施による外来種の繁殖拡大を防止できる
よう、外来種の生育時期を考慮したヤード及び車両ア
クセス路の草刈りの計画を、準備書で提示いただける
という認識でよろしいでしょうか。

現時点では、準備書において草刈りの計画をどのよう
に記載するのかについては検討ができておりません
が、他の外来種拡大防止に繋がる環境保全措置と併せ
て引き続き検討したいと考えております。

1次

「輸送計画を変更する可能性がある」とのことです
が、対象事業実施区域（道路改良等）を拡張する可能
性について、事業者の見解をご教示ください。

基本的に輸送計画による対象事業実施区域の変更はし
ない予定ですが、地権者及び施工に係る許認可の協議
状況により輸送計画が変更する可能性がございます。
変更があった場合には、必要に応じて、追加の調査・
予測・評価の実施を検討いたします。

2次

風力発電機の輸送計画変更に伴い追加の調査・予測・
評価の実施が必要となる項目は、どのように想定して
いるのでしょうか。理由も含めて事業者の見解をお示
しください。

基本的に輸送計画による対象事業実施区域の変更はし
ない予定ですが、地権者及び施工に係る許認可の協議
状況により輸送計画が変更になった場合、風力発電機
を含む大型資材を大型トレーラー等にて対象事業実施
区域まで輸送する際、カーブを曲がり切れず、道路改
良等の可能性は生じます。この場合、対象事業実施区
域を追加する可能性がございますが、例えば、改変区
域での植生の確認や植物の重要種との重複がないかを
確認することを想定しております。

2-15
39
41

2)工事関係車
両の主要な走
行経路
図2.2-10

1次

①終点を対象事業実施区域とした場合に、起点をどの
ように設定した上で、どのように経路を設定されたの
かをご教示ください。
②工事関係車両の主要な走行経路については、変更の
可能性がないと解してよろしいでしょうか。変更の可
能性がある場合には、騒音、振動及び人と自然との触
れ合いの活動の場の調査地点にどのように反映してい
るのかをお示しください。

①現時点で候補としているコンクリート工場を始点と
しております。具体的な経路はまだ確定していないた
め、走行する可能性のある道路を含めて経路を設定し
ております。
②上記のとおり、走行する可能性がある道路を含めて
経路を設定しているため、調査地点にも反映できてい
ると考えております。

2-16 44

図2.2-11 対
象事業実施区
域及びその周
囲における既
設及び計画中
の風力発電事
業の状況

1次

以下について、修正が必要かどうか確認してくださ
い。
①（仮称）宗谷丘陵風力発電事業の対象事業実施区域
は方法書段階のものではないでしょうか。
②樺岡風力発電事業は今年の２月から10基稼働してい
るとのことですが、本図には10箇所以上設置位置が示
されています。どれが正しい設置位置を示しているの
でしょうか。
③「稚内タツナラシ山ウィンドファーム（仮称）」が
本図では「（仮称）稚内タツナラシ山ウィンドファー
ム」となっています。

①（仮称）宗谷丘陵風力発電事業の対象事業実施区域
について、更新・修正して別添資料「No.2-16_対象事
業実施区域及びその周囲における既設及び計画中の風
力発電事業の状況」にお示しいたします。
②別添資料「No.2-16_対象事業実施区域及びその周囲
における既設及び計画中の風力発電事業の状況」のと
おり、紫色の丸で示した10箇所が樺岡風力発電事業の
風車設置位置です。
③表が正しいため、「稚内タツナラシ山ウィンド
ファーム（仮称）」に修正して、別添資料「No.2-16_
対象事業実施区域及びその周囲における既設及び計画
中の風力発電事業の状況」にお示しいたします。

3．「第3章 対象事業実施区域及びその周囲の概況」に関する質問
番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

3-1 65～
3.1.2水環境
の状況

1次

海域の状況をお示しください。 対象事業実施区域は海域から離れていることから入れ
ておりませんでした。
海域の状況について、以下のとおり整理いたしまし
た。（別添資料「No.3-1対応_海域の状況」参照）
・「4）海域の状況」を追加した。
・図3.1‐5に海域の名称を記載した。

1次
準用・普通河川の河川名を明示してください。 別添資料「No.3-2_準用・普通河川名」にお示しいたし

ます。

2次

①対象事業実施区域内の河川（一級河川、二級河川及
び普通河川）について、河川への影響が想定される場
合は除外を検討してください。
②図書65ページの本文に、宗谷丘陵地区に下エベコロ
ベツ川が流れている旨の記載がありますが、１次回答
の別添資料からは、そのようには判断されません。正
しい内容をお示しください。

①本事業では、河川の改修は想定しておりません。ま
た、河川への影響（濁水の流入）に関しては、現地調
査を行い、その結果を踏まえて予測及び評価いたしま
す。その結果は準備書においてお示しいたします。な
お、河川への著しい影響が想定される場合には、対象
事業実施区域の一部除外・変更等の事業計画の見直し
を含め、検討いたします。
②本文に誤りがございましたので、修正したものを別
添資料「No3-2_河川の状況」にてお示しいたします。

3-2
68
～
70

図3.1-5(2)
河川及び湖
沼、湧水の状
況

2-14 39
1)風力発電機
の輸送計画
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①対象事業実施区域内の北東部に集水域とはされてい
ない白地の区域がありますが、当該区域の雨水等は全
量地下浸透するということでしょうか。主要な河川の
集水域に含まれない区域がある理由をご教示くださ
い。
②本図にはペンケ沼が示されていませんが、上幌延地
区の雨水等はペンケ沼を経由して河川に到達すると解
してよろしいでしょうか。
③対象事業実施区域からの雨水等は、パンケ沼には流
入しないと解してよろしいでしょうか。
④宗谷丘陵地区から宗谷湾までの範囲を拡大し、声問
大沼周囲の河川状況を明らかにした図をお示しくださ
い。
⑤配慮書段階では、「下苗太路川及び増幌川」は水産
資源保護法に定める保護水面に指定されていること、
「増幌川、頓別川、鬼志別川、知来別川」ではさけ・
ます増殖事業が行われていることを指摘していまし
た。対象事業実施区域からこれらの河川に雨水等が流
入するのかが、分かる図をお示しください。

①本図の集水域に関しては、国土数値情報ダウンロー
ドサービスに基づく主要な河川の集水域（公表資料）
を表示したものになります。
②ペンケ沼については、集水域のレイヤーと重複して
いたため、本図では表示しておりませんでした。上幌
延地区の北側は下エコロベツ川を経由してペンケ沼に
到達し、再び河川に接続すると考えられます。南側に
関しては、南側周辺を流れる河川を流下するため、ペ
ンケ沼には接続しないと考えております。
③ご認識のとおりです。
④別添資料「No.3-3_河川の状況」にお示しいたしま
す。なお、拡大図についても、別添資料のとおりで
す。
⑤別添資料「No.3-3_ 河川の状況」のとおり、増幌
川、頓別川、鬼志別川、知来別川の各河川の集水域と
対象事業実施区域の関係が分かる図面を作成いたしま
した。

2次

①対象事業実施区域周辺の下苗太路川及び増幌川は、
その集水域と対象事業実施区域の重複はないとのこと
ですが、水産資源保護法に定める保護水面に指定され
ていることから、工事実施による濁水や土砂の流入等
について、環境影響評価を行う必要性を慎重に検討す
るとともに、環境影響評価の実施にあたっては、(地
独)北海道立総合研究機構水産研究本部さけます・内水
面水産試験場と事前に協議し、了解を得てください。
②対象事業実施区域及び周辺の河川では、さけ・ます
増殖事業が行われていることから、調査及び事業実施
にあたっては以下の関係機関と事前に協議し、必ず同
意を得てください。

〇鬼志別川、増幌川、知来別川
（一社）宗谷管内さけ・ます増殖事業協会

①今後風車レイアウトの設計段階で濁水や土砂の流入
等を極力低減することを図るとともに、風力発電設備
や工事用道路等の具体的な位置が決定した段階で、事
業による影響が想定され、対象河川で調査を実施する
場合においては、(地独)北海道立総合研究機構水産研
究本部さけます・内水面水産試験場と協議させていた
だきます。
②風力発電設備や工事用道路等の具体的な位置が決定
した段階で（一社）宗谷管内さけ・ます増殖事業協会
と協議をさせていただき、事業による影響が想定さ
れ、対象河川で調査を実施する場合においては、同意
取得に努めます。

3-4 72

図3.1-6（2)
主要な河川の
集水域（宗谷
丘陵地区）

1次

猿骨川、猿払川、声問川及び天塩川の流域ごとに区分
された図をご教示ください。

別添資料「No.3-4対応_河川の集水域の状況」にお示し
するとおり、猿骨川、猿払川、声問川及び天塩川の流
域ごとに区分した図面を作成いたしました。

3-5 74
(2)水質の状
況

1次

自然的状況の調査範囲における湖沼及び海域につい
て、水質の状況及び環境基準の確保の状況をお示しく
ださい。

自然的状況の調査範囲における湖沼としてはパンケ沼
が調査地点となっており、文献の観測結果はp76～に記
載のとおりです。なお、パンケ沼では環境基準の指定
がされておりません。
海域については、稚内海域に観測記録があり、水質の
状況は別添資料「No.3-5対応_周辺海域（稚内海域）の
水質の状況及び環境基準の確保状況」のとおりです。
稚内海域では海域の類型としてA,B,Cの指定（「稚内海
域(１)」(ST.6)がC類型、「稚内海域(２)」(St.4,5)が
B類型、「稚内海域(３)」は、（St.1～3)がA類型に指
定）があり、基準の達成状況は、CODは稚内海域（1）,
（2）は達成、稚内海域（3）では未達成となっており
ます。健康項目（カドミウム、鉛、ヒ素、総水銀、
1,4-ジオキサン）の測定点においては基準を達成して
おります。

3-6 76 （B)健康項目 1次

令和４年度の測定結果では、類型指定のある全ての地
点において環境基準に適合していたとのことですが、
令和４年度の測定結果をお示しください。

健康項目については、水域の「類型指定」には関係な
く、全公共用水域に適用されますので、「類型指定の
ある全ての地点において」の記載は不適切でしたので
削除させていただきます。健康項目の測定結果がある
のはパンケ沼と音類橋のみであり、R4年度測定結果は
別添資料「No.3-6_健康項目_R4測定結果」のとおりで
す。

3-7 76
表3.1-13
表3.1-14
水質調査結果

1次

「最大（最小）」とは、各年度の最大（最小）の平均
値ではなく、５年間の測定結果における最大（最小）
と解してよろしいでしょうか。

ご認識のとおり、平均値ではなく、5年間（H31～R４）
の測定結果における最大（最小）をお示ししておりま
す。

3-8 77
(C)生活環境
項目

1次

令和４年度の測定結果では、浮遊物質量（SS）、大腸
菌群数について環境基準に適合していない地点があっ
たとのことですが、令和４年度の全項目の測定結果を
明示の上、その具体的内容をお示しください。

令和4年度の生活環境項目の測定結果を別添資料
「No.3-8_水質調査結果(生活環境項目)」にお示しいた
しました。令和４年度の測定結果では、類型指定のあ
る地点（天塩川下流(4)）において、環境基準に適合し
ていない記録はありませんでした。環境基準に適合し
ていなかったのは、天塩川下流（４）地点の過年度の
SS、大腸菌群数でしたので修正いたします。

3-3 71
図3.1-6主要
な河川の集水
域
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

3-9 83
表3.1-20
地下水の調査
結果

1次

出典が令和３年度までのものですが、令和４年度につ
いては確認されなかったのでしょうか。

令和5年12月に公表されていた令和4年度資料について
は、未確認でした。準備書において最新の情報を反映
いたします。

3-10 84
1)土壌汚染の
状況

1次

確認された形質変更時要届出区域は、対象事業実施区
域には存在しないと解してよろしいでしょうか。

ご認識のとおりです。

3-11 84
(A)ダイオキ
シン類

1次

ダイオキシン類土壌汚染対象地域の存在有無をどのよ
うに確認されたのかをご教示ください。

「令和3年(2021年)度ダイオキシン類対策特別措置法施
行状況について」（環境省HP）において、令和3年度末
時点で対策地域に指定されている件数3件に当該地域が
含まれていないことを、別添資料「No.3-11_令和3年
(2021年)度ダイオキシン類対策特別措置法施行状況に
ついて」のとおり確認しております。

3-12 94
表3.1-24　日
本の典型地形

1次

宗谷丘陵の周氷河性波状地について、日本の地形レッ
ドデータブック第２集で示された地形図の範囲は本図
のとおりですが、その説明では「天塩川の北岸から北
海道北端の宗谷岬まで、90kmにわたって南北に連なる
丘陵」と記載されています。図書では、対象事業実施
区域には重要な地形・地質は分布していないとしてい
ますが、この地形は本当に区域に含まれていないの
か、事業者の見解を伺います。

宗谷丘陵の周氷河性波状地について、弊社関連他事業
における専門家ヒアリングによると、「当該地形は、
表流水により比較的新しい時代に侵食された開析谷は
含まれず、日本の地形レッドデータブック第2集で示さ
れた範囲、特に北側部分には広く周氷河地形が残って
いるものの、今回の対象事業実施区域に近い南側の範
囲については、北側の範囲に比べると侵食が進んでお
り、同地形のまとまりは小規模なものが部分的に見ら
れる程度」となっております。
本事業の対象事業実施区域は上記の関連他事業よりも
さらに南側の範囲に該当すること、位置的には、宗谷
岬と天塩川の北岸を結ぶと、本事業の対象事業実施区
域の西側に外れること等から、本事業の対象事業実施
区域には重要な地形・地質は分布していないと考えて
おります。

3-13 122

表3.1-37 そ
の他動物の重
要な種（底生
動物）

1次

注記２にある「河川水辺の国勢調査のための生物リス
ト」は、令和５年12月に更新されており、ザリガニ
（ニホンザリガニ）はアメリカザリガニ科ではなく、
アジアザリガニ科となっているなど、変更点が見られ
ます。底生動物に限らず、本項の重要種リストは分類
を正しく示しているのか、最新の資料を確認の上、そ
の結果をご教示ください。

表3.1-37は、「河川水辺の国勢調査のための生物リス
ト　令和4年度版」に基づいて作成しており、こちらに
基づくと、ザリガニ（ニホンザリガニ）は、アメリカ
ザリガニ科、ザリガニとなります。方法書では、「河
川水辺の国勢調査のための生物リスト　令和4年度版」
に基づいて作成しておりますが、準備書では、その時
点における最新の「河川水辺の国勢調査のための生物
リスト」に基づき作成いたします。

1次

2次

凡例に「●A.天然記念物（国天）」とありますが、稚
咲内海岸砂丘林は道指定天然記念物、目梨高山植物群
落及びメクマミズナラ群落は稚内市指定天然記念物で
あるため、正しい内容に修正願います。

修正したものを別添資料「No.3-39_動物の注目すべき
生息地」にお示しいたします。

3-14
125
～
127

図3.1-14 動
物の注目すべ
き生息地

1次

いずれの地区もKBAと重複しており、風車の設置による
影響を受ける可能性が想定されますが、どのように影
響の回避又は十分な低減を図っていくのか、事業者の
見解を伺います。

生物多様性の保全の鍵になる重要な地域であることか
ら、専門家の助言を踏まえて、適切に調査、予測及び
評価を行い、環境保全措置を検討いたします。環境保
全措置の検討にあたっては、風車の設置による直接改
変を回避又は極力低減することを念頭に検討する方針
です。

追加
3-39

125
図3.1-14(1)
動物の注目す
べき生息地
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

②１次回答における直接改変の「回避」と「極力低
減」について、どちらを優先的に検討するのか、その
理由を含め、事業者の見解をお示しください。また、
「回避又は極力低減することを念頭に検討」とは、風
車の基数の削減も含めて検討されるのか、事業者の見
解をあわせてお示しください。

②環境影響評価は、環境保全の観点からよりよい事業
計画を作り上げていく制度であるため、現地調査の結
果を踏まえた上でまずは、直接改変を「回避」ができ
るよう検討いたしますが、加えて、環境保全措置を講
じることにより、「極力低減」についても併せて検討
いたします。「回避又は極力低減することを念頭に検
討」については、風車配置の検討や基数の削減等を想
定しております。

③１次回答からは、準備書段階でも、区域とKBAが重複
した計画となることが想定されていると解されます
が、区域とKBAが重複している場合に、どのような環境
保全措置を想定されているのか、具体的な内容をお示
しいただくとともに、その環境保全措置が有効である
とする科学的根拠をお示しください。

③今後、現地調査を行い、イトウや、ヒシクイ、マガ
ン、コクガンのカモ類等の生息状況を十分に把握した
上で、その結果を踏まえて予測及び評価を行います。
事業影響に応じて、風車配置等の事業計画への反映す
るとともに、沈砂池の設置及び排水方向の検討、目玉
マークを風車のナセル及びタワーに貼り付ける等の環
境保全措置を検討いたします。一例として、宗谷岬
ウィンドファームでは、2005年の稼働から2016年まで
の間に9件のオジロワシのバードストライクが発生して
おりましたが、2016年に視認性を高める措置としてナ
セル及びタワーに目玉マークの設置を行った結果、目
玉マークを設置した風車ではオジロワシのバードスト
ライクは発生しておりません。

④上記①～③に対する回答内容を踏まえ、本事業の環
境影響調査として、何を把握すべきと考えているの
か、また、把握すべき情報を十分に把握できる調査手
法となっているかについて、事業者の見解を具体的に
お示しください。

④KBAにおける該当する重要な種（鳥類）の分布や利用
状況を確認するためには、以下を把握する必要がある
と考えております。
・イトウ（魚類）：捕獲調査や目視観察調査等による
生息状況の把握、産卵状況の把握、産卵場の物理環境
・ヒシクイ、マガン、コクガンのカモ類（鳥類）：定
点観察、ライン・ポイントセンサス等による該当種の
飛翔ルート、」飛翔高度、休息地、採餌状況
いずれの調査方法についても先行他事業でも実績があ
ることから、必要な情報は把握できるものと考えてお
ります。

2次

①方法書作成段階で、KBAを対象事業実施区域から除外
する必要はないと判断された理由をお示しください。

①最終版ではないものの、北海道がパブリックコメン
ト募集（令和6年2月21日～3月22日）を行った「地域脱
炭素化促進事業の促進区域の設定に関する環境配慮基
準（素案）」を確認したところ、KBAについては「当該
区域の改変を避けた事業計画が望ましいが、改変が避
けられない場合は、土地の改変面積をできる限り小さ
くした事業計画にすること」とされております。
また、KBAの境界線については、指定根拠となる種の生
息地を、植生図や自治体の境界線に基づいて決定され
ていることから、現地調査において詳細な生息環境を
把握したいと考えております。
対象事業実施区域及びその周囲においてKBAに指定され
ている「5.サロベツ川・天塩川」においては、基準EN
が1種、A4が2種とされており、本方法書における動物
の重要な種（文献に基づく）と、KBA対象種リストと照
らし合わせると、指定根拠となる種としては、ENはイ
トウ、A4はヒシクイ、マガン、コクガンのカモ類のい
ずれかの種と推察いたします。
上記を踏まえ、KBAにおいては特にイトウ、ヒシクイ、
マガン、コクガンのカモ類の種の生息状況を詳細に把
握できるよう努めます。具体的には、KBAにおいてヒシ
クイ、マガン、コクガンのカモ類の生息及び休息地と
想定される池沼、水田、湿地等を把握し、生息や休息
地としての利用状況等を確認いたします。また、イト
ウについては、専門家及び有識者へヒアリングを行
い、現地調査計画へ反映の上、調査を行います。
これらの調査結果を踏まえ、多数のヒシクイ、マガ
ン、コクガンのカモ類が生息及び休息地として利用し
ている箇所から離隔を確保できるよう事業計画を検討
いたします。
また、河川に関しては直接改変を行わない計画です
が、濁水対策として設置する沈砂池からの排水が河川
に流入することのないよう、排水方向を含め検討いた
します。
現時点では上記の方針にて現地調査を行い、KBAにおけ
る生息環境を把握した上で、その結果を踏まえて事業
計画の見直しを含めた環境保全措置を検討したいと考
えております。

3-14
125
～
127

図3.1-14 動
物の注目すべ
き生息地
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

3-14
125
～
127

図3.1-14 動
物の注目すべ
き生息地

3次

①前回の審議会におけるご回答の確認となりますが、2
次回答①において設置するとされている沈砂池につい
ては、許認可手続において求められる容量よりも余裕
を持った設計とすると解してよろしいでしょうか。
②沈砂池の容量を確保するためには、堆砂量の確認等
の維持管理が重要ではないでしょうか。工事中及び竣
工後に沈砂池をどのように管理することを想定されて
いるか、ご教示ください。

①許認可権者との協議において、イトウ生息河川へ濁
水が到達しないようにするため、通常よりも余裕を
持った沈砂池容量を設定したい旨を協議の中で許認可
権者にお伝えし、ご了解をいただけることを前提に実
施したいと考えております。
②最も土砂が発生するのは工事中ですが、作業の中で
沈砂池を定期的に点検し、堆砂量が多くなってきた場
合は浚渫を実施いたします。操業中も巡視の中で沈砂
池を定期的に点検し、必要に応じて浚渫を実施する予
定です。

1次

対象事業実施区域（道路改良等）の区域と鳥獣保護区
が接していますが、道路改良等により鳥獣保護区内が
改変される可能性はあるのでしょうか。

今後の検討にあたり、資材搬入路として道路改良等を
行う場合には、鳥獣保護区内を改変する可能性もござ
います。また、鳥獣保護区内に現道が既に存在するこ
とから、改変箇所を回避又は極力低減できるよう、事
業計画を検討いたします。

2次

①「改変箇所を回避又は極力低減」とありますが、鳥
獣保護区内が改変される場合、どのような改変が想定
されるのか、工種を明らかにした上でご教示くださ
い。
②影響を極力低減する場合、①で挙げた工種に対し、
どのような低減措置を取ることが考えられるのか、ご
教示ください。

①交差点や曲がり部の道路拡幅が主な改変となります
ので、縁石やガードレール、標識等の道路交通上の支
障物の撤去・移設や路肩の段さ均し処置、鉄板敷き等
が考えられます。
②大型風車部材の輸送線形を基に、輸送路の処置を検
討いたします。その中で、輸送車両のタイプや輸送
ルート等を複数パターン検討し、必要処置が最小限と
なるよう設計するようにいたします。

1次

p.129では海ワシ類が対象事業実施区域及びその周辺を
飛行する事例が確認されていたり、p.139では海ワシ
類・クマタカ・チュウヒなどの分布情報によりセンシ
ティビティマップの注意喚起レベルA3及びBのメッシュ
と重複していたりと、本事業による影響を受ける可能
性が想定されます。配慮書段階では「影響の程度を適
切に予測及び評価した上で、可能な限り影響を回避・
低減できるように事業計画に反映する方針」と回答が
ありましたが、どこまでを「可能な限り」と考えてい
るのか、事業者の見解を伺います。

風力発電立地検討のためのセンシティビティマップで
は、対象事業実施区域及びその周辺において、バード
ストライクとの関連性が高い重要種（チュウヒ、オジ
ロワシ、クマタカ、オオワシ、タンチョウ）が分布し
ていることや、水鳥類（マガン、コハクチョウ及びオ
オハクチョウ）及び猛禽類（ノスリ）の日中の渡り
ルートが確認されているため、調査結果や対象事業実
施区域周辺の地形・環境、専門家の助言等を踏まえ
て、適切に調査、予測及び評価を行い、バードストラ
イクの影響を回避又は低減できるよう、風力発電機の
配置を含め、事業計画を検討いたします。なお、バー
ドストライクには不確実性を伴うことから、弊社の他
事業における環境保全措置の検証結果を踏まえなが
ら、本事業でも目玉マーク等の環境保全措置を検討い
たします。

①１次回答において、バードストライクに関する環境
保全措置として目玉マークを挙げられていますが、貴
社の稼働済み発電所において目玉マークを導入する際
に、その有効性に係る科学的根拠として把握されてい
た内容をお示しください。

①資料1「海ワシ類の風力発電施設バードストライク防
止策の検討・実施手引き」（環境省、平成28年6月）を
参考に、宗谷岬ウインドファームでは平成28年7月より
目玉マークを導入しております。なお、資料2（資料1
改定版_令和4年8月公表）においては、弊社での導入事
例が「実効性の高い環境保全措置」として紹介されて
おります。
＜資料1＞P.30,31参照
https://www.env.go.jp/content/900494459.pdf
＜資料2＞P.100～102参照
https://www.env.go.jp/content/000062920.pdf

②貴社が道内に有する稼働済み発電所におけるバード
ストライク・バットストライクの発生状況（重要種以
外を含む）及び、バードストライク・バットストライ
ク確認後に講じた追加の環境保全措置がある場合には
その内容について、お示しください。

②稼働を開始した1999年から現在までにおける北海道
内の弊社17事業では、バードストライク・バットスト
ライクの可能性がないものを含め、風力発電機の周囲
で死骸を確認した回数は合計：206回であり、その内訳
は鳥類：193回、コウモリ：7回、判別不明：6回でし
た。全17事業の稼働年数及び設置基数より、1基当たり
の年間衝突数を算出すると、合計：0.1001、鳥類：
0.0939、コウモリ：0.0034、判別不明：0.0029となっ
ております。また、北海道内の事業においては①にて
回答した目玉マークを風車タワー・ナセルに貼り付け
た措置を講じております。宗谷岬ウィンドファームで
は、2005年の稼働から2016年までの間に9件のオジロワ
シのバードストライクが発生しておりましたが、2016
年に視認性を高める措置としてナセル及びタワーに目
玉マークの設置を行った結果、目玉マークを設置した
風車ではオジロワシのバードストライクは発生してお
りません。また、目玉マークの貼付はよりバードスト
ライクの発生件数が多かった西側のエリアの風力発電
機を対象に行いました。

3-16
129
139

3)鳥類の渡り
経路等

2次

3-15
127
204

図3.1-14(3)
図3.1-39(3)
鳥獣保護区
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
③前回の審議会において、「宗谷岬ウインドファーム
では、目玉マークが一定の効果を発揮したと想定され
る状況だった」旨の発言がありましたが、そのように
想定されていた理由をお示しください。なお、②で示
されたデータを根拠に含めてご回答願います。

③宗谷岬ウインドファームにおいては稼働時における
オジロワシのバードストライク発生を受けて、①にて
回答した目玉マークを一部の風車タワー・ナセルに貼
り付けたところ、当該風車においてバードストライク
が発生していないことから、効果を発揮したものと考
えております。こちらの結果は、別添資料「No.3-16③
_鳥類からの視認性を高める措置（タワー）宗谷岬WFの
オジロワシでの実績」のとおりです。
なお、ノスリについては、「風力発電への鳥類忌避対
策としての目玉シールと鳥除けスピーカーの効果検
証」によって、目玉マークによる忌避効果が認められ
ていることから、オジロワシ以外の種に対してもバー
ドストライク抑制にも効果があると考えております。

＜参考＞p48参照
https://osj2021.ornithology.jp/osj2021_proceeding
s.pdf?v3

④前回の審議会において、「浜里ウインドファームで
は目玉マークを導入しているにも関わらず、バードス
トライクが発生した」旨の発言がありましたが、目玉
マーク以外に有効な環境保全措置として、どのような
措置を検討しているのか、また、有効であるとの科学
的根拠が示されている環境保全措置としてどのような
ものを把握されているのかをお示しください。なお、
前回審議会において議事録を提出すると発言されてい
た「道北風力事業における鳥類の保全に関する協議
会」において、どのような措置が検討されてきたの
か・検討中であるのかを含めてご回答ください。

④「海ワシ類の風力発電施設バードストライク防止策
の検討・実施手引き」（環境省、令和4年8月）に記載
の措置は認識している状況です。
「道北風力事業における鳥類の保全に関する協議会」
においては浜里ウインドファームでのバードストライ
ク発生を受けて、委員より事業者にて追加の保全措置
案の検討を要請されており、現在、弊社にて具体的な
対策内容の検討を進めております。

＜参考＞p86～115
https://www.env.go.jp/content/000062920.pdf

⑤バードストライクに関する環境保全措置として、稼
働停止（時期等を限定した一時停止を含む）は有効な
措置であると考えますが、本事業における措置とし
て、稼働停止を含めて検討されているのか、事業者の
見解をお示しください。

⑤本事業における環境保全措置内容は調査、予測及び
評価の結果をもって準備書以降にて検討するものと考
えております。なお、現時点で稼働停止は考えており
ません。

⑥１次質問の「どこまでを「可能な限り」と考えてい
るのか」について適切な回答をしてください。この
際、A3エリアでの風車建設を避けるなどといった選択
肢を含めて、どのように大型猛禽類等へのバードスト
ライクの影響を確実に回避または低減するのかについ
て事業者の見解を伺います。

⑥メッシュで指定されているため、A3エリアも非常に
広い範囲となっております。現地調査等により、鳥類
の飛翔ルート等の情報を適切に取得した上で、飛翔が
集中するエリアを回避して風車配置を検討する等、事
業計画に反映いたします。また、弊社の他事業におけ
る環境保全措置の検証結果を踏まえながら、更なる環
境保全措置を検討し、専門家とも相談の上、バードス
トライクの影響を事業者の実行可能な範囲で回避又は
低減できるように努めます。バードストライクの影響
については、それでもなお、不確実性を伴う可能性が
あるため、事後調査を実施してその効果の確認に努め
る予定です。

⑦上記①～⑥に対する回答を踏まえ、本事業の環境影
響調査として、何を把握すべきと考えているのか、ま
た、把握すべき情報を十分に把握できる調査手法と
なっているかについて、事業者の見解をお示しくださ
い。

⑦本事業の現地調査では、鳥類の飛翔ルート、飛翔高
度の情報を適切に把握した上で事業計画に反映するこ
とが、最も重要であると考えております。方法書で示
した調査手法により、事業による鳥類等への影響を把
握できると考えておりますが、方法書に対するご意見
や審査の結果を踏まえた上で更なる環境情報の取得及
び蓄積を図ります。

①バードストライクに係る環境保全措置の検討に当
たっては、既設風力発電機に追加的に行う措置である
目玉マークの設置等を優先的に検討するのではなく、
まずは影響が小さくなるよう風車配置を検討すること
が必要と考えますが、事業者の見解をご教示くださ
い。

①鳥類の現地調査結果を踏まえた予測及び評価の結果
や準備書審査結果を鑑み、鳥類への影響を低減できる
よう、風車配置を検討することも想定しております。

②２次回答にある、環境保全措置としての目玉マーク
に関する確認ですが、本事業の準備書段階で示される
追加の環境保全措置は、目玉マークではなく、「道北
風力事業における鳥類の保全に関する協議会」にて要
請されている内容が反映されるという認識でよろしい
でしょうか。

②当社の近隣先行事業における実例より、本事業が
「道北風力事業における鳥類の保全に関する協議会」
（以後、協議会という。）の対象事業となるかについ
ては、調査、予測及び評価の結果を審査いただく準備
書段階であると考えております。そのため、現時点で
は協議会にて要請されている内容を反映するかは未定
となります。なお、方法書においては具体的な環境保
全措置の内容を検討できておりませんが、今後の調
査、予測及び評価の結果を踏まえた上で、当社の環境
保全措置の採用実績やバードストライク対策に関する
最新知見を参考にしながら、内容を検討したいと考え
ております。

2次

3次

3-16
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139

3)鳥類の渡り
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
③2次回答⑤において、現時点では環境保全措置として
の風車の一時的な稼働停止は検討されていないとのこ
とですが、調査・予測結果次第では検討される可能性
があるのか、それとも、どのような調査・予測結果
だったとしても、一時的な稼働停止の措置は考えてい
ないのか、事業者の見解をご教示ください。

③今後の調査、予測及び評価の結果、準備書以降の審
査結果及び専門家へのヒアリングの内容次第では、一
時的な稼働停止を含めた環境保全措置を検討する可能
性もあると考えております。

④「道北風力事業における鳥類の保全に関する協議
会」における検討等により、バードストライク対策に
関する見解として２次回答までの内容に追加する事項
がありましたら、その内容をご教示ください。

④バードストライク対策については現在検討中である
ため、2次回答から追加する事項はございません。

⑤事後調査の実施については、準備書作成段階で検討
されるものと考えますが、バードストライク・バット
ストライクに関する調査においては、ユーラス常呂能
取ウインドファームでの死骸調査において見落としが
あったことを踏まえて調査方法を検討する必要はない
でしょうか。事業者の見解をご教示ください。

⑤バードストライク・バットストライクに関する事後
調査計画については最新の知見や当社の既設発電所に
おける事後調査、その他死骸調査の実績も踏まえなが
ら、準備書において検討いたします。

4次

①3次回答③において、「今後の調査、予測及び評価の
結果、準備書以降の審査結果及び専門家へのヒアリン
グの内容次第では、一時的な稼働停止を含めた環境保
全措置を検討する可能性もある」とのことですが、専
門家の選定はどのように行うのでしょうか。北海道の
ワシ類のバードストライク事例を十分熟知した複数の
専門家が望ましいと考えますが事業者の見解をお示し
ください。

②３次回答⑤に関し、事後調査について、既存施設で
見落としがあることが明らかになっていることを踏ま
えると、本事業では今から十分な改善策を検討し実施
する必要があると考えます。「最新の知見や当社の既
設発電所における事後調査、その他死骸調査の実績も
踏まえながら」と言われても具体的に改善されるのか
判断できません。十分調査の上、現段階でどのような
改善案が考えられるのか事業者の見解をお示しくださ
い。

①北海道のワシ類のバードストライク事例を十分熟知
した専門家を含め、本事業地域に知見を有する複数の
専門家を選定したいと考えております。
②現段階における想定ではございますが、例えば、死
骸調査時の調査人員を増やすといった対応により、
バードストライクの見落とし防止に繋がるのではない
かと考えております。弊社の既設発電所においては、
専門調査員による死骸調査は月2回以上、2人/回の体制
で実施しております。（参考資料改訂前に操業開始し
た発電所を含む。）
調査内容については、以下の参考資料も含め、最新知
見を参考にしながら改善を図ります。

参考資料：海ワシ類の風力発電施設バードストライク
防止策の検討・実施の手引き（令和4年8月、環境省）
https://www.env.go.jp/nature/yasei/sg_windplant/g
uide/umiwashi.html

1次

タンチョウの生息が確認されたメッシュは、上幌延地
区の一部と重複しているのみですが、P648の一般の意
見には、「サロベツで繁殖するタンチョウは豊富町か
ら浜頓別町に移動」とあります。対象事業実施区域全
体を対象として、タンチョウの生息に対する事業者の
見解をご教示ください。

既存文献等を踏まえると、対象事業実施区域内にタン
チョウの繁殖地が存在する可能性は低いと考えており
ますが、対象事業実施区域内を移動する可能性がある
と考えております。
タンチョウの生息地及びご指摘の移動に関するご意見
を踏まえ、現地調査により渡りの経路を把握し、事業
実施によるタンチョウの繁殖や渡りへの影響を適切に
予測及び評価いたします。

2次

渡り期間は短いので、適切な手法・努力量の現地調査
で確実に把握してください

渡り期間は春は3月～5月頃、秋は9月～12月頃と短いた
め、各々の渡り時期に複数回の調査を実施する等、適
切な手法・努力量の現地調査を実施し、渡り時期を確
実に把握できるように努めます。

3-18

161
～
170
181
～
183

図3.1-33植生
自然度
図3.1-36植生
自然度（9、
10）の分布状
況

1次

植生自然度の色の境目が分かりにくいので、境目が
はっきり分かる図をお示しください。

境界がわかるよう、色合いを変更し、別添資料「No.3-
18対応_植生自然度（宗谷丘陵地区）」及び「No.3-18
対応_植生自然度（上幌延地区）」のとおり、拡大図を
作成いたしました。

3-19 184

ク）生物多様
性の観点から
重要度の高い
湿地

1次

重要湿地について、詳細な範囲が示せないのは理解で
きますが、環境省のホームページには「各湿地の位置
情報（地図上の点）は、絶滅危惧種の保全等に留意
し、おおよその代表地点を示したもの」として示して
いるため、本図書でも同様の対応にておおよその位置
は示す必要がないでしょうか。

ご指摘を踏まえ、別添資料「No.3-19対応_生物多様性
の観点から重要度の高い湿地」に重要湿地の位置をお
示しいたしました。

3-20 205 2)食物連鎖 1次

第６章の生態系調査で上位性注目種としているノスリ
やチュウヒと、それらの餌資源調査対象種となってい
るネズミ類が捕食-被食関係になっていません。
概略図であるにしても、本地域の生態系の概要が正し
く反映されているのか疑問が残りますので、上記以外
の関係も改めて見直し、修正の必要がないか確認の
上、修正資料をご教示ください。

上位性注目種としているノスリやチュウヒと餌資源の
ネズミ類、ヒバリ等の捕食-被食関係を追記・修正いた
しました。修正箇所を分かるようにして、別添資料
「No.3-20_食物連鎖図」にお示しいたします。

3-17 141
図3.1-28重要
種の分布

3-16
129
139

3)鳥類の渡り
経路等

3次
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

景観及び人と自然とのふれあい活動の場については、
公的なHPや観光パンフレット等に掲載されている情報
を元に抽出したとされていますが、選定にあたり、関
係市町村や関係団体にヒアリングは実施しているで
しょうか。している場合はその概要を、していない場
合はヒアリングをせずに眺望点が網羅できているとす
る理由についてお示しください。

関係市町村への景観眺望点に関するヒアリング結果
を、別添資料「No.3-21_ヒアリング結果」にお示しい
たします。なお、ヒアリング結果を踏まえ、眺望点ま
たは視点場位置や場の状況等を確認した上で、調査地
点の追加を検討いたします。

2次

①ヒアリング結果を反映していない地点が多く見受け
られますが、それぞれの地点について、なぜ反映しな
かったのか理由をご教示ください。
②配慮書時点で『地域住民が日常生活上慣れ親しんで
いる場所については、方法書以降の手続において、関
係自治体や地元住民への聴き取りを実施し、具体的な
眺望点が決定した時点で、身近な眺望景観として選定
する予定』との回答をいただいておりましたが、方法
書作成時に地元住民への聴き取りはされたのでしょう
か。されている場合にはその結果を、されていない場
合には、いつ聴き取りをする計画であるかについて、
ご教示ください。
③1次質問について、「人と自然とのふれあいの活動の
場」に対する回答をお示しください。

①眺望点に関するご意見については、方法書作成後に
いただいていたため、方法書には反映できておりませ
んが、方法書に対するご意見及び審査の結果を踏まえ
た上で調査地点を検討いたします。
②方法書段階では、関係自治体にヒアリングを行って
いる一方、地元住民へのヒアリングは実施しておりま
せんが、説明会や意見書を通していただいたご意見に
ついては、調査地点への追加を検討いたします。な
お、方法書に係る住民説明会において、身近な眺望景
観に関するご意見はございませんでした。
③景観及び人と自然との触れ合いの活動の場（公園施
設等）に関する関係自治体へのヒアリングは、方法書
作成時に実施しており、人と自然との触れ合いの活動
の場の地点追加等に関するご意見はございませんでし
た。また、方法書に係る住民説明会においても、地元
住民の方からのご意見はございませんでした。なお、
景観については、方法書に対するご意見及び審査の結
果を踏まえた上で現地調査前に調査地点の見直しを検
討いたします。

3次

2次回答①では眺望点については方法書作成後に意見を
いただいたと回答され、③では景観及び人と自然との
触れ合いの活動の場については方法書作成時にヒアリ
ングを実施したと回答されています。方法書作成時に
関係市町村に確認を依頼したが、意見を確認したのは
方法書作成後だったということでしょうか。
配慮書に対し、経済産業大臣や知事から、聞き取りを
するよう意見があったにもかかわらず、なぜ、方法書
に反映できる時期に意見を確認することができなかっ
たのでしょうか。
関係市町村に対し、どの程度の期間で確認を依頼した
のかをご教示いただくとともに、当該期間を妥当に設
定していたかについて、事業者の見解をご教示くださ
い。

方法書作成時に関係市町村へ確認を依頼しておりまし
たが、事業の進捗を踏まえ、事業計画がある程度固
まった段階においてヒアリングを開始したため、ご意
見をいただいた時期は方法書届出以降になります。な
お、ヒアリング期間は2週間程度を想定しておりました
が、回答期限は設けておりませんでした。今後の手続
きにおいて、方法書でいただいたご意見と合わせて調
査計画へ反映いたします。

3-22 212
図3.1-42(1)
主要な眺望点
の分布状況

1次

パンケ沼園地にはデッキが新設され、眺望利用ができ
るようになっていると思われますが、主要な眺望点と
して整理する必要はないでしょうか。647ページ記載の
一般の意見において、パンケ沼園地を眺望点にとすべ
きとの意見があったことも踏まえ、どのような検討を
行った結果、眺望点とされなかったのかをご教示くだ
さい。

パンケ沼園地を眺望点といたしました。図3.1-42(1)を
更新したものを別添資料「No.3-22対応_主要な眺望地
点の分布＋パンケ沼園地」にお示しいたします。

3-21

209
～
211
215
～
217

表3.1-52
主要な眺望点
及び眺望景観
の概要

表3.1-53
主要な人と自
然との触れ合
いの活動の場
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

配慮書段階で指摘した下サロベツ原野自然探勝路の木
道について、前ページの表の説明文は配慮書段階から
更新されていますが、本図は更新されずビジターセン
ターからパンケ沼までのコースが示されたままなの
で、最新の情報になるよう整合を取ってください。

図3.1-43（1）を最新のものに修正いたしました。別添
資料「No.3-23対応_人触れ」にお示しいたします。

2次

星空観察が行われている場所では、風力発電所設置に
伴い、航空障害灯により星座が確認できなくなるな
ど、その活動に支障が生じることが懸念されます。こ
のため、以下の事項についてご教示ください。
①人と自然との触れ合いの活動の場として、星空観察
が行われている場所を確認されたか。
②上記①において、確認したと回答された場合は、該
当する場の有無
③上記①において、確認していないと回答された場合
は,確認する必要性に対する事業者の見解
④星空観察が行われている場所がある場合、どのよう
な対応が想定されているかについての事業者の見解を
ご教示ください。

①文献調査において、星空観察が行われている施設に
ついては確認しておりませんでした。
②確認しておりませんでしたので、星空観察が行われ
ている場所の把握に努めます。
③事業影響を検討する上で、星空観察が行われている
場所の把握は必要であると考えております。
④まずは星空観察が行われている場所の把握に努めた
いと考えております。なお、令和4年に国土交通省よ
り、「風力発電設備に係る航空障害灯の設置基準の緩
和について」が示されておりますので、従来より航空
障害灯の設置位置を抑えられるのではないかと考えて
おりますが、利用状況を把握の上、風車配置の検討を
含め適切に環境保全措置を検討いたします。

3次

星空観察が行われている場所については、今後、把握
に努めるとのことですが、図書の第6章における地形改
変尾及び施設の存在を要因とした主要な人と自然との
触れ合いの活動の場の影響把握のための調査として行
われるのでしょうか。
この場合、調査の基本的な手法として「関連する文献
及びその他の資料の収集及び整理行う。」ことが記載
されていますが、資料収集にあたっては、関係市町村
や自然保護団体等へのヒアリングも行われるのでしょ
うか。
具体的にどのように把握することを想定されているの
かについて、ご教示ください。

主要な人と自然との触れ合いの活動の場では、地形改
変及び施設の存在に伴う影響を把握するために調査い
たします。
また、資料収集にあたっては、関係市町村や施設管理
者等を対象に、星空観察の場としての利用状況の聞き
取りを想定しております。

4次

星空観察への影響が生じる範囲については、例えば、
利尻における星空観察の際に稚内に設置された風車の
航空障害灯の明滅が視認されるといったことがあり、
広範囲に及ぶことも想定されます。これは、国立公園
区域における自然体験への影響として重要な事案であ
ると思われます。
このため、対象事業実施区域から12km（垂直視野角１
度以上となる可能性のある範囲）よりも遠方から視認
される可能性を考慮して聞き取りされることが望まし
いと考えますが、事業者の見解をご教示ください。

星空観察の場として利用されている施設について、関
係自治体への聞き取りを実施しており、その結果を別
添資料「No.3-23_星空観察の場として利用される施設
のヒアリング結果」にお示しいたします。ヒアリング
の際は、対象事業実施区域から12kmの範囲より遠方も
含め、施設を確認いたしました。上記の地点について
は、施設の利用状況や対象事業実施区域方向の視認状
況を確認の上、風力発電機の存在が星空観察に影響を
及ぼす可能性があると判断した場合、予測及び評価い
たします。

1次

2次

①対象事業実施区域は、農業地域及び森林地域に掛
かっています。
土地利用基本計画図の変更がある場合は、所定の手続
きが必要となりますので留意願います。
②対象事業実施区域及びその周囲は、地域森林計画対
象民有林であり、１ha を超える開発行為（土地の形質
を変更する行為）をする場合、知事の許可を受ける必
要があるので、所管の（総合）振興局産業振興部林務
課と打合せすること。
なお、次に該当する場合は、上記許可に際し、知事が
北海道森林審議会に諮問し、答申を受ける必要がある
ので留意すること。
【新規許可の場合の審議会諮問基準】
１．開発行為に係る森林面積が10ha 以上のもの。
２．開発行為に係る森林面積が10ha 未満であって、全
体計画の一部についての申請である場合は、全体計画
の開発行為に係る森林面積が10ha 以上のもの。
３．開発行為に係る森林の全部又は一部が、水資源保
全地域にあるもの。
（最新の水資源保全地域については別途確認するこ
と。）
③農地法に基づく農地転用許可及び農業振興地域の整
備に関する法律に基づく開発行為許可については、配
慮願います。
○農地法に基づく農地転用許可
　事業予定地が、農地法に規定する農地又は採草放牧
地である場合は、同法に基づく農地転用許可が必要で
あるため、当該地の現況地目について、農業委員会と
十分調整願います。
○農振法に基づく開発行為許可
　事業予定地が、農業振興地域の整備に関する法律に
規定する農用地区域内である場合は、区域内での開発
行為は規制されているので、市町村農振法担当部局と
十分調整し、地域農業の振興に支障が生じないよう配
慮願います。

①土地利用基本計画図の変更がある場合は留意いたし
ます。
②地域森林計画対象民有林において、1haを超える開発
行為（土地の形質を変更する行為）をする場合、所管
の（総合）振興局産業振興部林務課と打合せいたしま
す。
③農地法に基づく農地転用許可及び農業振興地域の整
備に関する法律に基づく開発行為許可について、市町
村農振法担当部局と調整の上、地域農業の振興に支障
が生じないよう配慮いたします。

3-23 218

図3.1-43(1)
主要な人と自
然との触れ合
いの活動の場
の分布状況

追加
3-40

238
(2)土地利用
の計画
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

3-24 242

3.2.3河川、
湖沼及び海域
の利用並びに
地下水の利用
の状況

1次

海域の利用状況をお示しください。 対象事業実施区域は海域から離れていることから入れ
ていませんでした。
海域の状況について、以下のとおり整理いたしまし
た。（別添資料「No.3-24対応_海域の状況」参照）
・「(1)河川、湖沼及び海域の利用状況」に更新した。
・図3.2-4に漁業権の情報を記載した。

1次

①農業用、工業用等の利用状況をお示しください。ま
た、さけ・ます増殖事業の有無をお示しください。
②飲用の取水地点及びその集水域をお示しください。
また、飲用以外にも利用がある場合には、取水地点及
びその集水域をお示しください。

①役場等にヒアリングを実施し、公開・非公開の状況
等を確認した上で、準備書に反映するようにいたしま
す。
②水道施設に関する情報を市町村にヒアリングを実施
しております。ヒアリングが完了した段階で各地点の
集水域の図面を作成いたします。

2次

①発電所に係る環境影響評価の手引では、調査地点に
ついて、利水状況も考慮して適切な地点を設定すると
されています。このため、１次質問の①に対する回答
をお示しください。なお、非公開とすべき情報につい
ては、その理由を明記の上、何が非公開の対象なのか
が、分かる回答としてください。
②上記①と同様の理由から、１次質問の②に対する回
答をお示しください。
③対象事業実施区域及びその周辺に水道水の取水地点
がある場合は、工事にあたって、事前に水道事業者と
協議願います。

①さけ・ます増殖事業に関しては、公開されている資
料になりますので、別添「No.3-25①-1_さけ・ます増
殖事業」のとおりお示しいたします。
また、農業用の取水位置について、別添資料「No.3-25
①-2_農業用取水地点」にお示しいたします。なお、再
度自治体に確認したところ、猿払村及び天塩町につい
ては、安全・衛生管理上の観点から、審議会への非公
開での情報開示も控えていただきたい旨の回答をいた
だいております。また、稚内市における取水地点の情
報は開示不可とのことで公開情報以外のデータをいた
だけていないため、地点を掲載しておりません。豊富
町及び幌延町の取水地点の情報についても、審議会の
中でのみの資料とし、非公開情報として取り扱いいた
だきますよう、お願い申し上げます。
②飲用等の取水位置について、別添資料「No.3-25②_
飲用等取水地点、集水域」にお示しいたします。な
お、再度自治体に確認したところ、猿払村及び天塩町
については、安全・衛生管理上の観点から、審議会へ
の非公開での情報開示も控えていただきたい旨の回答
をいただいております。また、稚内市における取水地
点の情報は開示不可とのことで公開情報以外のデータ
をいただけていないため、地点を掲載しておりませ
ん。豊富町及び幌延町の取水地点の情報についても、
審議会の中でのみの資料とし、非公開情報として取り
扱いいただきますよう、お願い申し上げます。
③対象事業実施区域及びその周辺に水道水の取水地点
がある場合は、工事に当たって、事前に水道事業者と
協議いたします。

3次
2次質問①について、工業用の利用状況についての確認
結果をご教示ください。

関係市町村へ取水地点について確認した結果、ご提示
いただいた情報には、工業用の取水地点はございませ
んでした。

【

非
公
開
】

4
次

3-25 242
(1)河川及び
湖沼の利用状
況

（　非　公　開　）
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①表3.2-11で示された地下水の利用について、図3.2-5
と整合が確認できませんので、正しい内容をお示しく
ださい。なお、取水位置を示せない場合は、その理由
を含めて回答願います。
②農業用、工業用、漁業用等の利用状況をお示しくだ
さい。また、利用がある場合には、取水地点をお示し
ください。
③事業実施想定区域周辺に住宅等がありますが、飲用
井戸の利用状況を把握する必要性について、事業者の
見解をお示しください。

①図3.2-5については、「豊富町簡易水道給水区域位置
図」、「稚内市水道事業ビジョン」を参照して作成い
たしました。出典が漏れていたため、修正いたしま
す。また、関係自治体にもヒアリングを行いました
が、非公開情報等のため図面には掲載しておりませ
ん。
②関係自治体にヒアリングを実施し、再度、公開・非
公開の状況等も確認した上で、公開可能な資料につい
ては準備書に反映するようにいたします。
③本事業において風力発電機の設置も含め、改変を行
う箇所は尾根部を想定しており、河川については直接
改変を行わないことから、事業の実施に伴う地下水へ
の影響は想定しておりません。なお、今後の手続きに
おいて把握できた飲用井戸については影響を回避又は
低減できるよう、事業計画に反映いたします。

1次

2次
対象事業実施区域は、航路に近いため、東京航空局等
の関係機関に影響の有無について確認してください。

航路への影響の有無については関係機関へ確認いたし
ます。

3-27
257
258

図3.2-9配慮
が特に必要な
施設

1次

対象事業実施区域と最近接となる施設及びその離隔距
離、風力発電機設置検討範囲と最近接となる施設及び
その離隔距離がわかる図を、地区別にお示しくださ
い。

対象事業実施区域と最近接となる施設及びその離隔距
離、風力発電機設置検討範囲と最近接となる施設及び
その離隔距離を、別添資料「No.3-27_離隔距離」にお
示しいたします。

1次

①風力発電機設置検討範囲と最近接となる建物等及び
その離隔距離がわかる図を、地区別にお示しくださ
い。
②宗谷丘陵地区の南南西の対象事業実施区域の赤線上
や上幌延地区の道路改良等の対象事業実施区域内に建
物等が重なっているように見えますが、対象事業実施
区域内にこれらの施設等があるという理解でよろしい
でしょうか。なお、区域内に住宅等が存在する場合
は、なぜ除外できなかったのか、また、今後どのよう
な対応を想定されているか、事業者の見解をご教示く
ださい。
③「住居等」、「建物等」、「住宅等」の各文言につ
いて、どのように使い分けているのかをご教示くださ
い。

①最近接となる住宅等及びその離隔距離が分かる図面
を別添資料「No.3-28_住居までの距離」にお示しいた
します。
②ご指摘の箇所は対象事業実施区域内に存在しており
ますが、現地踏査により確認し、住宅ではございませ
んでした（小屋等）。なお、上幌延地区における対象
事業実施区域（道路改良等）には住宅等が近接してい
る箇所がございますが、住宅等を改変する可能性はご
ざいません。
③「住居等」と「住宅等」は混在していたので、今後
「住宅等」で統一するようにいたします。
建物等については、住宅以外も含めたデータである国
土基盤地図情報の建築物をお示ししております。

2次

1次質問①について、住宅等の建物との離隔距離を示す
図がございませんでしたので、お示しください。
なお、最近接となる建物等については、1次回答②にお
いて住宅ではない旨回答をいただいた建物等を対象か
ら除いた上で、地区別にお示しください。

最近接となる住宅等及びその離隔距離が分かる図面を
別添資料「No.3-28_住宅等までの距離」にお示しいた
します。

追加
3-41

254
図3.2-8空港
の位置

3-28
260
261
262

図3.2-10住宅
等の状況

3-26 245 (2)地下水

2次

①１次質問の①について、表3.2-11において稚内市で
は地下水の利用が０千立方メートルであるにも関わら
ず、図中に取水地点が4箇所示されている理由について
お示しください。また、取水地点に誤りがなく、水道
以外の利水の取水地点を示している場合には、どのよ
うな利用の取水地点であるかをお示しください。
②１次回答の①において、関係自治体にヒアリングを
行ったが、非公開情報等のため図面には掲載していな
い旨を回答されていますが、「対象事業実施区域に取
水位置は存在しない。」との図書の記載の妥当性を確
認するため、把握されている取水地点を明示した図を
お示しください。なお、非公開とすべき情報について
は、その理由を明記の上、何が非公開の対象なのか
が、分かる回答としてください。
③対象事業実施区域及びその周辺に住居等が存在して
いますので、土地の改変を行う場所から１㎞の範囲内
の飲用井戸の利用状況について確認の上、飲用井戸の
水量・水質に影響を及ぼさないよう配慮を行ってくだ
さい。
④１次質問の②について、経済産業省の「発電所に係
る環境影響評価の手引」においては、「対象事業実施
区域周辺の河川、湖沼、海域及び地下水の利用状況
（飲用、農業用、工業用、漁業用等）を記載する。」
とされておりますが、当該情報が準備書段階の記載で
良いと考える理由をご教示ください。

①1次回答のとおり、図は「稚内市水道事業ビジョン」
を参照しており、表3.2-11と図3.2-5では出典が異なる
ため、差異が生じております。
②地下水の取水位置について、別添資料「No.3-26②④
_地下水取水地点」にお示しいたします。なお、再度自
治体に確認したところ、猿払村及び天塩町について
は、安全・衛生管理上の観点から、審議会への非公開
での情報開示も控えていただきたい旨の回答をいただ
いております。また、稚内市における取水地点の情報
は開示不可とのことで公開情報以外のデータをいただ
けていないため、地点を掲載しておりません。豊富町
及び幌延町の取水地点の情報についても、審議会の中
でのみの資料とし、非公開情報として取り扱いいただ
きますよう、お願い申し上げます。
③対象事業実施区域及びその周辺に住宅等が存在して
おりますので、土地の改変を行う場所から1㎞の範囲内
の飲用井戸の利用状況については確認の上、飲用井戸
の水量・水質に影響を及ぼさないよう配慮いたしま
す。
④地下水の取水位置について、別添資料「No.3-26②④
_地下水取水地点」にお示しいたします。なお、再度自
治体に確認したところ、猿払村及び天塩町について
は、安全・衛生管理上の観点から、審議会への非公開
での情報開示も控えていただきたい旨の回答をいただ
いております。また、稚内市における取水地点の情報
は開示不可とのことで公開情報以外のデータをいただ
けていないため、地点を掲載しておりません。豊富町
及び幌延町の取水地点の情報についても、審議会の中
でのみの資料とし、非公開情報として取り扱いいただ
きますよう、お願い申し上げます。
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

3-29 264
(1)一般廃棄
物

1次

稚内市の総排出量が15,454tと記載されておりますが、
15,313tではないでしょうか。

別添資料「No.3-29対応_一般廃棄物処理実態調査結果
令和3年度調査結果」をもとに記載しております。
方法書p.264で示した稚内市の総排出量（15,454t）
は、「ごみ総排出量 (計画収集量+直接搬入量+集団回
収量)」の数値を示しており、当数値を総排出量として
記載いたしました。

3-30 264
(2)産業廃棄
物

1次

発電所に係る環境影響評価の手引（令和６年　経済産
業省）では、廃棄物の状況について、方法書において
は「対象事業実施区域から半径50km範囲における、産
業廃棄物の中間処理及び最終処分場の施設数を一覧表
とし、位置図を記載する。」とされていますので、当
該内容をお示しください。
また、図書において当該内容を示さないことを妥当と
判断された根拠をお示しください。

北海道環境生活部環境保全局循環型社会推進課に聞き
取りの上、別添資料「No.3-30_産業廃棄物処理施設数
及び廃棄物処理施設等の位置」に最新情報をお示しい
たします。

3-31 266
表3.2-18
産業廃棄物処
理事業者数

1次

①列「中間処理」及び「合計」の件数が合計行の件数
と一致していませんので、正しい内容をお示しくださ
い。
②利尻町には最終処分場が１件あるとのことですが、
対象事業実施区域から50km以内には該当しないと解し
てよろしいでしょうか。

①No.3-30の情報も踏まえ、修正いたします。
②ご認識のとおりです。

3-32
274
276

表3.2-27
生活環境の保
全に関する環
境基準

1次

基準値として大腸菌群数が記載されていますが、正し
い内容ではありません。正しい内容をお示しいただく
とともに、環境基準の把握が正確でなくても適切に環
境影響評価が行えるのか、事業者の見解をお示しくだ
さい。

大腸菌群数の記載について、別添資料「No.3-32 大腸
菌群数→大腸菌数に修正」のとおり大腸菌数とその基
準値に修正いたしました。環境影響評価の実施にあ
たっては、正確に環境基準を把握すべきであると考え
ております。今後の手続きにおいては、基準値の更新
について見落としがないよう、適切に対応いたしま
す。

3-33 291
(a)水質汚濁
防止法に基づ
く排水基準

1次

①宗谷丘陵地区からの雨水等が稚内海域へ流入しない
のか、また、稚内海域へ流入する場合、その経路は上
乗せ排水基準の適用区域に該当しないのかをご教示く
ださい。
②宗谷丘陵地区からの雨水等が声問大沼へ流入しない
のかをご教示ください。

①宗谷丘陵地区を流れる河川と宗谷湾は接続しており
ますが、宗谷丘陵地区と宗谷湾は15㎞以上離れており
ます。
天塩川水系及び稚内海域は該当しておりますが、本事
業は業種区分（特定金属鉱業や肉製品製造業等）で該
当しないものと認識しております。
②宗谷丘陵地区を流れる河川は声問川に接続してお
り、大沼に流入すると考えております。

1次

2次

「北海道地球温暖化対策推進計画（第3次［改訂
版］）」との記載については、3ページの記載同様、、
『「ゼロカーボン北海道推進計画(北海道地球温暖化対
策推進計画(第3次)［改訂版］)」（令和4年3月（令和5
年4月一部修正））』など、令和5年4月に一部修正して
いることがわかる記載に修正してください。

方法書p300の「北海道地球温暖化対策推進計画」の記
載について、方法書p3の記載と同様、『「北海道地球
温暖化対策推進計画(第3次[改訂版])」（令和4年3月
（令和5年4月一部修正）』に修正いたします。
修正したものを別添資料「No.3-42_北海道地球温暖化
対策推進計画」にお示しいたします。

1次

2次

地域の景観の保全を考える上では、風力発電設備の位
置・配置や意匠形態に配慮することのみならず、地域
住民との間にどれだけ合意形成が図られているかが重
要となります。風力発電設備の建設と周囲景観の保全
について、地域住民への積極的な情報提供や説明など
により、相互理解の促進に努めてください。
また、周囲との調和を図るために
・「北海道景観計画」
・「北海道太陽電池・風力発電設備景観形成ガイドラ
イン」
を参考にし、事前相談を行うなど、景観法の届出の手
続きが順調に行えるようにしてください。

確定した予定ではありませんが、今後も適宜（例：現
地調査終了後の結果共有、準備書届出前等）対象事業
実施区域の近隣地区を中心に法定外の事業説明会を実
施する予定です。今後も引き続き、皆様のご理解を得
られるよう、説明会等を通じて合意形成に努めます。

追加
3-42

300
(b)北海道地
球温暖化対策
推進計画

追加
3-43

301
322

(e)北海道太
陽電池・風力
発電設備景観
形成ガイドラ
イン
13) 景観法に
基づく景観計
画区域
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

宗谷丘陵地区には、埋蔵文化財包蔵地が複数存在して
いますが、それぞれの箇所を改変する予定はあるで
しょうか。
また、これらが重複していることについて、関係部署
と協議を実施している場合はその概要を、今後実施す
る予定がある場合はどの時期に協議する予定か、ご教
示ください。

現時点では改変箇所が確定していないことから、風力
発電機の配置と改変範囲が具体的になりましたら、埋
蔵文化財包蔵地との重複を確認し、関係自治体の教育
委員会と「埋蔵文化財保護のための事前協議」の提出
に向けた協議をすることとなります。

2次

配置と改変範囲が具体的になってから協議するとのこ
とですが、埋蔵文化財包蔵地の改変をなるべく避ける
よう事業計画を立てるようにしないのでしょうか。事
業者の見解を伺います。

埋蔵文化財包蔵地への改変はなるべく回避できるよう
事業計画を検討いたしますが、回避が困難な場合は事
前に教育委員会と協議の上、対応策を検討いたしま
す。

3次

対応策としては具体的にどのようなものがあるので
しょうか。現時点での想定をご教示ください。

北海道教育委員会の定める、「土木工事等に伴う埋蔵
文化財保護の流れ」に則り、試掘調査等を実施し、実
際に埋蔵文化財の有無を調査することが想定されま
す。万が一、試掘において発掘された場合には教育委
員会と協議し、計画変更を行うか、保護措置を検討す
ることとなります。

1次

①出典の情報が古い可能性がありますが、関係機関に
最新の情報を確認し、反映されたものでしょうか。
配慮書段階では区域に誤りがあり、宗谷総合振興局産
業振興部林務課に確認するよう指摘しましたが、方法
書段階の保安林区域についても同振興局等の関係機関
と協議されているでしょうか。
現段階での所轄森林管理署、北海道森林管理局、宗谷
総合振興局との協議状況及びその概要についてご教示
願います。
②対象事業実施想定区域のほぼ全域が保安林と重複し
ています。配慮書時点の広大な区域から絞り込む際、
保安林区域を回避することも可能であったと考えます
が、回避しなかった理由をご教示ください。
③保健保安林と水源かん養保安林の色が似ており判別
がつきません。各保安林の種類の判別が可能な図をお
示しください。
④対象事業実施区域内に存在する保安林は、宗谷丘陵
地区では「干害防備保安林、水源かん養保安林、土砂
流出防備保安林」であり、上幌延地区では「土砂流出
防備保安林、水源かん養保安林、なだれ防止保安林」
でよろしいでしょうか。

①公表されている資料を基に作成しております。ご指
摘の所轄森林管理署等とは協議しておりません。
②当該保安林区域は、風況が良いことや比較的平坦な
地形であるため、建設工事や輸送が相対的に容易であ
ることから改変面積を低減し、環境への影響を最小限
に抑えることができると想定し、対象事業実施区域を
絞り込みました。対象事業実施区域には保安林が位置
しておりますが、今後も引き続き、関係機関と協議の
上、保安林の機能を損なわないよう、適切に対応した
いと考えております。
③別添資料「No.3-35対応_保安林凡例」のとおり、保
安林の種類の判別可能な図面を作成いたしました。
④宗谷丘陵地区では、ご指摘のとおりです。上幌延地
区では、なだれ防止保安林は対象事業実施区域外と
なっております。

2次

①対象事業実施区域及びその周辺には水源かん養保安
林が存在していますので、水資源の確保や水質保全の
ための適切な配慮を行ってください。
②対象事業実施区域内及びその周囲は、保安林に指定
されているので保安林を避けて計画すること。
やむを得ず保安林内での計画が必要な場合は、国有保
安林は所轄の森林管理署、民有保安林は所管の（総
合）振興局産業振興部林務課と速やかに打合せをする
こと。
また、次に該当する場合は、保安林の転用に係る解除
に際し、知事が北海道森林審議会に諮問し、答申を受
ける必要があるので留意すること。
【保安林の転用に係る解除の場合の審議会の諮問基
準】
※林野庁所管の保安林におけるものを除く。
１．転用に係る面積が１ha 以上のもの。
２．転用に係る面積が１ha 未満であって、次に該当す
るもの。
・転用の目的、態様等からして、国土保全等に相当の
影響を及ぼすと認められるもの。
・森林審議会の諮問を要する林地開発行為の許可と一
体となって、保安林の解除を要するもの。

①対象事業実施区域及びその周辺には水源かん養保安
林が存在しているため、沈砂池や土砂流出防止柵等の
防災設備を設置する等、適宜関係機関と協議の上、対
応し、水資源の確保や水質保全のための配慮を行う方
針です。
②承知いたしました。前広に本計画について、森林管
理局または森林管理署、振興局と相談・協議を実施い
たします。

3-36 332

図3.2-25土砂
災害特別警戒
区域の指定状
況

1次

宗谷丘陵地区の道路改良等の対象事業実施区域と、急
傾斜地の崩壊及び土石流が重複しているように見えま
すので、離隔状況がわかる拡大図をお示しください。

別添資料「No.3-36_土砂災害特別警戒区域の指定状況
拡大図」にお示しいたします。p331 19)については、
「社会的状況の調査範囲において、土石流危険渓流、
急傾斜地崩壊危険箇所及び地すべり危険箇所が複数指
定されており、対象事業実施区域内においても、地す
べり危険箇所が指定されている。」と修正いたしま
す。

3-34 316
図3.2-21埋蔵
文化財包蔵地

3-35
323
～
326

図3.2-22 保
安林の指定状
況
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

3-37 336

図3.2-26(3)
山地災害危険
地区の指定状
況（上幌延地
区）

1次

本区域の南部にある風力発電機設置検討範囲が崩壊土
砂流出危険地区と重複しています。下流側には集落や
鉄道のほか、KBAの区域である天塩川がありますが、そ
れらへの影響はないのでしょうか。

現時点では改変を想定する場所を含め、広めに対象事
業実施区域を設定しております。なお、今後の現地調
査の結果や関係機関との協議を踏まえ、崩壊土砂流出
危険地区を回避できるよう、事業計画を検討いたしま
す。

3-38 346

図3.2-29　稚
内市風力発電
施設建設ガイ
ドラインマッ
プ

1次

稚内市風力発電施設建設ガイドラインにおける「法規
制により極めて建設が困難な場所」と対象事業実施区
域は重複していないと解してよろしいでしょうか。

ご認識のとおりであり、「法規制により極めて建設が
困難な場所」を回避するよう、対象事業実施区域は設
定しております。また、別添資料「No.3-38対応_稚内
市風力発電施設建設ガイドラインマップ」に拡大図を
お示ししております。

4．「第4章 第一種事業に係る計画段階配慮事項ごとの調査、予測及び評価の結果」に関する質問
番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

4-1
468
469

図4.3-30主要
な人と自然と
の触れ合いの
活動の場

1次

計画段階環境配慮書に記載した内容と同じであると記
載がありますが、図4.3-30(1)は審議会の別添資料で示
された図であり、配慮書の記載内容と同じではありま
せん。また、図4.3-30(2)は配慮書やその当時の審議会
で示された別添資料にもありません。
①本方法書の配慮書第4章や第7章には『計画段階環境
配慮書に記載した内容と同じである』との記載がある
ページが多数ありますが、他にこのような箇所がない
か確認し、あれば配慮書の記載からどの箇所に変更が
あるか分かるようにお示しください。
②本事業の配慮書は、印刷やダウンロードができず、
縦覧期間のみ閲覧可能となっており、縦覧期間でしか
図書を閲覧できなかった一般の方にとっては方法書に
記載された内容がすべてとなります。このような書き
方は、事業者が意図的に記載内容を変更したと捉えら
れかねず、図書や事業に対する信頼に大きく影響する
ものと考えられますが、事業者の見解を伺います。

①「計画段階環境配慮書に記載した内容と同じであ
る」と記載した箇所についてチェックし、配慮書から
変更した箇所を、別添資料「No.4-1_配慮書からの更新
箇所」に赤字にてお示しいたします。
②注釈の記載に誤りがあり、申し訳ございませんでし
た。配慮書と異なる箇所については、いずれも配慮書
公表以降に、配慮書に対するご意見等を踏まえて更新
した箇所であり、恣意的に記載内容を変更したもので
はございませんでした。
準備書では「計画段階環境配慮書に記載した内容を基
に、ご意見等を踏まえて一部修正した内容を記載」
等、正確な表現に修正いたします。

5．「第5章 配慮書に対する経済産業大臣の意見及び事業者の見解」に関する質問
番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

「代償措置を優先的に検討することがないようにする
こと。」との意見に対し、「代償措置を優先的に検討
することがないよう努めます。」との見解が示されて
おり、回避・低減措置を検討せずに代償措置を検討す
る場合があると解されますが、代償措置を優先的に検
討する場合とは、どのような場合を想定されているか
をお示しください。

環境保全措置の検討にあたっては、環境への影響を回
避または低減することを優先するものとし、これらの
検討を踏まえ、回避または低減効果が不十分であると
判断した場合には、必要に応じて代償措置の検討を行
います。具体的には、回避または低減措置の効果が十
分でないと判断した場合、もしくは不可避の理由によ
り回避または低減措置が不可能であると判断した場合
を想定しております。

2次

「不可避の理由」および「回避できる理由」の双方を
例で差し支えありませんので、具体的にお示しくださ
い。

環境影響評価においては回避又は低減することが前提
であると考えております。一方で事業を進めていく上
で、許認可手続きや工事計画を考慮する必要がござい
ます。例えば、防災の観点から改変面積や土量を最小
限に抑えた計画とするため、回避又は低減が難しい場
合がございます。具体的には、植物になりますが、専
門家へ助言を仰ぎながら、代償措置として改変区域と
重複する重要種の移植を採用する場合がございます。

5-2 485

（５）関係機
関等との連携
及び地域住民
等への説明

1次

今後の検討に当たって「関係機関等と調整を十分に行
い、必要に応じて上サロベツ自然再生協議会との協議
や地域住民等への説明を十分に行い、事業に対する理
解を深めていただけるように努めます。」と見解を示
していますが、配慮書段階の区域から本図書の対象事
業実施区域の範囲まで面積を絞りこみをする際、
①関係機関
②上サロベツ自然再生協議会
③地域住民等への説明
に対し、どの程度説明を行っているのか、それぞれで
出た意見が区域設定のどの部分に反映されているのか
を、ご教示願います。

①③各市町村及び近隣地区との事業説明会、意見交換
において具体的に区域設定に関するご意見はいただい
ていないため、方法書には反映しておりません。
②環境省HPで公開されている協議会の対象エリアは以
下のとおりです。
https://www.env.go.jp/park/rishiri/data/sarobetsu
_attach/1_chap02.pdf
配慮書における事業実施想定区域から本方法書の対象
事業実施区域の設定にあたり、上サロベツ自然再生協
議会の対象とするエリアである上サロベツ湿原及びそ
の周辺は事業実施区域から除外している認識です。
一方で上幌延地区への大型車両及び工事資材の輸送
ルートとして幌延町下沼の近辺を通行する可能性があ
ることから、今後の事業計画や詳細な輸送ルートが決
まってきた段階で、関係市町村及び周辺住民の皆様、
並びに上サロベツ自然再生協議会を含めた各種関係機
関への説明を検討いたします。

5-1 484
(3)環境保全
措置の検討
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6．「第6章 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法」に関する質問
番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

2次

動物の生息状況について、鳥類については、オジロワ
シ等の種名を挙げた記載がありますが、魚類のイトウ
については記載の対象としなかった理由をご教示くだ
さい。

方法書p494（第6章 表6.1-2(2)）については、主に鳥
類の既存文献を基にした主要な生息地や種を中心に記
載したものとなり、魚類をはじめその他の項目につい
ては文献調査で確認された一般種及び重要種で確認さ
れた種数の記載にとどめておりました。魚類のイトウ
に関しても、風力発電施設におけるイトウへの影響に
関する文献が収集できていなかったことから、抽出し
て記載しておりませんでした。準備書においては、鳥
類以外の項目についても確認種名を記載する等、地域
特性を分かりやすく表現するよう努めます。

1次

本表では、「超低周波音」を選定項目とされておりま
せんが、配慮書段階では、「住民説明会等の機会を通
して住民に対して丁寧に説明したうえで、超低周波音
による不安や懸念が払拭されない場合には、個別に対
応（当該住民に対する更なる説明、超低周波音の予測
値の提示、現況調査の実施等）させていただくことを
含め対応を検討します。」とされていました。
これまでの住民等への対応状況及び超低周波音を選定
項目とする必要はないと判断された理由をご教示くだ
さい。
また、豊富町風力発電施設設置に関わるガイドライン
において、『環境省「低周波音問題対応手引集」に基
づき調査対応を行うこと。」とされている（P347）こ
とに対し、どのように対応されることを想定されてい
るかをご教示ください。

超低周波音については、「風力発電施設から発生する
騒音に関する指針について」（平成29年、環境省）に
よると、「20Hz以下の超低周波音については人間の知
覚閾値を下回り、また、他の環境騒音と比べても、特
に低い周波数成分の騒音の卓越は見られない。」とさ
れ、令和2年11月発電所アセス省令の改訂に伴い、参考
項目から除外された項目であることなどから選定して
おりません。
しかしながら、環境省「低周波音問題対応手引集」に
関しては、「固定発生源から発生する低周波音につい
て苦情が発生した場合に、苦情内容の把握・測定を行
い、低周波音問題対応のための「評価指針」に基づき
評価することにより、低周波音問題の解決に至る道筋
を示すものである。」とされており、方法書に係る住
民説明会を通じて超低周波音について説明をしており
ます。今後も引き続き、個別の説明会等を実施する中
で、特に風力発電機から発生する超低周波音の影響を
受ける可能性がある、事業計画地の近くにお住まいの
地元住民に対しては、ご懸念を把握の上、不安を払拭
できるよう、丁寧な説明に努めます。また、住民の皆
様からのご意見を踏まえた上で、項目の追加を検討い
たします。

2次

①本図書に対する一般意見の提出期限は、５月15日と
されていましたが、超低周波音に対する意見の有無を
ご教示ください。
②上記①において、意見ありと回答された場合、1次回
答において、「住民の皆様からのご意見を踏まえた上
で、項目の追加を検討いたします。」とされているこ
とから、改めて、選定項目とすることに対する見解を
ご教示ください。

①本方法書に対する一般意見において、超低周波音に
関するご意見をいただいております。
②方法書に対するご意見や審査の結果を踏まえた上
で、超低周波音を環境影響評価項目として選定するこ
とを検討いたします。方法書に対する審査においても
住民の皆様からのご意見を踏まえてご意見をいただけ
るものと考えております。そのため、環境影響評価項
目として選定するかについては総合的に判断いたしま
す。

3次

①2次回答②において、「超低周波音を環境影響評価項
目として選定することを検討」とされていますが、ど
のような場合に環境影響評価項目として選定しないこ
とを想定されているのかをご教示ください。
②1次回答において、「不安を払拭できるよう、丁寧な
説明に努めます。」とされていますが、超低周波音に
関する強い不安や懸念を持つ住民等に対して、説明を
通じて理解を得るためには、全ての事業に共通する一
般的な内容の説明だけではなく、本事業に係る風車配
置（区域設定）や諸元、住居や地形の状況等を踏まえ
た説明を行うことが重要と考えます。不安や懸念を持
つ住民へ、どのような内容の説明を行う予定か、また
その説明を行うためにどのような準備が必要か、事業
者の見解を伺います

①住民意見等を踏まえ、準備書では超低周波音につい
ても調査、予測及び評価することを検討いたします。
また、方法書縦覧開始前の2024年1月～3月にかけて関
係市町村の近隣地区を中心に計10回の事業説明会を開
催し、本事業について地元の理解を得るように努めま
したが、事業計画について今後も住民の皆様のご懸念
を払拭できるよう、適宜対象事業実施区域の近隣地区
を中心に法定外の事業説明会にて丁寧な説明に努めま
す。
②現時点においては現地調査前の段階であるため、当
社の他事業の事例や環境省から出されている最新の知
見に基づいた説明となります。なお、今後の手続きに
おいては調査、予測及び評価の結果を踏まえた上で事
業による周辺環境への影響をお示ししながら、住民の
皆様へ説明をしてまいりたいと考えております。

6-1 496
表6.1-4環境
影響評価の選
定項目

追加
6-43

493
表6.1-2(2)主
な地域特性
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
1次

2次

3次

建設機械の稼働を要因とする窒素酸化物、粉じん等及
び振動について選定されていませんが、発電所に係る
環境影響評価の手引においては、「工事用道路等を改
変する場合であって、かつ、当該工事場所の近傍に民
家等が存在し、環境保全上の支障が生じることが予想
される場合」には環境影響評価項目として設定すると
されています。
本事業では、質問番号3-28の1次回答において、「上幌
延地区における対象事業実施区域（道路改良等）には
住宅等が近接している」とされており、振動等による
影響が懸念されますので、環境影響評価項目として選
定する必要がないか、事業者の見解をご教示くださ
い。
なお、発電所アセス省令第21条では、参考項目を勘案
しつつ、特定対象事業特性及び特定対象地域特性に関
する情報を踏まえ、環境影響評価の項目選定を行うと
されていることを踏まえて、ご回答ください。
また、環境影響評価項目として選定しない場合であっ
ても、近傍の民家等への配慮として想定されている対
応がありましたら、その内容をご教示ください。

風力発電機を含む大型資材を大型トレーラー等にて対
象事業実施区域まで輸送する際、カーブを曲がり切れ
ない可能性があることから、道路改良等の可能性があ
る範囲として対象事業実施区域に追加しております。
今後の手続きにおいて工事計画の熟度が高まり、住宅
等が近接する場所を改変する場合には、建設機械の稼
働に伴う窒素酸化物、粉じん等及び振動についても環
境影響を把握できるよう検討いたします。また、工事
の実施にあたっては工事工程の調整や低騒音・低振動
型の建設機械を使用する等の環境保全措置を徹底する
ことにより、周辺環境への影響の低減に努めるととも
に、周辺住民の皆様にも説明を行いながら、十分に配
慮いたします。

1次

①累積的影響について、基本的に評価書が確定した事
業のみを対象とするとのことですが、p.42～44に記載
のある周辺事業のうち、現時点で累積的影響を調査す
る可能性のある評価書以降の周辺他事業の位置関係及
び距離を記載した図をお示しください。
②「事業計画が変更される可能性のある段階（配慮
書、方法書、準備書段階）となる不確定情報による予
測は行わない方針」としていますが、風車設置予定位
置が示されている準備書段階であれば、不確実性はあ
れど、評価書までに変更される範囲は予測可能である
と考えます。これを踏まえ、準備書段階の事業も累積
的影響の対象とする必要がないか、事業者の見解をご
教示ください。
③上記①②のほか、本事業が２発電所に分かれている
ことから、これら発電所同士の累積的影響評価も必要
と考えます。「個別の発電所毎の予測評価方法につい
ては今後検討します」と配慮書段階で回答がありまし
たが、現段階ではどのような検討をしているのか、事
業者の見解をご教示ください。
④第７章に記載されている計画段階環境配慮書につい
ての提出された意見には、累積的影響を懸念する意見
が複数あり、642ページには「累積的影響は破壊的なも
のになります」との意見もありますが、今後、相互理
解促進のため具体的にどのような対応を想定されてい
るかをご教示ください。

①現時点で累積的影響を予測する可能性がある評価書
以降の段階にある対象事業実施区域周辺の他事業の位
置関係を示した図面は、別添資料「No.6-2 累積的環境
影響評価項目の実施方針」のとおりです。
②準備書では、事業によって事業計画で示される計画
内容の熟度が異なると考えられるため、計画が確定し
た評価書以降の段階の事業を対象に検討することを考
えております。
計画内容の熟度としては、風力発電機の配置やサイズ
を含む機種の選定を想定しております。事業によって
は準備書以降に変更する可能性があるものと考えてお
ります。計画が確定していない段階においては、不確
実性が高いことから安全側となる正確な予測ができ
ず、他事業者の公表されている諸元と異なる場合、住
民の方の混乱を招く可能性がございます。また、事業
者間で情報共有を行いたいと考えておりますが、他事
業者の事業の進捗状況によっては情報の提供が難しい
場合があると考えております。そのため、計画が確定
した評価書以降の段階の事業を想定しております。
③ご指摘のとおり、2発電所同士の相互の影響について
も検討を行うことを想定しておりますが、他事業との
区別の観点から累積的影響という扱いにはしないこと
を想定しております。
④今後の手続きにおける住民説明会等を通じて、ご懸
念を把握の上、不安を払拭できるよう、丁寧な説明に
努めます。

2次

1次回答②にて「他事業者の事業の進捗状況によっては
情報の提供が難しい場合がある」とのことですが、貴
社及び貴社関連事業者が計画する事業に関しては、当
該懸念事項は払拭できるものと考えます。
質問番号6-34の回答でも、株式会社道北エナジーの
（仮称）宗谷丘陵風力発電事業との累積的影響を予測
するとあることから、不確実性はあれど、評価書まで
に変更される範囲は予測可能であると考えます。これ
を踏まえ、準備書段階の事業も累積的影響の対象とす
る必要がないか、改めて事業者の見解をご教示くださ
い。

他事業者の事業との累積的影響の検討に当たっては、
環境影響評価書図書等の公開情報の収集に努めるとと
もに、他事業者との情報共有に努めたいと考えており
ます。一方で、他事業者の予測諸元は協力を得られた
場合に入手できるものであり、他事業の進捗状況に
よっては1次回答に記載のとおり、公表されている諸元
と異なる場合には地元住民の皆様の混乱を招いてしま
う可能性があると考えております。そのため、まずは
評価書以降の計画が確定した段階を対象とさせていた
だき、準備書までの事業については他事業の進捗状況
を踏まえた上で累積的影響の予測対象とするか検討い
たします。なお、弊社及び弊社が設立したSPCによる事
業については諸元の入手が可能ですので、進捗状況に
応じて累積的影響について予測いたします。

6-2 501
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

事業者の対応がすべて『左記の内容を踏まえ、調査、
予測及び評価の手法を検討した』となっていますが、
具体的にどの意見が、方法書のどの部分に反映された
のかをお示しください。また、方法書に反映されな
かった意見が有る場合には、その理由をお示しくださ
い。

別添資料「No.6-3_専門家意見反映状況」にお示しいた
します。なお、ご意見に対して、方法書に記載なしと
した箇所は、専門家のご意見や調査を行う際の留意事
項であるため、方法書には記載していないものの、現
地調査においてはヒアリングにていただいたすべての
ご意見等を念頭に実施いたします。

2次

重要な鳥類やイトウに対する影響を把握するためにヒ
アリングを行った専門家の人数が少なすぎるのではな
いでしょうか。どのような基準で人選を行い、なぜこ
の人数となったのかをご教示ください。
また、この計画は配慮書段階からかなりの量の環境影
響評価上の懸念を受けていると理解しています。現地
調査に移る前に、オジロワシ・オオワシのバードスト
ライクやイトウへの影響については、追加での専門家
への聞き取りを行うべきと考えますが事業者の見解を
伺います。

方法書作成に当たっては、鳥類は、配慮書作成の際に
ヒアリングを行った主に風力発電事業に係る鳥類調査
に精通した専門家1名に加え、複数の専門家のご意見を
伺うという観点で、さらに当該地域の鳥類相にも精通
した地元にいる専門家1名の合計2名にヒアリングを行
いました。また、魚類は主に魚類調査に精通した専門
家1名にヒアリングを行いましたが、今後の手続きにお
いては、方法書に対するご意見や審査内容等を踏まえ
て、イトウに関連のある専門家及び有識者へヒアリン
グを行い、現地調査計画へ反映いたします。また、鳥
類についてはこれまでの事例も踏まえながら現地調査
計画を検討し、調査内容に変更があった場合には、必
要に応じて有識者へヒアリングを行います。

3次

２次回答において、鳥類専門家へのヒアリングは、
「調査内容に変更があった場合に必要に応じて実施す
る」とされていますが、
①貴社他事業風車において猛禽類のバードストライク
が複数発生していることを踏まえると、調査計画に追
加すべき内容はないか等、調査実施前に複数の専門家
にヒアリングする必要はないでしょうか。
②「必要に応じ」の内容を具体的にお示しいただき、
どのような場合にヒアリング不要と想定されているの
かをご教示ください。

①準備書において、当該地域周辺の猛禽類等の生息状
況を踏まえた事業への影響予測や、環境保全措置の検
討において複数の専門家にヒアリングを行う予定で
す。また、方法書の鳥類に対するご意見や審査内容等
を踏まえた上で、調査実施前に調査内容に関して、専
門家にヒアリングを行うことを検討いたします。
②調査内容の変更に応じて、ヒアリングの要否を検討
する予定です。例えば、調査地点の追加や夜間調査実
施時での暗視カメラの携帯等であれば不要と考えてお
ります。一方で、レーダー調査等の当初の調査計画に
挙げていなかった調査方法の追加等を検討する際には
ヒアリングが必要になると考えております。

1次

魚類の専門家からイトウの生息情報について指摘され
ています。
①イトウの再生産河川は極めて限定されている中で、
その貴重な場所が集中している当該地域で事業を計画
することについて、そもそもどのように認識している
のか、事業者の見解を伺います。
②専門家意見を踏まえると、サロベツ川流域や声問川
流域においてもイトウの生息情報や産卵床の存在につ
いての懸念があることが読み取れます。本対象事業実
施区域はそれらの流域と重複している可能性があるこ
とから、イトウの最大級の生息地であることを前提と
した調査、予測及び評価を現段階で改めて検討する必
要があると考えますが、本図書に記載されている方法
で十分対応できる見込みなのか、事業者の見解をご教
示ください。

①1次回答の別添資料「No.6-28_イトウ産卵床の分布図
_宗谷丘陵地区」でお示しした、公開されている情報で
ある「北海道宗谷丘陵で進められる風力発電開発の絶
滅危惧種イトウへの影響について」（2023年10月、国
立環境研究所）を踏まえて、対象事業実施区域から除
外しております。なお、今後の現地調査においては対
象事業実施区域を網羅する形で各集水域に調査地点を
設定しており、その結果を踏まえた上で事業計画を検
討いたします。
②専門家のご指摘を踏まえ、サロベツ川流域について
はSO-F10､11､12、声問川流域についてはSO-F7､8､9、そ
れぞれ対象事業実施区域の直下流に地点を配置してお
り、各流域のイトウへの事業の影響を検討する地点と
しては、本図書に記載されている方法で十分対応でき
るものと考えております（調査地点図についてはp542
（宗谷丘陵地区）、p608（上幌延地区）に記載）。現
地調査にあたっては、イトウの最大級の生息地である
ことを念頭に、生息情報や産卵場の存在を把握し、適
切に予測、評価及び環境保全措置を検討いたします
が、新たに重要な生息情報が確認される等、影響検討
に必要な情報を得るため、調査地点を追加する必要が
生じた場合には、専門家や地元関係者のご意見等を踏
まえ、対応いたします。

2次

①1次回答の①において、「対象事業実施区域を網羅す
る形で各集水域に調査地点を設定しており」とされて
いますが、質問番号6-28の１次回答③によると、図書
に示されている調査地点では、SO-F05北部付近、エタ
ンパック山付近、幌尻山北部の集水域について網羅し
ていると断言することはできない、という理解でよろ
しいでしょうか。

①方法書p542（図6.2.1-10）のとおり、人の安全を確
保した上でアクセスが可能な地点に設定しているた
め、ご指摘いただいたエリアについて一部集水域が網
羅できていない区域が生じております。
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
②既知の知見により、細粒土砂の堆積が産卵床の内部
環境に及ぼす影響が明らかとなっており、産卵床を回
避したとしても、上流域の改変による細粒土砂が流入
することで、下流の産卵床に影響が及ぶことが考えら
れますが、こちらについて、事業者としてどのように
認識しているのかをご教示ください。

②改変により細粒土砂が流入し、イトウの産卵床まで
濁水が到達する場合には影響を及ぼす可能性があると
考えます。なお、イトウに対する保全としては、専門
家や有識者へヒアリングを行いながら、まずは調査に
おいて詳細な生息状況を把握に努めます。具体的に
は、捕獲調査で、対象河川での生息状況や成魚を中心
に個体の体長等を、目視観察調査により、生息状況の
補完及びイトウの産卵環境（産卵床）等の分布を把握
する予定です。なお、調査圧の観点から掘り起こして
卵の確認までは実施しない予定としております。ま
た、調査を結果を踏まえ、予測及び評価の結果を含め
た上で、影響を回避又は極力低減すべく、工事中の土
工量の抑制を含めた事業の見直しを行い、河川、沢筋
及び水源からの距離を確保できるように改変区域を検
討いたします。さらに、濁水が河川に到達しないよ
う、濁水対策として沈砂池を設置するとともに、沈砂
池からの排水方向を含め、検討いたします。

③質問番号6-28の1次回答③によると、対象事業実施区
域を網羅する形で、今後、調査地点を設定されるもの
と解されますが、対象事業実施区域を網羅できる調査
地点を設定できない場合、網羅できない範囲は、対象
事業実施区域から除外するのか、その理由も含め、事
業者の見解をお示しください。なお、イトウの個体群
存続の観点からは、ゼロリスクをとることが重要であ
ると考えますので、このことを踏まえてご回答願いま
す。

③対象事業実施区域を網羅できるように調査地点を設
定したいと考えておりますが、人の安全を確保した上
でアクセスが難しい地点については下流域に調査地点
を設けるとともに、河川沿いを目視観察調査で確認す
ることにより、当初案で網羅できていなかった範囲ま
で集水範囲を拡大できることから情報を補完できると
考えております。また、必要に応じて環境DNA調査によ
る補完を検討する等、実施可能な調査手法を検討する
ことにより、最大限生息状況を把握できるよう努めま
す。

3次

2次回答④に関し、
①捕獲調査について、前回の審議会において専門家か
ら、「場合によっては個体を死なせてしまうこともあ
ることから、他のダメージの少ない方法を考えていた
だきたい。この観点からは、環境DNAは非常に有効な手
法である。」旨の指摘がありました。2次回答では、環
境DNA調査は必要に応じて実施するとされていますが、
専門家の指摘を踏まえ、環境DNA調査により魚類の生息
状況を把握することを主な手法とし、捕獲調査は必要
に応じて実施することはしないのか、事業者の見解を
ご教示ください。

①環境DNA調査については、個体数、生息密度、生息環
境の把握や成魚・稚魚、体長等の生態情報の把握が困
難であると考えております。そのため、魚類の生息状
況の把握にあたり、個体への影響が可能な限り少ない
時期及び調査手法により、捕獲調査を実施する計画と
しております。以上の理由から、環境DNA調査はあくま
でも補足的な調査の位置づけと考えております。

2次

④1次回答②では、調査地点に対してのみ見解が示され
ていますが、調査の手法（調査の基本的な手法、調査
時期）に対する見解を示すとともに、予測の基本的な
手法及び評価の手法について、その具体的な内容を示
した上で、事業者の見解をお示しください。

④調査手法については、集水域を考慮して設定した調
査地点において、河川の状況や環境を踏まえて投網・
タモ網・サデ網等を用いて個体数（主に成魚を対象に
体長等を記録）等を記録する捕獲調査と、調査範囲内
の地点が設定されている河川沿いまたは河川内での踏
査・目視により、個体数や産卵環境（産卵床）等を確
認・記録する目視観察調査を、調査圧の観点でイトウ
の産卵時期を避け融雪出水が収まった6月及びサケ・マ
ス産卵時期を考慮した10月上旬に実施し、イトウ等魚
類の生息状況等を把握する予定です。文献調査で本種
の個体を確認している河川水辺の国勢調査や近接する
（仮称）宗谷丘陵風力発電事業の現地調査においても
捕獲調査で本種を確認しており、有効な調査手法だと
考えております。なお、人の安全を確保した上で上流
域へのアクセスが難しい地点については、下流域に調
査地点を設けることで、当初案で網羅できていなかっ
た範囲まで集水範囲を拡大できることから情報を補完
できると考えております。また、必要に応じて、その
他の手法の環境DNA調査を行う等、最大限生息状況を把
握できるよう努めます。
イトウへの事業影響については、工事の実施に伴い改
変区域から伴い濁水がイトウの生息河川へ流入するか
否か、河川に流入する場合にはどの程度浮遊物質量が
流入するかを予測して、個体や産卵環境に及ぼす影響
を最新の知見等を基に事業への影響を評価いたしま
す。なお、濁水対策としては沈砂池を設置するととも
に、沈砂池からの排水方向を検討いたします。沈砂池
からの排水については、水質の項目においてTrimble＆
Sartz(1957)が提唱した「重要水源地における林道と水
流の間の距離」を基に濁水到達距離を予測し、河川に
到達しないよう事業を計画することを前提といたしま
す。また、濁水以外に把握が必要なものとして、水質
の基本的な物理環境である流量、流速、水温、pH等を
測定する予定ですが、天候等と同様、調査における河
川の基本状況の一環であるため、図書には具体的には
記載しておりませんでした。
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
②２次回答にあるとおり「必要に応じて」環境DNA調査
を実施される場合には、具体的にどのような場合に環
境DNA調査を実施するのかをご教示ください。

②現時点では、捕獲調査及び目視観察調査の各調査地
点でイトウの生息が確認されなかった場合、実際にそ
の河川にイトウが生息していないのかを確認する目的
として、環境DNA調査で生息可能性を明らかにすること
を考えております。

③環境DNA調査により魚類の生息状況を把握する場合、
前回の審議会において専門家から、「全体のエリアを
考えると少なくとも数10、100や200ぐらいのサンプル
を集めていただきたい。」旨の指摘がありましたが、
このことを踏まえ、どのように調査地点を設定するこ
とを検討されているのかをご教示ください。
また、現時点で想定される調査地点がある場合には、
その位置図をお示しください。

③現時点で調査地点の詳細を検討できておりません
が、②の回答のとおり、対象事業実施区域及びその周
囲に設定した捕獲調査及び目視観察調査の各調査地点
でイトウの生息が確認されなかった場合、当該河川に
おけるイトウの生息可能性を明らかにするため、アク
セス可能な範囲で捕獲調査地点の上流域及び下流域等
に調査地点を設定の上、採水を行い、環境DNA分析を実
施することを考えております。

④調査時期に関し、前回の審議会において専門家か
ら、「産卵床は４月下旬から５月上旬につくられる。
その後、条件さえ良ければ、何ヶ月間か川の中に残る
ものの、産卵後、早くそれを見つけてカウントする方
が良い。」旨の指摘があったことを踏まえ、6月として
いる調査時期を早めることは検討されないのでしょう
か。事業者の見解をご教示ください。

④魚類の捕獲調査については、融雪出水が収まる時期
やイトウへの調査圧への配慮を鑑みると、6月が適切で
あると考えております。一方、目視観察調査について
は、残雪状況を踏まえながら、イトウ産卵床形成後で
ある5月中下旬頃に実施を予定しております。なお、い
ずれの調査についても、調査実施前に専門家へヒアリ
ングを行い、適切な時期に調査を実施いたします。

⑤調査時期について、調査圧を考慮して設定されたと
のことですが、調査圧を考慮するのであれば、当該事
業地周辺でイトウをはじめとした魚類に関するデータ
収集等がされていないかを確認しないのでしょうか。
また、何らかの調査がされている場合には、当該調査
実施者に本事業の調査への協力を依頼することを検討
しないのでしょうか。事業者の見解をご教示くださ
い。

⑤方法書では、文献その他の資料調査において公的資
料を基に、イトウをはじめとした魚類の生息状況等に
関する文献を収集した上で、調査計画を立案いたしま
した。当該地域周辺において調査を実施している有識
者には、調査実施前に生息情報や調査手法等に関する
ヒアリングを行った上で調査を実施いたします。調査
への協力については現時点では未定でございますが、
今後の検討の中で判断したいと考えております。

⑥産卵床の位置について、前回の審議会において専門
家から、「だいたい標高50m前後」との指摘がありまし
た。このことを踏まえ、各調査地点の標高を明らかに
した上で、妥当な調査地点が設定されているかについ
て、事業者の見解をご教示ください。

⑥各調査地点の標高及び対象事業実施区域及びその周
囲の標高は、「別添資料No.6-4⑥魚類調査箇所等の標
高」のとおりです。魚類の捕獲調査地点は、概ね標高
50m前後の地点が多くなっておりますが、方法書に示し
た調査手法では、補足的に調査地点の前後100m程度は
産卵床等を確認するものの、対象河川を連続的に確認
する内容ではございませんでした。一方、目視観察調
査に関しては、アクセス可能な範囲内で対象河川を連
続的に確認する予定としておりましたので、ご指摘い
ただいた標高を念頭に踏査ルートを設定した上で、調
査を実施いたします。

⑦産卵床の目視確認について、前回の審議会において
専門家から、「１支流あたり、少なくとも3kmを踏査し
て欲しい。」旨の指摘がありました。このことを踏ま
え、各調査地点に対する踏査範囲をお示しください。

⑦現時点で想定する、目視観察調査の踏査ルートを
「別添資料No.6-4⑦想定する踏査ルート」にお示しい
たします。調査は、審議会での標高や踏査距離に関す
るご意見等を踏まえて、河川へのアクセスを考慮しな
がら実施する予定です。

⑧「濁水以外に把握が必要なものとして、水質の基本
的な物理環境である流量、流速、水温、pH等を測定す
る予定」とされており、また、前回の審議会において
専門家から、「川の水の濁りについて、事業前と事業
後、それを比較する時間軸を持った評価の仕方が必要
である。ある程度長い期間を設けて評価をしていただ
きたい。降雨時、降雨後、それから融雪増水期の濁度
への影響、寄与率というところに主眼をおいて、調査
して頂ければなと思う。」旨の指摘がありました。
事後調査の実施については、準備書作成段階で検討さ
れるものと考えますが、
(1)現時点の想定として、事後調査の実施を前提に検討
するのか。
(2)事後調査を実施するとした場合、測定の対象項目
は、どのように想定されるのか。
(3)イトウの生息環境の変化を検討するための調査地点
として、現在計画されている調査地点で十分である
か。
について、可能な範囲で、事業者の見解をご教示くだ
さい。

⑧
(1)事業実施による影響を把握するため、事後調査の実
施を前提に検討いたします。
(2)事後調査を実施するとした場合には、工事中の水の
濁りと流量、流速、水温、pH等の水質の基本的な物理
環境を測定する調査を想定しております。ただし、今
後実施する予測及び評価の結果等を踏まえた上で、事
後調査の対象とする調査項目の追加や調査地点の絞り
込み、追加等の可能性がございます。
(3)方法書に掲載した調査地点は、代表性を持たせた地
点に設定しており、必ずしもイトウの生息環境の変化
を検討するためのすべてを完全に把握できるとは考え
ておりません。2次回答のとおり、人の安全を確保した
上で上流域へのアクセスが難しい地点については、下
流域に調査地点を設けたり、必要に応じて、その他の
手法として環境DNA調査を行う等で、最大限現状の生息
状況や生息環境を把握できるよう努めます。

6-4 506
表6.2-1 専門
家の意見
(3/3)

3次
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
①３次回答①において、個体への影響が可能な限り少
ない調査手法により、捕獲調査を実施する計画である
とされています。
　また、発電所に係る環境影響評価の手引では、調査
の基本的な手法について、「投網、さで網、たも網、
定置網等の河川の特性を踏まえた方法」とされていま
すが、これらの捕獲手法のうち、どの手法により調査
を実施することとしているのか、また、その手法が最
も適していると判断される根拠をご教示ください。
なお、現時点で手法が決定していない場合は、どのよ
うに手法を決定することを想定されているのかをご教
示ください。

①捕獲調査は、基本的に投網、たも網等により行いま
すが、さで網、定置網等の漁具は調査地点の水深、河
床等の河川特性、調査対象とする環境区分（瀬、淵、
ワンド・たまり等）により、手法が異なります。最終
的に使用する漁具は、調査実施前に調査地点の状況を
確認の上、決定する予定です。

②3次回答⑥によると、調査地点の標高は、約20ｍから
約120mであり、「だいたい50m前後」よりも高高度に設
定されている地点があります。このような調査地点で
は、イトウの捕獲調査を行う地点を標高50mより低い地
点に変更する必要はないでしょうか。
イトウは産卵床よりもさらに遡上することがあるのか
も含め、事業者の見解をお示しください。

②魚類の捕獲調査で対象とする魚類はイトウだけでは
ないことから、必ずしもすべての調査地点が50m前後に
収まるものではないと考えております。一方で、3次質
問への回答のとおり、捕獲調査地点の前後100m程度は
産卵床等を確認するとともに、目視観察調査について
は、アクセスが可能な範囲内でご指摘いただいた標高
を念頭に踏査ルートを設定した上で、調査する予定で
す。なお、イトウが産卵床よりもさらに遡上する可能
性は低いものと考えております。

6-5
508
574

表6.2.1-1(1)
表6.2.2-1(1)
【交通騒音】

1次

2.調査の基本的な手法について、天気、風向・風速、
気温、湿度に係る調査の実施の有無についてご教示く
ださい。なお、実施しない場合は、理由もあわせて回
答願います。

調査の実施にあたっては、風向・風速等についても記
録いたします。準備書においては、調査すべき情報と
して追記いたします。

1次

3.調査地域について、工事用資材等の搬出入に用いる
車両が集中する主要な走行ルートをどのように決定し
たのかをご教示ください。また、そのルート及び周辺
の地域の範囲を図でお示しください。

工事関係車両の主要な走行ルートについては現時点で
候補としているコンクリート工場を始点としておりま
す。具体的な経路はまだ確定していないため、走行す
る可能性のある道路を含めて経路を設定しておりま
す。
調査範囲は、工事関係車両が集中する主要な走行ルー
トの沿道を含む、図6.2.1-1等にお示しした範囲を、調
査地域として設定しております。また、対象事業実施
区域の近くでは、複数ルートから来る工事関係車両が1
本の道路に集約し、台数が集中する可能性がございま
す。このため、少し離れた幹線道路等に比べて、対象
事業実施区域の近くの幹線道路に接続するまでの一般
道等に対して交通への負荷が掛かり、道路交通騒音・
振動への影響が生じる可能性があることを考慮し、調
査地点を設定いたしました。

2次

図6.2.1-1等に示した範囲よりも広い範囲を対象とする
必要はないと判断された理由をお示しください。

発電所に係る環境影響評価の手引では、調査地域につ
いて、「原則として、工事用資材等の搬出入に用いる
自動車が集中する対象事業実施区域周辺の主要なルー
トのうち、一般車両台数に比べ、工事用資材等の搬出
入に用いる自動車の割合が大きいルートとする。」と
されております。工事中においては、幹線道路に接続
するまでの一般道の方が、工事用資材等の搬出入に用
いる自動車の割合が大きく、より影響も大きい可能性
が考えられます。このことから、方法書p514（図
6.2.1-1）で示した範囲での調査する中で、一般道にお
いて交通量を分散する等の環境保全措置を講じること
によって、周辺の幹線道路へも効果が波及するものと
考えております。

6-7
510
576

表6.2.1-1(3)
表6.2.2-1(3)
【建設騒音】

1次

2.調査の基本的な手法について、
①1)環境騒音の状況に係る【現地調査】において、
『「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関す
る基準」（昭和43年厚生省・建設省告示第１号）で定
められた測定方法JISZ8731:2019「環境騒音の表示・測
定方法」に定める騒音レベル測定方法』による調査は
実施不要と判断された理由をご教示ください。
② 天気風向・風速、気温、湿度に係る調査の実施の有
無についてご教示ください。なお、実施しない場合
は、理由もあわせて回答願います。

①1)環境騒音の状況に係る【現地調査】について、
「道路環境影響評価の技術手法」の中では、「特定建
設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」
（昭和43年厚生省・建設省告示第１号）に規定する方
法により調査すると記載があったことから、『「道路
環境影響評価の技術手法」に記載されている一般的な
手法とした』といたしましたが、原出典の記載の方が
相応しいと考えますので、『「特定建設作業に伴って
発生する騒音の規制に関する基準」で定められた測定
方法JISZ8731:2019「環境騒音の表示・測定方法」に定
める騒音レベル測定方法による測定方法に準拠した手
法とした』と修正いたします。
②調査の実施にあたっては風向・風速等についても記
録いたします。準備書においては、調査すべき情報と
して追記いたします。

6-4 506
表6.2-1 専門
家の意見
(3/3)

4次

6-6

508
517
574
583

表6.2.1-1(1)
表6.2.1-3(1)
表6.2.2-1(1)
表6.2.2-3(1)
【交通騒音】
【交通振動】
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

5.調査期間等のうち1)環境騒音の状況について、平日
に１回とされていますが、土曜・日曜・祝日は休工さ
れると解してよろしかったでしょうか。
また、発電所に係る環境影響評価の手引では、１～４
季について調査するとされていますが、１季のみで適
切な調査が可能と判断された理由をご教示ください。

現時点の工事計画では日曜日・祝日は休工と想定して
いることから、日曜日・祝日の調査は不要と考えてお
ります。
土曜日については現時点では休工としない予定です
が、周辺の土地利用状況等を踏まえると、近傍に騒音
源となるような施設がなく、平日5日間と土曜日を比べ
ても環境騒音の状況は大きく変化しないと考えられる
ため、平日のみの調査で地域の騒音の特徴を十分に把
握できると考えております。
「発電所に係る環境影響評価の手引」（経済産業省）
では、平均的状況を呈する日の考え方について、「測
定日の選定に当たっては、年末年始、盆、雨天等発生
源が大きく変化する日を避け、蝉・鳥・カエル等の声
等に注意しつつ、平均的状況を呈する日を選ぶものと
する。」と記載されております。本調査においても、
これに準拠し調査時期を設定しており、夏季は昆虫類
等の動物の鳴き声が懸念され平均的状況での調査実施
が困難と考えられること、冬季は風切り音が懸念され
平均的状況での調査実施が困難と考えられることか
ら、上記に該当しない秋季の1季に調査を実施すること
で、最も平均的な状況下における騒音の状況を把握で
きるものと考えております。

2次

春季に調査を実施する必要はないとする根拠をお示し
ください。

「騒音に係る環境基準の評価マニュアル」（平成27年
10月　環境省）において、『騒音レベルは季節的に大
きな変動は見られないこと、天候等が安定しているこ
とから測定は秋季に行うことが望ましい。』とされて
いることから、秋季に調査を実施することにより、当
該地域の環境騒音の状況を把握できると考えておりま
す。

3次

「騒音に係る環境基準の評価マニュアル」の目的は、
『「一般地域」における環境基準の達成状況を評価す
る方法及びそのための騒音の把握方法を示すこと』と
されており、環境アセスにおける建設騒音による影響
の予測・評価を目的としたものではありません。
　発電所に係る環境影響評価の手引では、調査期間等
について「１～４季について平日又は休日、或いはそ
の両日」とされていることを踏まえ、季節を１季のみ
とすることが妥当である根拠をお示しください。

1次回答のとおり、夏季は昆虫類等の動物の鳴き声が懸
念され平均的状況での調査実施が困難と考えられるこ
と、冬季は季節風による風切り音が懸念され平均的状
況での調査実施が困難と考えられることに加え、当該
地域では春季（3～5月）のうち3～4月は周辺環境とし
て残雪が想定され平均的状況を呈すると判断しづらい
こと、また5月も上旬にGWがある等、春季は平均的な状
況を呈する期間が短いこと、さらに環境騒音は季節性
を持ったものではないことを踏まえると、調査時期と
して平均的状況を呈する日を設定するにあたっては、
季節は1季（秋季）が妥当であると考えております。

4次

6.予測の基本的な手法において、累積的影響に関する
記載がありませんが、宗谷丘陵地区は、配慮書終了段
階の事業と事業区域が重複していることから、累積的
影響が生じる可能性はないでしょうか。事業者の見解
をご教示ください。

累積的影響が生じる可能性はございますが、本事業の
対象事業実施区域と重複がある事業は配慮書終了段階
の事業であり、今後、事業計画が変更される可能性が
あること、また、風力発電機の配置計画が公表されて
いないことから、不確定情報に基づく累積的影響の予
測は行わない方針です。なお、今後の事業の進捗状況
を踏まえながら、他事業者との情報共有に努めます。

6-9
512
578

表6.2.1-1(5)
表6.2.2-1(5)
【施設騒音】

1次

2.調査の基本的な手法について、
①風教観測塔に設置する風向・風速計の高さをご教示
ください。
②調査の実施にあたり、天気の記録有無についてご教
示ください。なお、記録しない場合は、理由もあわせ
て回答願います。

①風況観測塔の高さは60mであり、風速計は
57/50/40/30ｍ、風向計は53/50/40ｍに設置しておりま
す。
②調査の実施にあたっては、天気についても記録いた
します。

6-10
513
579

表6.2.1-1(6)
表6.2.2-1(6)
【施設騒音】

1次

5.調査期間等のうち1)残留騒音の状況について、夏
季・晩秋の２季としていますが、「風車が稼働する代
表的な風況を把握できる時期」であると判断された理
由をご教示ください。

対象事業実施区域周辺の風況は春季から夏季が北西の
強風（特に夏季）、秋季から冬季が弱風（特に秋季）
であり、季節による風況の変化が少なく、二季で年間
の代表的な風況における残留騒音が把握できると判断
いたしました。

6-11
513
579

表6.2.1-1(6)
表6.2.2-1(6)
【施設騒音】

1次

6.予測の基本的な手法において、累積的影響につい
て、『他事業の事業内容等が明らかになった場合にお
いて、必要性を検討した上で実施する』とのことです
が、事業のどのような情報が明らかになり、どのよう
な場合に必要であると判断するのか、具体的にご教示
ください。

対象事業実施区域の周辺で事業を計画されている他事
業者に対して、風車位置の座標や騒音諸元等を含む風
車情報、や工事関係車両の走行ルート等の情報の提供
を依頼することを想定しております。
他事業者より情報を情報が入手できた場合には、位置
の重ね合わせ等により判断いたします。

6-8
510
576

表6.2.1-1(3)
表6.2.2-1(3)
【建設騒音】
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

6-12
513
579

表6.2.1-1(6)
表6.2.2-1(6)
【施設騒音】

1次

7.予測地域について、3.調査地域と同じ地域とされて
いますが、P514の図6.2.1-1及びP580の図6.2.2-1で示
された範囲を予測地域としていると解してよろしいで
しょうか。
また、8.予測地点について、4.調査地点と同じとされ
ていますが、風力発電機の設置位置が決定しないた
め、調査地点以外の住宅等の方が影響を大きく受ける
可能性もあると考えます。評価に当たっては、調査地
点だけでなく、予測地域に含まれる住宅等を対象に含
むと解してよろしいでしょうか。

予測地域については、ご指摘のとおりの範囲を対象と
しております。
調査地点については、現時点での最新の事業計画であ
る風車設置検討範囲に基づき、最も近接する保全対象
を設定しております。ご指摘のとおり、準備書での予
測は風車位置に基づいて行われるため、現在の事業計
画から想定可能な地点が最近接とならない場合もあり
得ますが、その場合は予測地点を当該保全対象に変更
することで対応できると考えております。

6-13
517
583

表6.2.1-3(1)
表6.2.2-3(1)
【交通振動】

1次

1.調査すべき情報において、沿道の状況を調査すると
はされていませんが、沿道の状況を把握する必要性に
ついて事業者の見解をご教示ください。なお、必要と
考えられている場合には、その手法をあわせてお示し
ください。

沿道の状況につきましては、調査地点付近の学校、病
院その他環境保全についての配慮が特に必要な施設、
建物の状況、既存の振動発生源の存在を把握いたしま
す。

6-14
518
584

表6.2.1-3(2)
表6.2.2-3(2)
【交通振動】

1次

5.調査期間等において、道路交通振動の状況に係る現
地調査を１日とされていますが、24時間と解してよろ
しいでしょうか。

ご認識のとおりです。

6-15
522
588

表6.2.1-5(1)
表6.2.2-5(1)
【水の濁り】

1次

2.調査の基本的な手法について、
①SSの状況に係る現地調査を行う際に水温を記録する
必要性について事業者の見解をお示しください。
②土地改変区域周辺の踏査により、常時流水のある河
川や沢筋等を把握する必要性について事業者の見解を
お示しください。

①SSの状況に係る現地調査を行う際に水温の記録を実
施いたします。
②改変区域周辺については踏査により、可能な限り常
時流水のある河川や沢筋等を把握する予定です。

1次

5.調査期間等のうち、現地調査における「降雨時１
回」について、１回の降雨に対し、何回の採水を計画
されているかをお示しください。また、採水に当たっ
ては、降雨による影響が確認可能と考えられるタイミ
ングをどのように決定するかをご教示ください。

現時点で回数は未定ですが、当日の降雨状況について
は、事前に天気予報である程度降雨が見込まれる日を
選定した上で、降雨が始まってから一定の時間間隔
で、ピーク時を含め、降雨が終了してある程度流量が
収束するまで採水を行うことを考えております。

2次

3次

質問番号6-4の2次回答④において、イトウの調査期間
に関し、イトウの産卵期を避けて設定したとされてい
ますが、水質の調査地点と魚類の調査地点は同一地点
とされています。
このため、春・夏・秋季の調査について、何月を想定
されているのか、また、イトウの産卵に影響が生じな
い時期に調査が可能なのかについて、事業者の見解を
ご教示ください。

水質調査で実施するのは河川の採水のみであり、イト
ウの産卵への影響はないと考えられることから、水質
に関してはイトウの産卵期を避けた調査時期の設定は
想定しておりません。なお、調査時期については、春
季は融雪出水が落ち着く6月頃、夏季は春季調査（6月
頃）から調査期間を空けた8月頃、秋季も夏季から調査
期間を空け、かつ、降雪期前の時期となる10月頃を想
定しております。

1次

6.予測の基本的な手法において、降雨強度は、具体的
にどの気象観測所を想定されているのかをご教示くだ
さい。

現時点では、宗谷丘陵地区は沼川地域気象観測所、上
幌延地区は豊富地域気象観測所を想定しております。

2次

上幌延地区について、図3.1-1各地域気象観測所の位置
(p49）からは豊富地域気象観測所よりも幌延雨量観測
所の方が近いと思われますが、豊富地域気象観測所を
想定されている理由をご教示ください。

幌延雨量観測所については雨量の観測しか行っていな
いことから、気温等のその他の項目も測定している豊
富地域気象観測所を想定しておりました。予測の際に
は、改めてデータを確認した上で、適切な観測所の
データを選択して実施いたします。

6-18
523
589

表6.2.1-5(2)
表6.2.2-5(2)
【水の濁り】

1次

9.予測対象時期等について、影響が最大となる時期と
は具体的にどのような工程を想定されているかをご教
示ください。

影響が最大となる時期は、造成・基礎工事により、
ヤードや法面等の裸地面積が最大となる時期を想定し
ております。

6-17
523
589

表6.2.1-5(2)
表6.2.2-5(2)
【水の濁り】

6-16
523
589

表6.2.1-5(2)
表6.2.2-5(2)
【水の濁り】
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①対象事業実施区域には、調査地点毎の集水範囲のど
の範囲にも含まれない区域が存在します。適切に調査
地点が設定されているとする根拠をお示しください。
②対象事業実施区域（道路改良等）の下流に調査地点
を追加する必要はないか、事業者の見解をお示しくだ
さい。
③調査地点の設定にあたり、利水状況をどのように考
慮されたのかをご教示ください。

①水質の調査地点については、人の安全を確保した上
でアクセスが可能な地点に設定しているため、一部集
水範囲に含まれない区域が生じております。風力発電
機設置検討範囲のうち下流側に白地が含まれる箇所に
関しては留意しながら、今後の事業計画を検討いたし
ます。
具体的には、風力発電機の設置位置を検討いたしま
す。集水域が網羅できていない範囲に風力発電機を設
置し、工事に伴い発生する濁水が河川に到達する可能
性がある場合には、アクセスが可能な下流側に調査地
点を設定し、集水域を網羅できるよう努めます。
②道路改良については、基本的に河川を直接改変しな
い計画のため、特に調査地点の設定は想定しておりま
せん。ただし、拡幅等により河川への影響が懸念され
るような場合には、下流に水質の調査地点を追加し、
SS及び流量の計測を行うことを検討いたします。
③方法書における水質の調査地点は、公開されている
文献に基づく取水位置を考慮した上で、対象事業実施
区域の網羅性及び工事により発生した濁水が河川に到
達した場合にその影響を把握できる地点の観点から設
定しております。利水状況に関しては、関係自治体に
ヒアリングを実施しており、利水状況に関する追加の
情報が得られた場合には、その情報を踏まえた上で、
調査地点の追加を検討いたします。

2次

①質問番号3-25の2次質問①②に対する回答を踏まえ、
利水状況を考慮した妥当な調査地点が設定されている
か、事業者の見解を改めてお示しください。
②調査地点の設定に当たっては、利水者（さけます増
殖河川の関係先を含む）と現地調査開始前に協議を行
い、適切に影響を予測・評価することが可能な地点に
調査地点が設定されているか等を確認する必要はない
でしょうか。事業者の見解をご教示ください。
③1次回答①について、「工事に伴い発生する濁水が河
川に到達する可能性がある場合には、アクセスが可能
な下流側に調査地点を設定」とされていますが、アク
セスが可能なのであれば現時点で調査地点を設定すべ
きではないでしょうか。また、集水域が網羅できてい
ない範囲では、風力発電機の設置を避ける必要はない
でしょうか。事業者の見解をご教示ください。
④1次回答②において、「道路改良については、基本的
に河川を直接改変しない計画のため」とされています
が、本事業において河川の直接改変を計画されている
のであれば、その箇所やどのような改変を計画されて
いるのかをお示しください。
⑤1次回答②について、「拡幅等により河川への影響が
懸念されるような場合」に該当するかは、どのような
段階で決定するのか、準備書では適切な調査地点にお
ける調査結果が示されるのかをご教示ください。

①水質の調査地点は基本的には本事業の影響を把握で
きるよう、人の安全を確保した上で上流域へのアクセ
スが可能な地点に設定しておりました。ご指摘のとお
り、集水域を網羅できていない地点については、利水
状況を考慮しながら下流域に調査地点を設けることを
検討いたします。
②ご指摘の点を踏まえ、さけ・ます増殖河川の関係者
も含めた利水者に適宜ヒアリングを行います。
③基本的にはより本事業の対象事業実施区域に近い上
流域での調査で水質の状況を把握できるものと考えて
おります。なお、対象事業実施区域を網羅できるよう
に調査地点を設定したいと考えておりますが、人の安
全を確保した上でアクセスが難しい地点については、
下流域に調査地点を設けることで、当初案で網羅でき
ていなかった範囲まで集水範囲を拡大できることから
情報を補完できると考えております。
④本事業において、河川を直接改変することはござい
ません。
⑤道路拡幅の有無は、今後の輸送計画を含めた工事計
画の中で検討いたします。工事計画を踏まえた上で適
切な地点で調査を行い、準備書において調査結果をお
示しいたします。

3次

2次回答②において、利水者に適宜ヒアリングを行うと
されていますが、
①全ての利水者に対しヒアリングを行う方針であると
解してよろしいでしょうか。
②ヒアリングの時期は、ヒアリングにより得た意見を
反映して調査計画を見直した後に調査を実施すること
が可能な時期であると考えてよろしいでしょうか。
③質問番号3-26への回答によると、利水の有無を全て
把握できている状況ではないと考えられます。このた
め、利水者であるかに関わらず、関係市町村に対し、
調査地点の妥当性についてヒアリングを行うことが望
ましいのではないでしょうか。事業者の見解をご教示
ください。

①すべての利水者に対してヒアリングを行うことは想
定しておりませんが、弊社で把握できる範囲におい
て、さけ・ます増殖事業の関係者や営農関係者等も含
めた利水事業者に対してヒアリングを実施することを
想定しております。
②ヒアリングにより得た意見を反映の上、調査計画を
見直した後に調査を実施いたします。
③情報をいただいた関係市町村に対しても、調査地点
についてヒアリングを行います。

【

非
公
開
】

4
次

（　非　公　開　）

6-19
524
590

図6.2.1-3(1)
図6.2.2-3(1)
SS及び流量の
調査地点
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

6.予測の基本的な手法において、累積的影響につい
て、『他事業の事業内容等が明らかになった場合にお
いて、必要性を検討した上で実施する』とのことです
が、事業のどのような情報が明らかになり、どのよう
な場合に必要であると判断するのか、具体的にご教示
ください。

「他事業の事業内容等」とは、風車の影の累積的影響
の予測で必要となる風力発電機の位置やハブ高さ等の
諸元を指しています。「必要性を検討した上で」と
は、累積的影響により指針値や参照値を上回ることが
想定される等、対象事業実施区域周辺の住居等に累積
的影響を及ぼすおそれがある場合に必要であると判断
します。

2次

①5.調査期間等について、現地調査を土地利用の状況
及び地形の状況が適切に把握できる時期としています
が、具体的にいつ頃を想定しているのかご教示くださ
い。
②10.評価の手法において参考にするとしているドイツ
の指針値について、実際の気象条件等を考慮する場合
ではなく考慮しない場合の指針値を記載しています
が、このとおりに評価を実施するという理解でよろし
いでしょうか。

①調査項目として、建物の植栽の状況等も確認するこ
とから、植栽の葉が茂っている時期、かつ日照時間の
長い夏頃を想定しております。
②風車の影の評価については、まずはドイツの実際の
気象条件等を考慮しない場合の指針値と比較した上
で、指針値を満足しない場合においては、実際の気象
条件等を考慮した場合の指針値との整合を図る予定で
す。

3次

2次回答②について、風車の影の影響をより低減するた
めには、気象条件を考慮しない場合の指針値を満足す
るような配置とするべきではないでしょうか。事業者
の見解を伺います。

風車の影の評価にあたっては、実気象を考慮しない場
合・実気象を考慮した場合において予測及び評価を行
います。その結果を踏まえた上で、住居地域から可能
な限り隔離できるよう、風車の配置を検討いたしま
す。

1次

現時点で累積的影響を調査する可能性のある近接の他
事業の影響範囲と重ね合わせた図もお示しください。

現時点で累積的影響を調査する可能性のある近接の他
事業の影響範囲と重ね合わせた図面は、別添資料
「No.6-21_風車の影累積的影響」にお示ししたとおり
です。「Planning for Renewable Energy : A
Companion Guide to PPS22」（2004，Office of
Deputy Prime Minister）によると、風車の影による影
響はローターの直径の10倍(10D)の範囲内で発生すると
されていることから、建物等の位置を示した上で、風
車の影に関する最大影響範囲として、対象事業実施区
域から1.7km、その中間として、対象事業実施区域から
1km、500mの線を目安としてお示しいたしました。な
お、この風車の影の影響範囲内にある建物等は、その
多くが本事業とウィンドファーム豊富との間に位置し
ており、太陽、風力発電機、住宅の位置関係から影が
生じる時間帯が異なるため、累積的影響が生じる可能
性は低いものと想定されます。

2次

風車の影の影響範囲内にある建物等への風車の影の累
積的な影響は、太陽、風力発電機、住宅の位置関係か
ら影が生じる時間帯が異なるため、累積的影響が生じ
る可能性は低いものと想定されるとのことですが、そ
のことを図やデータ等で具体的にお示しください。

別添資料「No.6-21_風車の影（累積的影響）」のとお
り、風車の影は、朝は西側に長く延び、その後日中に
かけてやや北側に短くなりながら移動し、夕方にかけ
て東側に向けてまた長くなり始めることが想定されま
す。
ウィンドファーム豊富は、本事業の対象事業実施区域
よりも南西側に位置することから、両事業の間に位置
する住宅においては、両方の風車の影にかかる可能性
は低いものと考えております。

1次

2次

天然記念物鳥類の繁殖の確認調査及び生息状況調査、
並びにバードストライク及び移動経路阻害の可能性に
係る調査等について、専門家の助言等に基づき、適切
かつ十分に行ってください。

天然記念物鳥類の繁殖の確認調査及び生息状況調査、
並びにバードストライク及び移動経路阻害の可能性に
係る調査等について、専門家の助言等に基づき、適切
かつ十分に行います。

追加
6-44

530
551
596
617

(2)1)動物
3)生態系

6-20
528
594

表6.2.1-7
表6.2.2-7
【風車の影】

6-21
529
595

図6.2.1-4
図6.2.2-4
風車の影の調
査範囲
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①分類群によっては、専門家から具体的な時期が提示
されていますので、意見が反映されているかが確認で
きるよう、春、夏、秋、冬ではなく、具体的な調査
（想定）時期を、それぞれの調査ごとに示してくださ
い。
②配慮書段階で調査努力量の適切な確保について質問
し、「現地調査実施にあたり、必要な人数等について
は、方法書にて調査手法・地点数等が明確になり次第
整理してまいります。」と回答がありましたが、調査
努力量が示されていないので、それぞれの調査の努力
量（例：○人×○日×○回）をご教示ください。

①現時点で想定している調査時期を、別添資料No.6-
22_調査時期・調査努力量」にお示しいたします。
②現時点で想定する調査の努力量を、別添資料「No.6-
22_調査時期・調査努力量」にお示しいたします。

①魚類調査について、捕獲法及び産卵床の目視調査を
採用していますが、
(1) 捕獲調査は大型魚であるイトウにも有効なので
しょうか。イトウの生息状況を把握することが可能か
つ実績に基づいた調査であるのか、先行事例を踏ま
え、有効性をご教示ください。
(2) 捕獲調査は１地点あたりどの程度の時間調査され
るのでしょうか。
(3) 目視調査の具体的な手法について、どのような機
具を使用し、どの範囲を調査するのでしょうか。542
ページに記載の調査地点のみではなく、河川区間を網
羅するように踏査する必要があると考えますが、事業
者の見解をご教示ください。
(4) 生息実態を把握するのであれば環境DNA調査も有効
であると考えます。イトウの生息状況を把握するため
に最新の知見を活用する必要はないでしょうか。

①(1)イトウは大型魚にはなりますが、大きさは個体に
よっても様々であり、生息状況を把握する上で、捕獲
調査は有効であると考えます。文献調査で本種の個体
を確認している河川水辺の国勢調査や近接する(仮称)
宗谷丘陵風力発電事業の現地調査においても、捕獲調
査で本種を確認しております。
(2)調査地点の状況にもよりますが、現時点で捕獲調査
は、1地点当たり2～3時間程度を想定しております。調
査時間については専門家や有識者のご意見も踏まえて
検討したいと考えておりますが、調査時の状況に応じ
て調査時間を延長する等の工夫も講じたいと考えてお
ります。
(3)目視調査は、河川の状況やアクセス状況にもよりま
すが、基本的には調査範囲内の地点が設定されている
河川沿い又は河川内での踏査を行い、目視や水中メガ
ネを用いた確認を行う予定です。
(4)ご指摘のとおり、人の安全を確保した上でアクセス
が難しい地点もあるため、生息の可能性を把握する手
法として環境DNA調査も有効であると考えます。調査地
点の状況等に応じて、環境DNA調査の実施を検討いたし
ます。

②一般鳥類（夜間）の調査時期が5月及び6月となって
いますが、なぜこの２ヶ月としたのか、根拠を明示し
た上で理由をご教示ください。
また、本調査期間でどのような種の確認を想定してい
るのか、併せてご教示ください。

②一般鳥類（夜間）については、主に対象事業実施区
域及びその周囲で繁殖の可能性があるフクロウ類やヨ
タカ等の夜行性鳥類を対象に、一般鳥類の繁殖期にあ
たる、5月及び6月を対象といたしました。

③底生動物の調査時期を６月及び10月上旬とされてい
ますが、なぜこの時期とされたのか、理由をご教示く
ださい。また、専門家に調査時期の設定について問題
ないことを確認されています（p506)が、6月及び10月
上旬以外に適切な時期はないとのことなのか、適切な
時期はもっと長期間あるがその中に設定されていると
いうことなのか、どちらであるかをご教示ください。

③底生生物（水生昆虫）の羽化の時期は、種類によっ
て様々ではありますが、北海道では春（6月頃）～秋
（10月頃）の間に羽化する種類が多いと考えられま
す。この期間を考慮して、羽化前で融雪出水が収まっ
た6月と、晩夏～秋季にかけた多雨の時期が過ぎて水量
が安定する10月上旬頃を調査時期に設定いたしまし
た。調査時期としては、6月及び10月上旬以外でも、例
えば冬～早春にかけても適切な時期はあると考えます
が、北海道の場合、積雪によりアクセスや河川内での
調査が困難になることが想定されることから、6月及び
10月上旬としております。

2次

6-22

534
548
556

600
614
622

調査、予測及
び評価の手法
（宗谷丘陵地
区）【動物】
【植物】【生
態系】
調査、予測及
び評価の手法
（上幌延地
区）【動物】
【植物】【生
態系】
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①「6.予測の基本的な手法」で、鳥類の衝突について
は環境省の手引等に基づき定量的に予測することが示
されていますが、この場合、個々の風車だけではな
く、事業区域全体についての推定結果が得られると思
われます。したがって、準備書段階での風車の配置の
検討に当たっては、対象事業実施区域及びその周辺の
推定結果を踏まえ、配置を検討すべきであり、また、
準備書では、この推定結果を地図上に示し、推定結果
と風車の配置との関係を明らかにした上で、風車の配
置の考え方を説明していただきたいと考えますが、今
後の、貴社の対応方針を回答願います。
②鳥類に関する累積的影響について、『他事業の事業
内容等が明らかになった場合において、必要性を検討
した上で実施する』とのことですが、事業のどのよう
な情報が明らかになり、どのような場合に必要である
と判断するのか、具体的にご教示ください。

①ご指摘の手法で予測結果を風車の配置の検討に反映
し、準備書において衝突確率の算出結果を平面図に示
した上で風車の配置との関係についての説明を記載い
たします。
②「他事業の事業内容等」とは、鳥類の衝突確率の累
積的影響の予測で必要となる風力発電機の位置やハブ
高さ等の諸元を指しております。「必要性を検討した
上で」とは、鳥類に係る環境影響を受けるおそれがあ
る地域が重なる等、鳥類への累積的影響が生じる可能
性がある場合に必要であると判断いたします。

2次

「6.予測の基本的な手法」で、「重要な種及び注目す
べき生息地について、事業による分布、個体数及び生
息環境等の変化を文献その他資料による類似事例等の
引用により推定し、影響を予測する」と記載がありま
すが、
①イトウに関し、既に入手されている文献その他資料
がある場合には、その文献名等をご教示ください。
②濁度上昇やその他の施工（カルバートの設置等）に
よる影響とイトウの致死率の関係を記した文献その他
資料がある場合は、その内容をお示し願います。
③イトウへの影響を予測するにあたり、十分な文献等
を既に把握しているかについて、事業者の見解をご教
示ください。また、入手している文献がない、又は不
足していると考えられている場合には、十分な文献等
を入手する見通しについてもあわせて、ご回答くださ
い。

①これまでにイトウに関連して入手した文献は、方法
書p111の「表3.1-28(9) 収集した文献その他の資料」
のうちNo.335に記載の『イトウの生態と保全』等、主
に生息状況や生態情報に関する文献になっておりま
す。
②現時点で濁度上昇やその他の施工（カルバートの設
置等）による影響とイトウの致死率の関係を記した文
献は入手できておりません。
③現時点では、イトウへの影響を予測する上で、十分
な文献を入手できているとは考えておりません。今後
の手続きにおいて、最新の文献情報の入手に努めま
す。また、文献情報の入手のみならず、専門家やご意
見をいただいた有識者にもヒアリングを通して助言を
仰ぎながら、適切に予測及び評価いたします。

3次

前回の審議会において、専門家から「できるだけ多く
の文献に眼を通していただきたい。森林伐採等による
サケ科魚類への影響に関しては、かなりの数の文献が
ある」との指摘がありました。このことを踏まえ、今
後、どのように文献収集することを想定されているか
をご教示ください。

2次回答のとおり、現時点では、イトウへの影響を予測
する上で、十分な文献を入手できているとは考えてお
りません。今後の手続きにおいて、イトウに関する最
新の文献情報の入手に努めるとともに、適宜、専門家
や有識者にお伺いしながら、森林伐採等によるイトウ
以外のサケ科魚類への影響に関する文献収集にも努め
ます。

6-24

535
548
557

601
614
622

調査、予測及
び評価の手法
（宗谷丘陵地
区）【動物】
【植物】【生
態系】
調査、予測及
び評価の手法
（上幌延地
区）【動物】
【植物】【生
態系】

1次

予測対象時期等に記載のある「的確に予測できる時
期」とはどのような時期か、具体的なタイミングをご
教示ください。

「的確に予測できる時期」は、造成・基礎工事等によ
り改変面積が最大となる時期を想定しております。具
体的なタイミングは、今後の工事計画等の検討を踏ま
えて設定する方針です。

6-23
535
601

表6.2.1-8(5)
表6.2.2-8(5)
【動物】
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
①任意踏査のルートについては、今後の風車の配置の
検討に応じて、風車設置に伴う改変区域及び道路等の
風車以外の改変区域も含めて確実に網羅できるように
ルートを選定いたします。
②ピットフォールトラップ（墜落缶）については、設
置数を増やすとともに設置エリアを広くした方がより
適切に小型哺乳類の生息状況を把握できると考えるこ
とから、1地点あたり20個程度のトラップを設置して、
調査を実施いたします。トラップ設置後の確認頻度に
つきましては、トラップ回収までに、早朝～午前中に
点検を最低１回以上実施し、トラップによる大量死を
回避するよう努めます。
③昆虫類の調査にあたっては、飛翔性昆虫、吹上昆虫
に留意して、捕虫網等を使ったビーティング（木の枝
葉や草を棒でたたいて揺らし、枝葉に付いている昆虫
類を落として平らな網で受け止めて捕獲する方法）や
スウィーピング（すくい取る方法）で調査を実施いた
します。
④調査では、鳴き声での確認を基本とするものの、暗
視スコープ等を持参して調査を行う予定です。

2次

①1次回答①について、方法書は調査計画が適切である
かどうかを見るものです。図書を公表した後で「今後
の風車の配置の検討に応じて、風車設置に伴う改変区
域及び道路等の風車以外の改変区域も含めて確実に網
羅できるようにルートを選定」するのでは、調査計画
の妥当性が判断できないと考えますが、現段階の想定
でも構いませんので、踏査ルートを示す必要はない
か、事業者の手続に対する見解をご教示ください。な
お、示す必要が無いと考えるのであれば、それが妥当
であるとする理由を付してください。
②１次回答④について、繁殖期に広告声・囀る種類に
ついては、鳴き声での生息確認は出来ますが、これで
はオオジシギやヨタカ等の重要種の飛翔ルートは記録
できず、従って衝突確率も算出ができません。オオジ
シギやヨタカの繁殖期のブレードへの衝突確率を評価
できる調査設計としてください。
また、春秋の夜間の渡り鳥の飛跡/通過状況の記録には
暗視機器とレーダーの片方または双方の調査が必要に
なると思います。夜間の鳴き声だけでは環境影響評価
上重要な情報は何も得られません。鳴き声ではなく代
替の手法を軸とすることを検討してください。

①現時点での想定になりますが、宗谷丘陵地区及び上
幌延地区の踏査ルートを、別添資料「No.6-25_想定す
る踏査ルート」にお示しいたします。少し幅を持たせ
ておりますが、基本的には、林道や作業道等を活用し
ながら、風力発電機設置検討範囲を中心に哺乳類・両
生類・爬虫類や植物の調査等を実施する予定です。
②繁殖期の調査では暗視機器等を活用して、オオジシ
ギやヨタカ等の重要種の飛翔ルートや飛翔高度の記録
等に努めます。これら調査で得られたデータと風力発
電施設の諸元から、ブレード回転域（高度M）内におけ
る対象種の総飛翔距離を算出、調査日数や文献から得
られる対象種の生体情報等に係るパラメータを踏まえ
て、対象種のブレードへの衝突確率を予測及び評価い
たします。
また、渡り鳥調査では、今後、地域特性や遮蔽物の状
況を精査しながら、暗視機器またはレーダー等の活用
を検討し、夜間の飛跡や通過状況の記録に努めます。

3次

①1次回答③に関し、前回審議会において、ブレードの
回転域を飛翔する昆虫に関する予測評価について検討
する旨の回答がありましたが、どのような手法で調査
し、どのような行動を把握するのか、具体的な手法等
をご教示ください。なお、現段階で想定される手法が
ない場合には、今後、どのように検討していくのかを
ご教示ください。
②2次回答②において、「記録に努める」と回答があり
ましたが、旬毎の調査でも単年では実態を正しく把握
できないことも想定されます。そのような場合には、
調査を複数年実施する等の検討はされているか、事業
者の見解をご教示いただくとともに、調査の結果、実
態を正しく把握できなかった場合の対応をご教示くだ
さい。

①現時点でブレードの回転域を飛翔する昆虫に関する
予測及び評価の手法については想定できておりませ
ん。今後、海外も含めた予測手法に関する文献や事例
の収集、専門家へのヒアリングを通じて、最新知見の
取得に努めます。
②夜行性鳥類の生息状況が正しく把握できなかった場
合は、現時点では、適宜調査回数・日数を増やすこと
等を想定しており、複数年での調査は想定しておりま
せん。

①哺乳類のフィールドサイン調査、鳥類の任意観察調
査、爬虫類、両生類の目撃・捕獲調査、昆虫類の任意
採集調査を行う踏査ルートが不明です。現時点で想定
している踏査ルートをお示し下さい。また、現時点で
想定している踏査ルート以外のルートも踏査する予定
がある場合は、そのルートの選定基準についても合わ
せてお示しください。
②小型哺乳類捕獲調査において、墜落缶を5個設置する
と記載されていますが、、墜落缶の設置数は、一地点
あたり（環境区分毎に）少なくとも20～30個とするこ
とが望ましく、また、口径を大きくするよりも、一調
査地点あたりの設置エリアを広くし、設置数を増やす
ほうが、より良い調査が可能になると考えられます。
適切な手法による調査を行うことが重要であると考え
ますが、調査手法に関する事業者の見解を伺います。
またその際、トラップ類は１晩設置とありますが、小
型の哺乳類は飢餓に弱いことを考えると、回収時のみ
の確認とした場合は、対象種の大量死を引き起こす可
能性も考えられますが、確認頻度についてどのように
考えているでしょうか。
③昆虫類の調査について、風力発電機の存在や尾根へ
の建設による影響が懸念される飛翔性昆虫及び吹上昆
虫についても調査を実施していただきたいのですが、
事業者の見解を伺います。
④鳥類の夜間調査において、具体的な調査機具の記載
がありませんが、大多数を占める夜間に鳴かない鳥の
生息状況を把握するためにも、暗視機器を用いて調査
を実施するのが望ましいと考えますが、事業者の見解
を伺います。

6-25 536
表6.2.1-9(1)
【動物】

1次
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

p.648の配慮書についての意見に対する事業者見解に
て、レーダー調査による野鳥の渡り状況調査を検討す
る旨の記載がありますが、本調査にどのように反映さ
れているのか、ご教示ください。

レーダー調査については、鳥の種類、個体数の把握精
度、また機材設置条件等の調査実施上における制約も
あり、特に本事業のように山間部等で起伏も大きい環
境である場所では、地形による観測機材の設置の難し
さや観測範囲の縮小等が想定されることから、少なく
とも当該事業においては調査手法として適していない
ものと考えており、本事業では実施しない方針でおり
ます。

2次

①レーダーが不適切であれば、サーマル機器による把
握を実施してください。肉眼・光学機器あるいは鳴き
声だけの調査では十分な調査結果を得ることはできな
いと考えます。
②質問番号3-35では「当該保安林区域は、風況が良い
ことや比較的平坦な地形である」との回答があり、本
項の１次回答の内容との矛盾が見られますが、対象事
業実施区域の説明としてどちらが正しい情報を示して
いるのでしょうか。
レーダーの活用が難しい理由が山間部の起伏が大きい
環境であることに起因するとのことですが、比較的平
坦な地形であるのであれば、レーダーが活用可能であ
ると考えますが、これらについて事業者の見解をご教
示ください。

①渡り鳥調査については、今後、地域特性や遮蔽物の
状況を精査しながら、サーマル機器又はレーダー等の
活用による把握を検討いたします。
②当該地域は、比較的平坦な地形が尾根上に分布して
いるものの、尾根まで続く既存道路がないことから、
レーダー調査の機材を尾根上へ運搬することが難しい
と考えております。周辺に対象事業実施区域及びその
周囲を網羅的に見通せる代替地点を設けることが難し
く、地域特性や遮蔽物の状況から観測範囲の縮小等の
可能性が想定されます。

1次

風力発電機の設置検討範囲で地上視野が確保できてい
ない地点が本区域南東部にて複数存在しており、特に
区域南側の地上視野が確保できていないほか、区域南
部の一部分では上空視野も確保できていませんが、こ
れら風力発電機の設置予定範囲及びその周辺の地上視
野を確保できる調査地点を追加する必要は無いか、事
業者の見解をお示しください。

各定点から上空を見通せる範囲については機械的に3㎞
の範囲として視野図の図面は作成しておりますが、実
際には見通しがよい定点で天候が良い時期には3㎞より
も広域の範囲が見通せており、かつ山肌も見通せてい
ることから、対象事業実施区域を網羅できていると考
えております。

2次

より広域を見渡せる条件として「天候が良い時期に」
と記載がありますが、調査時の天候が悪く見通しがき
かない場合は、天候が良い日に再調査を行う等の検討
はされているのでしょうか。
していない場合は、環境影響の過小評価に繋がる可能
性があることを踏まえ、検討が不要であるとする理由
をご教示ください。

猛禽類調査、渡り鳥調査については、天候が悪く見通
しがきかない日がある場合を想定して、1回当たり3日
間の調査実施を計画しております。仮に、この3日間と
も天候が悪く見通しがきかない場合には、代替日の設
定等を検討いたします。

6-26 537
表6.2.1-9(2)
【動物】

6-27 541

図6.2.1-9 動
物調査地域、
調査地点（猛
禽類、渡り
鳥）（宗谷丘
陵地区）
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①国立環境研究所の主幹研究員が事業者の参考となる
ことを目的として10月13日にホームページで公表した
「北海道宗谷丘陵で進められる風力発電開発の絶滅危
惧種イトウへの影響について」（解説）では、猿払川
で確認されたイトウ産卵床の分布が示されています
が、当該資料に示されたイトウの産卵床地点を本図に
重ねた図をご教示ください。
②①の図を踏まえ、本調査地点での調査でイトウへの
影響予測が可能であるかどうか、根拠を付して説明し
てください。
③風力発電機設置検討範囲の一部（SO-F05北部付近、
エタンパック山付近、幌尻山北部）の集水域が調査対
象外となっています。これらの区域はイトウの生息域
を含む集水域であるにも関わらず調査がなされないこ
ととなりますが、調査地点に追加する必要はないので
しょうか。事業者の見解を伺います。

①猿払川で確認されたイトウ産卵床の分布について、
国立環境研究所のHPの公表資料と、図6.2.1-10を重ね
合わせ図を別添資料「No.6-28対応_イトウ産卵床の分
布図_宗谷丘陵地区」にお示しいたします。
②現地調査実施時に、調査地点周辺における移動の産
卵場について確認を行い、事業による影響の予測を行
う予定です。
文献におけるイトウの産卵場の確認位置は、本調査地
点よりも下流にあるため、本調査地点で影響予測を行
うことは妥当であると考えます。
③調査地点については、現地のアクセス、水域の分布
状況を踏まえ、調査実施可能な箇所を設定しておりま
す。ご指摘のSO-F05北部付近、エタンパック山付近、
幌尻山北部の集水域は、いずれもアクセス困難な立地
のため地点設定が難しい状況です。SOーF05北部付近に
ついては、S0-F05地点で、エタンパック山付近につい
てはSO－F06地点でそれぞれカバーすることを想定して
おりますが、万が一、それでもカバー仕切れないと想
定される場合には、対象河川の下流のアクセス可能な
地点での調査の実施を検討いたします。

2次

①１次回答の①に関し、イトウ産卵床と対象事業実施
区域の離隔状況をお示しください。
②１次質問③の前提事項としての確認になりますが、
イトウ産卵床の集水域が、対象事業実施区域に含まれ
ていると解してよろしいですか。
③魚類の生息範囲を考慮した上で、調査地点を各地点
の下流域にも設定する必要はないか、事業者の見解を
ご教示ください。

①国立環境研究所のHPで公開されているイトウ産卵床
と本事業の対象事業実施区域の離隔距離を示したもの
を別添資料「No.6-28_イトウ産卵床との離隔_宗谷丘陵
地区」にお示しいたします。
②イトウ産卵床の上流域に対象事業実施区域が位置し
ている箇所があるため、イトウ産卵床の集水域を含ん
でいると認識しております。
③事業による影響を把握するため、より本事業の対象
事業実施区域に近い上流域での調査を行うとともに、
人の安全を確保した上でアクセスが難しい地点につい
ては下流域に調査地点を設けるとともに、河川沿いを
目視観察調査で確認することで、対象河川の生息状況
を把握できるものと考えております。なお、万が一、
上流域の調査等で対象河川でのイトウ生息が確認され
なかった場合等は、必要に応じて環境DNA調査により補
完する等を検討し、最大限生息状況を把握できるよう
努めます。

6-29 543

表6.2.13 鳥
類のポイント
センサス地点
の概要及び設
定根拠

1次

SO-P10の環境概要が「植林地」となっていますが、
p.540では「台地・丘陵地-牧草地」にポイントがある
ので、整合を取った上、本地点を選定した理由をご教
示ください。

SO-P10については、牧草地との境目で植林地の際に地
点を落とし林縁の環境を観察するため地点を選定いた
しました。方法書に記載のある調査地点の環境概要に
ついて、植林地、牧草地・草原に修正いたします。

1次

2次

9.評価の手法に関し、
①植生自然度10の区域について、回避を優先的に検討
するのか、「環境保全についての配慮」とは具体的に
どのような対応を想定されているのかを、ご教示くだ
さい。
なお、特に道北では、自然草原が多く広がっており、
特徴的な景観を形成していること、日本国内では自然
草原は国土の１％にも満たない非常に希少な景観であ
ることから、最も優先的に保全を図るべき植生景観で
あることも踏まえ、回答願います。
②植生自然度9の区域は、大径木や営巣木があり、鳥類
の生息環境として重要な場と考えられますが、回避を
優先的に検討するのか、「環境保全についての配慮」
とは具体的にどのような対応を想定されているのか
を、ご教示ください。
③「重要な種及重要な群落」に、植生自然度8（将来的
には自然植生に戻ると想定されている）の区域を含め
るのか、そのように考える理由も含めご教示くださ
い。

①②植生自然度10及び9の区域については、現況の植生
を詳細に把握するため、現地調査時に植生調査におい
て、群落組成表を作成し、当該地域における適切な自
然度の区分を設定いたします。その結果を踏まえた上
で事業計画の検討をいたします。回避が難しい場合に
は、改変面積や樹木伐採を最小化する環境保全措置等
を検討いたします。
③現時点で、植生自然度8の区域については、現時点で
は、二次林と呼ばれる代償植生に区分されていること
から、「重要な種及び重要な群落」には含めておりま
せんが、事業計画を検討する上では、可能な限り回避
又は低減に努めます。

1次

植物相を把握するための踏査ルートが不明ですので、
現時点で想定している踏査ルートをお示し下さい。ま
た、現時点で想定している踏査ルート以外のルートも
踏査する予定がある場合は、そのルートの選定基準に
ついても合わせてお示しください。

任意踏査のルートについては、今後の風車の配置の検
討に応じて、風車の改変区域内及び道路等の風車以外
の改変区域も含めて確実に網羅できるようにルートを
選定するため、現時点ではルートは確定しておりませ
ん。

2次

方法書は調査計画が適切であるかどうかを見るもので
す。現段階の想定でも構いませんので、踏査ルートを
示す必要はないか、事業者の手続に対する見解をご教
示ください。なお、示す必要が無いと考えるのであれ
ば、それが妥当であるとする理由を付してください。
また、事業地を満遍なく調査することが出来る踏査
ルートの候補地を選定して、お示しください。

すべてのアクセス経路が確認できていないことからお
示ししておりませんでしたが、No.6-25の回答のとお
り、現時点における想定になりますが、宗谷丘陵地区
及び上幌延地区の踏査ルートを、別添資料「No.6-25_
想定する踏査ルート」にお示しいたします。少し幅を
持たせておりますが、基本的には、林道や作業道等を
活用しながら、風力発電機設置検討範囲を中心に植物
の調査を実施する予定です。

6-30 549
表6.2.1-17
植物に係る調
査内容の詳細

6-28 542

図6.2.1-10
動物調査地
域、調査地点
（魚類、底生
動物）（宗谷
丘陵地区）

追加
6-45

548
615

表6.2.1-
16(2)
表6.2.2-
16(2)
【植物】
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

6-31
550
616

図6.2.1-11
図6.2.2-11
【植物】

1次

それぞれ自然環境類型の区分図にて調査地点を示して
いますが、参考に植生自然度図をご教示ください。

別添資料「No.6-31対応_植物調査地点」のとおり、植
生自然度図をお示しいたします。

1次

2次

魚類のイトウは、注目種に該当しないのか、事業者の
見解をご教示ください。

対象事業実施区域及びその周囲を特徴づける環境とし
ては、その面積割合等が自然林、植林地、二次林等の
樹林地、牧草地、草原等の草地を挙げております。河
川域については、既存文献から、全体の面積のうち河
川域の占める面積は少ないこと、また、まとまった面
積を持つ大河川や湖沼等が見当たらないことから、地
域を特徴づける環境としては挙げておりません。その
ため、河川域に生息する魚類のイトウは生態系の注目
種（上位性、典型性）には該当しないと考えました。

3次

①2次回答において、「注目種（上位性、典型性）には
該当しない」とされていますが、 環境アセスメント技
術ガイド　生物の多様性・自然との触れ合い（環境省
「平成27年度環境影響評価技術手法調査検討業務」報
告書
http://assess.env.go.jp/files/0_db/seika/0066_01/
20170620_1.pdf）の表Ⅲ.1-8では、上位性の選定の観
点として、「小規模な湿地やため池等、対象地域にお
ける様々な空間スケールの生態系における食物網にも
留意し、対象種を選定する。そのため、哺乳類、鳥
類等の行動圏の広い大型の脊椎動物以外に、爬虫類、
魚類等の小型の脊椎動物や、昆虫類等の無脊椎動物も
対象となる場合がある。」との記載があり、典型性の
選定の観点として、「動植物種等の多様性を特徴づけ
る種」などの記載があります。
また、前回の審議会において、貴社から「特殊性注目
種として予測評価することも考えたい」旨の発言があ
りました。
このため、改めて、魚類のイトウは、注目種に該当し
ないのか、見解をお示しください。
②注目種に選定する場合、どのような計画で現地調査
を行い、そこで得たデータをどのような手法で解析
し、予測するのか、既に選定されている上位性及び典
型性注目種同様、調査・予測及び評価手法をご教示く
ださい。

①2次回答のとおり、河川域については、全体の面積の
うち河川域の占める面積は少ないこと、また、まと
まった面積を持つ大河川や湖沼等が見当たらないこと
から、地域を特徴づける環境としては挙げておらず、
河川域に生息する魚類のイトウは生態系の注目種のう
ち、上位性、典型性には該当しないと考えておりま
す。一方、風力発電事業において選定される事例は限
定的であるものの、全国的に限られた分布域で生息す
る本種については、特殊性の観点で注目種に該当する
可能性があると考えております。なお、方法書では生
態系の注目種としては選定していないものの、重要な
種であることは認識しており、動物の項目の中でも他
の種より詳細な調査を行うことにより差別化を図るこ
とを想定しておりました。
②イトウを特殊性の注目種とした場合、餌資源とし
て、方法書p537､p603に示す、魚類の捕獲法等によるそ
の他の魚類相の把握や、昆虫類の河川域(河畔林等)に
おける任意採集法（見つけ採り､ビーティング法、石お
こし採集等）により落下昆虫等の把握を行った上で、
餌資源の分布、個体数及び生息環境等の事業実施によ
る変化を文献その他資料から類似事例の引用により推
定し、事業による注目種への影響を予測及び評価する
ことを考えております。

4次

3次回答①で、「動物の項目の中でも他の種より詳細な
調査を行うことにより差別化を図ることを想定」とあ
りますが、どのように他の魚類と差別化を図るのかが
具体的に分かるよう、「詳細な調査」の内容を具体的
にご教示ください。
また、その調査内容でイトウを含んだ河川生態系に対
する予測評価が可能となるのか、併せてご教示くださ
い。

イトウについては捕獲調査に加えて、イトウの産卵時
期や産卵場とする標高を念頭に目視観察調査を実施
し、産卵床を確認する予定です。また、イトウを生態
系注目種としなかった場合においても、河川域の餌資
源として、その他魚類相の把握や落下昆虫の調査、補
足的に環境DNA調査を実施する予定です。これらを調査
結果に基づき、イトウを含めた河川生態系に対する予
測及び評価が可能であると考えております。

1次

①上位性注目種の調査に係る踏査ルートが不明です。
現時点で想定している踏査ルートをお示し下さい。ま
た、現時点で想定している踏査ルート以外のルートも
踏査する予定がある場合は、そのルートの選定基準に
ついても合わせてお示しください。
②餌資源（ネズミ類）調査について、トラップ設置数
が記載されていませんが、動物調査のトラップ法と同
様の設置数で調査されるという認識でよろしかったで
しょうか。
そうではない場合、ピットフォールトラップの設置数
は、一地点あたり（環境区分毎に）少なくとも20～30
個とすることが望ましく、また、口径を大きくするよ
りも、一調査地点あたりの設置エリアを広くし、設置
数を増やすほうが、より良い調査が可能になると考え
られます。適切な手法による調査を行うことが重要で
あると考えますが、調査手法に関する事業者の見解を
伺います。またその際、小型の哺乳類は飢餓に弱いこ
とを考えると、トラップ回収時のみの確認とした場合
は、対象種の大量死を引き起こす可能性も考えられま
すので、確認頻度についてどのように考えるか、あわ
せて伺います。

①任意踏査のルートについては、今後の風車の配置の
検討に応じて、風車の改変区域内及び道路等の風車以
外の改変区域も含めて確実に網羅できるようにルート
を選定するため、現時点ではルートは確定しておりま
せん。
②餌資源調査のトラップ設置数については、ご認識の
とおりです。
ピットフォールトラップ（墜落缶）については、設置
数を増やすとともに設置エリアを広くした方がより適
切に小型哺乳類の生息状況を把握できると考えること
から、1地点あたり20個程度のトラップを設置して、調
査を実施いたします。トラップ設置後の確認頻度につ
きましては、トラップ回収までに、早朝～午前中に点
検を最低1回以上実施し、トラップによる大量死を回避
するよう努めます。

2次

１次回答①について、方法書ですので、上位性注目種
について、事業地を満遍なく調査することが出来る踏
査ルートの候補地を選定して、お示しください。風車
の配置案がないと決められないということでしたら、
現段階で考えられるいくつかの仮想的な配置案と共に
踏査ルートをお示しください。

質問No.6-25に示した現時点で想定する踏査ルートを、
別添資料「No.6-25_想定する踏査ルート」にお示しい
たします。

6-32 559

表6.2.1-25
生態系に係る
調査内容の詳
細

追加
6-46

551 3)生態系
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

6.予測の基本的な手法について、
①「フォトモンタージュ等の視覚的な表現方法を用い
て、（中略)視覚的表現により予測する」とあります
が、その際、地域住民や主要な眺望点の利用者に対
し、フォトモンタージュを活用したアンケートは実施
されるでしょうか。影響予測の手法について具体的に
ご教示願います。
②累積的影響について、『他事業の事業内容等が明ら
かになった場合において、必要性を検討した上で実施
する』とのことですが、事業のどのような情報が明ら
かになり、どのような場合に必要であると判断するの
か、具体的にご教示ください。

①現時点でフォトモンタージュを用いたアンケート調
査は予定しておりません。景観の影響予測として、
フォトモンタージュの作成及びフォトモンタージュに
よる風力発電機の垂直見込角、主要な眺望方向等の整
理を行う方針です。
②「他事業の事業内容等」とは、景観の累積的影響の
予測で必要となる風力発電機の位置やハブ高さ等の諸
元を指しています。「必要性を検討した上で」とは、
予測地点から他事業の風力発電機が「景観対策ガイド
ライン（案）」において「景観的にほとんど気になら
ない」とされる垂直見込角1度以上で視認される可能性
のある等、景観の累積的影響が生じる可能性がある場
合に必要であると判断いたします。

2次

①フォトモンタージュ作成の際は、風力発電設備が視
認しやすい晴天の日を想定して作成するとともに、眺
望点やゾーニング区分ごとに四季（春季・夏季・秋
季・冬季）を通して撮影した写真で複数枚作成してく
ださい。
また、使用する写真は35mmフィルム換算の焦点距離
50mm相当で撮影するなどし、肉眼で見たときの印象に
近くなるように作成をお願いします。
②5.3）主要な眺望景観の状況に係る現地調査につい
て、具体的な期間、時期、時間帯を眺望点ごとにご教
示ください。

①ご指摘を踏まえて、写真撮影及びフォトモンター
ジュの作成等を実施いたします。
②現地調査を行う時期については、以下を想定してお
ります。
春季：5月頃
夏季：7～8月頃
秋季：9～10月頃
冬季：12～2月頃（積雪の状況を踏まえて設定予定）
なお、調査は現地の天候を確認しながら実施いたしま
すので、現時点で具体的な時間帯をお示しすることは
難しいですが、可能な限り逆光等に配慮して実施いた
します。

3次

4次

1次質問①で、アンケートの実施は考えていないとのこ
とでしたが、作成したフォトモンタージュを説明会等
で提示するなど、フォトモンタージュを活用した意見
収集等は実施しないのでしょうか。事業者の見解を伺
います。

準備書に係る住民説明会においては、説明資料の中で
景観の予測結果としてフォトモンタージュをお示しし
た上で、ご意見を伺います。また、地元住民の方より
いただいたご意見を踏まえ、風車配置等の事業計画の
見直しを検討いたします。

1次

配慮書段階で、「今後、風車の配置検討をする中で、
水平方向に風力発電機が広く配置され、眺望点から広
く視認される場合に、必要に応じて水平視野角の予測
について検討します。」と回答がありましたが、本図
書の風力発電機設置検討範囲だと、南北に10km以上風
車が設置されることとなるため、垂直見込角だけでは
なく、水平視野の予測も必要と考えます。また、宗谷
丘陵地区の北部に計画されている（仮称）宗谷丘陵風
力発電事業と風車が連続する可能性があり、累積的影
響についても同様の予測が必要と思われますが、予測
手法の追加について事業者の見解をご教示ください。

準備書において水平視野についても予測いたします。
また、宗谷丘陵地区の北部に計画されている（仮称）
宗谷丘陵風力発電事業と風車が連続する可能性も考慮
した上で累積的影響についても同様に水平視野を含め
て予測いたします。

2次

3次

1次回答において、「水平視野についても予測いたしま
す。」と回答されていますが、「意見概要と事業者見
解」における意見NO.22に対する事業者の見解では、
「水平視野の予測についても検討いたします。」とさ
れています。
このため、水平視野について予測しないこともあり得
ると考えられますが、どのような場合に水平視野につ
いて予測しないことが想定されるのかをご教示くださ
い。

1次回答のとおり、準備書において水平視野についても
予測いたします。

6-34
563
629

表6.2.1-
27(2)
表6.2.2-
27(2)
【景観】

6-33
563
629

表6.2.1-
27(2)
表6.2.2-
27(2)
【景観】
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①SO-V01とKA-V01は同じ地点でしょうか。
②大規模草地牧場の調査地点が示されていますが、広
範囲にわたって牧場が存在していることから、調査地
点を複数地点とることも有効と考えますが、本地点の
みを調査地点に設定した理由をご教示ください。
③配慮書知事意見でシーニックバイウェイの追加につ
いて意見しましたが、関係機関等へのヒアリングの結
果、どのような検討を行い、なぜ追加しないこととさ
れたのか、事業者の見解を伺います。
④上幌延地区の区域東側からの眺望点が選定されてい
ませんが、なぜ選定しなかったのでしょうか。事業者
の見解を伺います。

①SO-V01とKA-V01は同じ地点です。
②大規模草地牧場の地点については、風力発電施設が
垂直見込角1度以上で視認される可能性のある範囲内も
しくはその周辺に位置し、不特定かつ多数の利用があ
り、主要な眺望地点となっていることから設定してお
りますが、ご指摘のとおり、現地の状況を再度確認
し、本地点以外にも眺望や風力発電施設の見え方等に
ついて、景観のバリエーションが得られ、現状をより
適切に把握できる場合は、複数の調査地点についても
検討いたします。
③配慮書から方法書において対象事業実施区域の絞り
込みを行ったことで、本事業に関係すると考えられる
宗谷シーニックバイウェイは、視野角1度の範囲から大
きく離れていること等から、眺望点又は視点場として
選定しておりません。また、自治体へのヒアリングに
おいても特段のご指摘はございませんでした。
④上幌延地区の区域東側に関しては、その多くが樹林
地となっており、周辺には住宅等も存在しておりませ
ん。また、自治体へのヒアリングにおいても特段のご
指摘はございませんでした。以上のことから、上幌延
地区の区域東側には眺望点は選定しておりません。

2次

①1次回答②について、豊富町観光協会HPによると、総
面積 1500 ha（東京ドーム約 320個分）とのことです
が、このような広大な範囲から、現在の調査地点をど
のように選定されたのかをご教示ください。また、大
規模草地牧場の範囲と可視領域を重ね合わせた図をお
示しください。
http://toyotomi-kanko.net/大規模草地牧場/

②1次回答③について、「視野角1度の範囲から大きく
離れている」とされていますが、北海道開発局HPによ
ると、宗谷シーニックバイウェイには、大規模草地牧
場周辺の道道84号（豊富浜頓別線）及び落合広域農道
であるサロベツリフレッシュロードが含まれていま
す。
サロベツリフレッシュロードは、宗谷丘陵地区と上幌
延地区の事業地の間に位置する道路ですが、視野角1度
の範囲との位置関係を具体的にお示しください。ま
た、視野角１度の範囲にサロベツリフレッシュロード
が含まれている場合には、改めて、眺望点を選定する
必要はないか、事業者の見解をご教示ください。
https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/kn/dou_kei/ud49g700
0000inop.html

①大規模草地牧場の状況について現地の確認を実施
し、より対象事業実施区域方向を見渡すことができる
地点を選定しております。また、大規模草地牧場の範
囲と可視領域を重ね合わせた図を、別添資料「No.6-35
①_規模草地牧場位置図」にお示しいたします。
②サロベツリフレッシュロードと視野角1度の範囲を、
別添資料「No.6-35②_サロベツリフレッシュロード」
にお示しいたします。ご指摘を踏まえて、現地におけ
る対象事業実施区域方向の眺望の状況を確認の上、サ
ロベツリフレッシュロードを眺望点として追加いたし
ます。

3次

サロベツリフレッシュロードを眺望点として追加する
とのことですが、道という特性上、眺望点となりうる
箇所はいくつかあると考えられるため、複数の眺望点
を選定するということでしょうか。事業者の見解を伺
います。

サロベツリフレッシュロードにおいて、休憩施設のよ
うな人が集まりやすい施設の有無、対象事業実施区域
からの距離、視認性を踏まえ、代表的な1地点を眺望点
として選定する方針です。なお、利用状況を踏まえ、
代表的な地点が複数地点存在すると判断した場合に
は、複数の眺望点を選定することを検討いたします。

6-35
564
630

図6.2.1-15
図6.2.2-15
景観（主要な
眺望点及び身
近な視点場）
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

①各地区の身近な眺望点をそれぞれ選定しています
が、何を根拠にこれらの地点を設定したのかご教示く
ださい。
②現時点での風力発電機設置検討範囲における、各眺
望点からの距離及び垂直見込角をお示しください。
③調査地域対象となる対象事業実施区域から12kmの範
囲内にありつつ、調査地点に選定されていない眺望点
等がありますが、前ページの図のみでは、どのような
眺望点が存在し、どのような理由で非選定としたのか
が分かりにくいので、本表のような表形式で非選定箇
所及び非選定根拠をご教示ください。

①風力発電機が垂直見込角１度以上で視認される可能
性のある範囲内もしくはその周辺に位置し、地域の住
民等の不特定かつ多数の利用がある地点を、公民館、
公園等の視点場となりうる地点から設定いたしまし
た。
②別添資料「No.6-36②_眺望点からの距離と最大垂直
見込角」にお示しいたします。
③別添資料「No.6-36③_主要な眺望点の非選定理由」
にお示しいたします。

2次

①1次回答①について、選定した身近な視点場は、関係
自治体の了承を得ているのかをご教示ください。
②図3.2-18自然公園等の指定状況（p308）によると、
上幌延地区の可視領域が利尻礼文サロベツ国立公園と
重複しています。当該自然公園内に景観の調査地点と
して設定すべき点がないかについて、どのように検討
したかをご教示ください。また、質問番号3-21におい
て、関係市町村に景観眺望点についてヒアリングを実
施した旨を回答いただきましたが、調査地点の設定に
当たり、公園利用者や管理者にヒアリングする必要性
に対する事業者の見解をご教示ください。

①選定した身近な視点場については、関係自治体にヒ
アリングの上、ご了承をいただいております。また、
方法書でお示しした地点以外に、身近な視点場の候補
として考えられそうな地点をご提案いただいた自治体
もございます。こちらについては、方法書に対するご
意見及び審査の結果を踏まえた上で調査地点への追加
を検討いたします。
②サロベツ国立公園と可視領域が重複する範囲では、
パンケ沼園地のデッキが眺望点として考えられます。
ただ、当地点は西側のパンケ沼方向を眺望できる地点
であり、対象事業実施区域方向を見渡すことは難しい
と判断したため、調査地点としては選定しておりませ
ん。
また、現地調査を実施する前に、管理者にヒアリング
を実施する予定としております。

3次

①2次回答①について、関係自治体から提案のあった
「身近な視点場の候補として考えられそうな地点」
は、どの地点であり、なぜ、候補として考えられるの
かについて、お示しください。
　その上で、調査地点として設定するのではなく、追
加を検討するとされた理由をご教示ください。
②2次回答②について、質問番号3-22ではパンケ沼園地
を眺望点として選定している一方、本質問では対象事
業実施区域方向を見渡すのは難しいとしています。
確かにデッキの背後に立木があるため、デッキ上から
は眺望できない可能性がありますが、デッキに至るま
でのスロープや駐車場、遊歩道からは視認できるもの
と思われ、園地全体で考えると見渡すことは難しいと
はいえないのではないでしょうか。
以上を踏まえ、調査地点として選定する必要はない
か、改めて事業者の見解をご教示ください。

①身近な視点場の候補として考えられる地点を別添資
料「No.6-36_身近な視点場の追加候補地点」にお示し
いたします。これらの地点は、関係自治体において地
元の方々が集まりやすい施設を候補として挙げていた
だいております。
なお、これらの施設は対象事業実施区域からの距離や
対象事業実施区域方向の眺望については考慮されてい
ないため、現地で候補地点の状況を確認の上、対象事
業実施区域方向を見渡すことができると判断した場
合、調査地点として設定する方針です。
②デッキに至るまでのスロープや駐車場、遊歩道等に
ついても、現地で視認状況（風力発電機設置検討範囲
を見渡すことができるか）や、人が集まりやすい場所
であるか等を確認の上、調査地点として設定するかを
検討いたします。

4次

3次質問の①について、追加した調査地点のうち、「樺
岡」や「曲渕」などの地名でしか記載されていない箇
所は、1次質問の際の別添資料3-21の集落名と思料しま
すが、これらの集落についても、それぞれ地元の方が
集まりやすい施設等を把握しているのでしょうか。

集落名を記載した地点については、現地の状況を確認
の上、人が集まりやすそうな場所や住宅等の近くで、
対象事業実施区域方向を見通せそうな場所に地点を設
定しております。

6-36
565
631

表6.2.1-28
表6.2.2-28
景観調査地点
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

配慮書知事意見でシーニックバイウェイの追加につい
て意見しましたが、どのような検討を行い、なぜ追加
しないこととされたのか、事業者の見解を伺います。

配慮書から方法書において対象事業実施区域の絞り込
みを行ったことで、本事業に関係すると考えられる宗
谷シーニックバイウェイは、対象事業実施区域や視野
角1度の範囲から大きく離れていること等から、主要な
人と自然との触れ合いの活動の場としては選定してお
りません。

2次

「対象事業実施区域や視野角1度の範囲から大きく離れ
ている」とのことですが、宗谷シーニックバイウエイ
のうち、サロベツリフレッシュロードは、視野角１度
の範囲に位置するのではないでしょうか。また、「大
きく離れている」とのことですが、どの程度の離隔距
離があれば影響が想定されないと判断されているので
しょうか。事業者の見解をお示しください。

1次回答時、Google my mapのサイト
（https://www.google.com/maps/d/viewer?mid=1xl_9-
g0UQVcdqodxhaE3Bbr7ynpqrPhL&femb=1&ll=45.24617211
728172%2C141.7351425&z=10）を参考に宗谷シーニック
バイウェイについて確認しておりましたが、サロベツ
リフレッシュロードについての記載がなく、対象事業
実施区域や視野角1度の範囲から離れていると考えてお
りました。ご指摘を踏まえて、サロベツリフレッシュ
ロードを調査地点として追加いたします。

3次
①設定根拠として、「工事用資材等の搬出入もしくは
地形改変及び施設の存在により影響が生じる可能性が
あるため」とされていますが、図書の215ページでは、
「対象事業実施区域内には主要な人と自然との触れ合
いの活動の場は分布していない」とされています。
このため、地形改変の影響が生じる可能性がある地点
として、どの地点を対象と判断されているのか、ま
た、そのように判断される理由をご教示ください。

①対象事業実施区域と人と自然との触れ合いの活動の
場を重ね合わせた結果、対象事業実施区域内に位置す
る調査地点があれば地形改変の影響について予測する
ことを考えておりました。なお、本事業では、人と自
然との触れ合いの活動の場のうち、対象事業実施区域
内に位置する地点がないことから、地形改変の影響が
ある地点は選定しておりません。

②施設の存在により影響が生じる可能性がある地点と
して、どの地点を対象と判断されているのか、また、
そのように判断される理由をご教示ください。

②施設の存在により、人と自然との触れ合いの活動の
場からの近傍風景が変化する可能性があるため、可視
領域に含まれ、かつ現地から対象事業実施区域を見渡
すことができる地点については、影響が生じる可能性
がございます。これらの地点については、現地の状況
を確認した上で、施設の存在に係る影響について、予
測及び評価いたします。

6-39
572
638

表6.2.1-
31(1)
表6.2.2-
31(1)

1次

『産業廃棄物の種類ごとの発生量、有効利用量及び最
終処分量を工事計画に基づいて予測する』とあります
が、中間処理量の把握は含まれているのでしょうか。

建設副産物実態調査によると再資源化施設で中間処理
された建設副産物の多くが有効利用されることから、
中間処理量は有効利用量に含めて整理する方針です。

1次

①工事用資材等の搬出入の影響をみる調査地域の設定
範囲を「工事用資材等の搬出入に用いる車両が集中す
る主要な走行ルート沿道及びその周辺の地域」として
いますが、本事業の車両走行は稚内港や天塩港、浜頓
別町から長距離に渡って走行が想定されているのであ
れば、対象事業実施想定区域周辺のみではなく、車両
走行ルート周辺にあり、アクセスルートが重複するお
それのある地点は調査地点として選定すべきと考えま
す。
以上を踏まえて、車両走行ルート周辺の人と自然との
触れ合いの活動の場を挙げた上で、他に調査地点とす
べき人と自然との触れ合いの活動の場はないか、ない
場合は、車両走行ルート周辺にありながらアクセス
ルートが重複する可能性がないとする理由をそれぞれ
ご教示ください。
②調査期間を「適切な時期」としていますが、p.570、
636に挙げている人と自然との触れ合いの活動の場それ
ぞれについて、「適切な時期」をどのように考えてい
るのか、ご教示ください。

①対象事業実施区域の近くでは、複数ルートから来る
工事関係車両が1本の道路に集約し、台数が集中する可
能性がございます。このため、少し離れた幹線道路等
に比べて、対象事業実施区域の近くの幹線道路に接続
するまでの一般道等に対して交通への負荷が掛かり、
道路交通騒音・振動への影響が生じる可能性があるこ
とを考慮し、調査地点を設定いたしました。なお、上
記のように調査地点を設定しておりますが、万が一、
対象事業実施想定区域より少し離れた主要な人と自然
との触れ合いの活動の場が道路沿道に位置する工事関
係車両の走行ルートにおいて、現況より大幅に走行台
数が増加することが想定される場合には、必要に応じ
て調査地点の追加を検討いたします。
②以下の時期を想定しております。
【沼川みのり公園】現時点では、公園の利用状況が定
常的と考えられる春季～秋季（降雪期以外）のうち、
関係市町村の過去の観光入込客数等から、利用が多い
と想定される夏季を予定しております。
【ふるさとのもり森林公園キャンプ場】現時点では、
キャンプ場の営業期間のうち、関係市町村の過去の観
光入込客数等から、キャンプ場の利用が多いと想定さ
れる夏季を予定しております。
【トナカイ観光牧場】牧場の営業期間のうち、関係市
町村の過去の観光入込客数等から、牧場の利用が多い
と想定される夏季を予定しております。
【とほてえフットパス（豊富町、幌延町）】現時点で
は、自然鑑賞の主な対象の一つである野鳥を観察する
のに適していると考えられる時期のうち、野鳥の出現
の多い春季～夏季を予定しております。

6-38
570
636

表6.2.1-30
表6.2.2-30
人触れ場の概
要及び設定根
拠

4次

6-37
567
633

表6.2.1-29
表6.2.2-29
【人触れ場】
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

6-40
604
～
608

図6.2.2-6～
10 動物調査
地域、調査地
点

1次

本区域南部について、風力発電機設置検討範囲周辺に
調査地点が設けられておらず、いずれも区域外縁部で
の調査となっていますが、なぜ区域内部に設定してい
ないのか、事業者の見解をご教示ください。

調査地点については現地を確認し、人の安全を確保し
た上でアクセスが可能な地点を設定しております。ま
た、対象事業実施区域及びその周辺の環境を把握でき
るよう、調査地点を配置いたしました。

6-41 608

図6.2.2-10
動物調査地
域、調査地点
【魚類、底生
動物】

1次

風力発電機設置検討範囲の一部（KA-F13西部付近、KA-
F03南部）の集水域が調査対象外となっています。これ
らの区域は調査がなされないこととなりますが、調査
地点に追加する必要はないのでしょうか。事業者の見
解を伺います。

KA-F13西部付近、KA-F03南部については、今後の現地
調査において、ご指摘の集水域の状況や環境等を確認
して、そのエリアが既に改変された箇所ではなく、樹
林等が残っているような環境でかつ河川へ流れていく
可能性が想定される環境であれば、その下流域での調
査地点の追加を検討いたします。

6-42 618

表6.2.2-21
上位性注目種
の選定（上幌
延地区）

1次

ノスリとチュウヒの評価基準や選定結果の内容が同条
件ですが、図書ではチュウヒを本区域の上位性注目種
に選定されています。
上幌延地区には樹林地及び草地のいずれも確認できま
すが、次ページの典型性注目種の説明にもあるとお
り、「対象事業実施区域内は主に樹林環境」と認識し
ている中、主な生息環境が草地であるチュウヒを上位
性注目種に選定した理由をご教示ください。

対象事業実施区域内は主に樹林環境であるものの、草
地環境も対象事業実施区域周辺に連続して拡がってい
ること、その草地環境の風力発電機設置検討範囲に近
い箇所でチュウヒの繁殖利用の可能性が示唆されるこ
とから、生態系の上位性として、チュウヒを選定して
おります。今後の調査において、例えば樹林性のノス
リ等の風力発電機設置検討範囲により近い箇所で繁殖
利用が確認されるようであれば、生態系の上位性とし
て選定する方針です。

7．「第7章 その他環境省令で定める事項」に関する質問
番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

7-1 646
表7.1-1
No.11

1次

図書の縦覧や意見書の募集に係る周知についての意見
があり、「社内で検討いたします。」との事業者の見
解が示されていますが、具体的にどのような検討を行
い、方法書段階ではどのような対応をされたのかをご
教示ください。

配慮書以降の対応として、弊社による環境影響評価図
書の公開期間を最大1年間と従来よりも延長するととも
に、環境影響評価情報支援ネットワーク（環境省）か
らも閲覧できるようにしております。また、環境影響
評価情報支援ネットワーク（環境省）から弊社HPにア
クセスできるようにすることで、幅広い意見の募集に
努めております。

＜参考＞
http://assess.env.go.jp/2_jirei/2-
2_search/result_houhou.html?map_link=1&jid=0000_2
021_048-0-0&reassess=0

7-2 646
表7.1-1
No.12

1次

図書の閲覧方法についての意見があり、「関係する自
然保護団体様等への紙媒体の図書の提供についても、
検討いたします。」との事業者の見解が示されていま
すが、具体的にどのような検討を行い、方法書段階で
はどのような対応をされたのかをご教示ください。

自然保護団体様等への図書の提供については社内でも
検討中であり、本案件については提供は行っておりま
せん。なお、鳥類の専門家のうち、1名は自然保護団体
の職員になりますが、その方にはヒアリングの際、方
法書の調査手法を記した紙媒体をお渡ししておりま
す。

7-3 652
表7.1-1
No.26

1次

意見書の提出方法についての意見があり、「今後は、
電子メールによる提出も行えるように検討いたしま
す。」との事業者の見解が示されていますが、具体的
にどのような検討を行い、方法書段階ではどのような
対応をされたのかをご教示ください。

配慮書以降において検討した結果、中継される経路や
サーバーの不具合でメールが消失する可能性があるこ
とや使用しているメールソフトによっては正しく表示
されない場合があること、ウイルス等のセキュリティ
上の観点も踏まえ、引き続きご意見は郵送または意見
書箱でいただくこととしております。

1次

表7.2-2(1)で、対象事業実施区域から最近接の住宅等
との離隔が500ｍで風車の影の影響が生じる可能性があ
るとし、住宅等からの距離に留意して風力発電機の機
種及び配置を検討するとしていながら、方法書時点で
の最近接の住宅等からの離隔は配慮書時点と同じく500
ｍとなっています。対象事業実施区域の検討に当たっ
て、なぜ配慮書時点と同様の離隔で良いとしたのか、
具体的な根拠をお示しの上、ご教示ください。

方法書においては風力発電機を設置する可能性がある
場所を風力発電機の設置検討範囲として広めに設定し
ております。そのため、まずは「風力発電施設に係る
環境影響評価の基本的考え方に関する検討会報告書
（資料編）」（環境省総合環境政策局、平成23年）を
基に、風力発電機から300m以上400m未満までの距離に
ある民家において継続している苦情等が最も多く発生
している調査結果が報告されていることから、本事業
でも最低限500mの離隔を確保することを示したものと
なります。
なお、報告書の当時より風力発電機のサイズが大きく
なっていることや騒音においては地形等により伝搬特
性が異なることから、現地調査により音環境を把握
し、予測及び評価の結果を踏まえた上で、住宅等から
離隔を確保する等の環境保全措置を検討いたします。

2次

1次回答では、風車の影について、現地調査での把握内
容が示されていません。表6.2.1-7の2.調査の基本的な
手法に記載されている内容を把握するという認識でよ
ろしいでしょうか。

表6.2.1-7の2.調査の基本的な手法に記載した内容を調
査によって把握いたします。

7-4 685
3)風車の影へ
の配慮
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

7-5 687
7)景観への配
慮

1次

幌延ビジターセンターやカムイト沼湖畔からの眺望へ
配慮して対象事業実施区域を絞り込んだ、とのことで
すが、配慮書知事意見でも影響の回避又は十分な低減
を求めた大規模草地牧場については、具体的にどのよ
うな配慮を実施し、対象事業実施区域を設定したのか
をご教示ください。

「大規模草地」については配慮書時は四方を取り囲む
ように事業実施想定区域を設定しておりましたが、方
法書において対象事業実施区域を絞り込んでおりま
す。なお、今後の現地調査により主要な眺望点からの
眺望の特性、利用状況等を把握に努め、フォトモン
タージュを作成する等、適切に予測及び評価を行いま
す。その結果を踏まえた上で、風力発電機の配置の検
討に反映する等、事業の実施による影響を回避又は十
分に低減するように努めます。

1次

①人と自然との触れ合い活動の場への配慮で、豊富自
然公園やエサヌカ原生花園への直接改変による影響等
が懸念されたことから、これらへ配慮し対象事業実施
区域から除外した、とのことですが、配慮書時点で豊
富自然公園は事業実施想定区域に含まれていません。
人と自然とのふれあい活動の場に対する正しい検討内
容をお示しください。
②『エヌサカ原生花園』と記載されていますが、正し
くは『エサヌカ原生花園』なので、修正してくださ
い。

①ご指摘のとおり豊富自然公園は配慮書時点の事業実
施想定区域には近接するものの含まれておりませんで
したが、大臣意見において豊富自然公園に関して回避
又は極力低減するようにとの意見が提出されており、
それを受けて今回の方法書における対象事業実施区域
にも含めなかった旨を記載しております。
②別添資料「No.7-6_主要な人と自然との触れ合いの活
動の場」のとおり修正いたしました。

2次

1次質問①について、経済産業大臣意見では、想定区域
及びその周辺に豊富自然公園等が存在しているとあ
り、豊富自然公園はあくまで想定区域周辺にある地点
ということで例示していたものと思料します。対象事
業実施区域を検討する際に、配慮書時点より離隔を
取って人と自然とのふれあい活動の場へ配慮したとい
うのであれば理解できますが、そもそも事業実施想定
区域に含まれていなかった地点を対象事業実施区域で
除外したという記載では矛盾しているのではないで
しょうか。事業者の見解を伺います。

ご指摘のとおり、豊富自然公園については、配慮書よ
り離隔を確保することにより、人と自然との触れ合い
活動の場への影響をより低減できるように配慮した対
応になります。豊富自然公園に関する方法書p687の記
載を修正したものを、別添資料「No.7-6_人と自然との
触れ合いの活動の場への配慮」にお示しいたします。

2次

1次回答④にて、対象事業実施区域（道路改良等）の追
加の必要性について回答がありましたが、その道路周
辺の区域（図書におけるピンク色の範囲）を追加する
必要性についての説明がなかったので、具体的に説明
してください。

配慮書以降において簡易土木造成検討を行った結果、
風力発電機を含む大型資材を大型トレーラー等にて対
象事業実施区域まで輸送する際、カーブを曲がり切れ
ない可能性があることから、道路改良等の可能性があ
る範囲として対象事業実施区域に追加いたしました。

7-7
688
～
690

図7.2-10 事
業実施想定区
域（配慮書段
階）と対象事
業実施区域
（方法書段
階）

1次

p.484にある経済産業大臣には、想定区域からの絞り込
み又は複数案の比較検討に関する検討経緯を明確にす
るよう意見があり、「事業実施想定区域からの絞り込
みに関する検討経緯を明確にするように努める」と事
業者の見解が示されていますが、本図では配慮書段階
の区域と方法書段階の区域のみが示されており、
ｐ.685～687に文章で示された絞り込みの過程に沿って
適切に絞り込まれたかが判断できない図となっていま
す。
「想定区域からの絞り込みに関する検討経緯を明確
に」するよう、ｐ.685～687に記載の項目ごとに絞り込
みされていることが分かる図をご教示ください。
特に、以下の内容については具体的に説明した上で、
その場所が明確になるよう図中に示してください。
①騒音への配慮・風車の影への配慮
配慮書で除外した配慮が特に必要な施設の500mの範囲
に加え、さらに除外したとする「騒音（風車の影）に
係る影響へのより一層の配慮」を実施した箇所及び配
慮の具体的な内容
②動物への配慮(1)
海ワシ類の渡りに関して「これら報告されているルー
トをなるべく対象事業実施区域から除外するよう検
討」した箇所及び検討の結果除外できなかった箇所
③動物への配慮(2)
イトウの産卵床への配慮により除外した箇所
（イトウの産卵床及びそれが生息する流域と本対象事
業実施区域を重ねた図）
④「方法書において追加した範囲」の必要性

①～③別添資料「No7-7_影響へのより一層の配慮箇
所」にお示しいたします。①騒音への配慮・風車の影
への配慮として、騒音（風車の影）に係る影響へのよ
り一層の配慮として、学校や医療機関等が周辺に存在
する範囲を除外いたしました。②動物への配慮(1)とし
て、海ワシ類の渡去前、渡去時の飛翔が報告されてい
るルートを除外いたしました。③動物への配慮(2)とし
て、イトウの産卵床の分布が報告されているエリアを
除外いたしました。④その他の配慮として、北海道大
学研究林の範囲についても除外いたしました。
④方法書p7、8、10に宗谷丘陵地区、p18、19、21に上
幌延地区の対象事業実施区域（道路改良等）をお示し
しております。
具体的な風力発電機の設置位置が確定していないこと
から大型資材及び工事用車両の輸送ルートについては
走行する可能性のある道路を対象事業実施区域に追加
しております。
簡易土木造成検討を行った結果、以下の用途にて使用
する可能性が浮上したことから、対象事業実施区域に
追加しております。
p7、8、10：宗谷丘陵地区のサイト北西部及び南西部の
尾根への進入路の候補として道道121号稚内幌延線から
対象事業実施区域に至るルートを想定しております。
p18、19、p21：上幌延地区のサイト北西部及びサイト
南部の尾根への進入路の候補として道道121号稚内幌延
線から対象事業実施区域に至るルートを想定しており
ます。

7-6 687
8)人と自然と
のふれあい活
動の場
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8．その他に関する質問
番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

1次

2次

3次

4次

意見書の提出について、「メールでの受付を行うよう
に改善すべき」との意見に対し、「中継される経路や
サーバーの不具合でメールが消失する可能性があるこ
とや使用しているメールソフトによっては正しく表示
されない場合があること、ウイルス等のセキュリティ
上の観点も踏まえ、引き続きご意見は郵送または意見
書箱でいただくことといたしました。」との見解が示
されていますが、今後、メールでの受付を可能とする
ことは検討されないのでしょうか。検討される場合は
想定される検討事項を、検討されない場合はその理由
をご教示ください。
また、メールでの受付ができない場合、Webサイト上に
入力フォームを作成する等、意見書箱への投函又は郵
送以外の受付方法を検討されないのかについても、事
業者の見解をご教示ください。

「方法書についての意見の概要と事業者の見解」に記
載のとおり、メールによる意見書受付については検討
しない方針としております。
過去の他社事例の中には、インターネットによる住民
意見の提出に対応したことで意見書の確認漏れが生
じ、アセス手続きをやり直した事例もあり、オンライ
ン対応によるリスクも生じると考えております。
そのため、現時点では、確実に意見の受付ができる意
見書箱への投函及び郵送にて対応したいと考えており
ます。

1次

2次

3次

水質調査について、「最低限pH、DO、BODを追加すべ
き」との意見に対し、調査項目に追加することを検討
する旨の事業者の見解が示されています。質問番号6-4
の２次回答④において、pHは測定されることを確認し
ていますが、DO、BODについて、どのような場合には調
査を実施しないことを想定されているのか、理由も含
め、事業者の見解をお示しください。
あわせて、生活環境保全に関する環境基準が定められ
ている大腸菌数、全亜鉛、ノニルフェノール、直鎖ア
ルキルベンゼンスルホン酸及びその塩を調査項目に追
加する必要性に対する事業者の見解をご教示くださ
い。

水質調査について、DOはイトウ生息状況に密接に関係
する項目とのご意見をいただいており、現状の水質の
状況を把握する上でも、pH、DO、BODの把握が有効であ
ると考えるため、pH、DO、BODを調査項目に追加する方
針です。
一方、大腸菌数、全亜鉛、ノニルフェノール、直鎖ア
ルキルベンゼンスルホン酸及びその塩については、事
業実施により河川を直接改変しないこと、これらに関
係する成分も含めて河川には直接排水を行わないこと
から、事業による影響が想定されないため、調査項目
に追加しない方針です。

1次

2次

3次

「景観調査の眺望点に沼川みのり公園、豊富温泉街を
追加すべき」との意見に対し、視認状況を確認の上、
調査地点の追加を検討するとの見解が示されています
が、調査地点として設定した上で、準備書において視
認状況を明らかにすることも可能と考えられます。
このため、具体的にどのような場合には調査地点と設
定しないことを想定されているのか、また、調査地点
に設定しない場合、確認された視認状況をどのように
地域住民等に周知することを想定されているのか、理
由も含め、事業者の見解をお示しください。

風力発電機設置検討範囲を明らかに視認できないと判
断された場合は、調査地点として設定しないことが考
えられます。
調査地点の追加についてご意見をいただいた施設につ
いて、調査地点として設定しない場合には、準備書に
おいて、一般の意見に対する事業者の見解として設定
しなかった理由をお示しいたします。

1次

2次

3次

4次

猿払村の漁業に対する影響への意見がありますが、地
域住民とのより一層の相互理解促進に向け、今後、住
民説明会とは別に、地元漁業者を対象とした事業説明
などを実施する予定はあるでしょうか。
漁業が猿払村の基幹産業のひとつであることを踏ま
え、事業者の見解をご教示ください。

弊社の風力発電所のうち、近くで漁業が営まれている
発電所も複数ございますが、近隣の漁業者様から風力
発電機の設置工事中や操業中に、漁獲量の低下、収穫
物の品質の低下等の苦情をいただいたことはございま
せん。また、地元住民の方との相互理解は重要である
と考えており、本事業においても今後の調査、予測及
び評価の結果を踏まえた上で、地元漁業者と協議を行
うことを検討いたします。

1次

2次

3次

事業者の見解として、「当社の稼働中の事業に対して
住民の皆様よりいただいたご意見に対して、当社の事
業に起因したものであると確認できた場合には、責任
をもって対応してまいります。」とありますが、貴社
の事業に起因したものであるかの確認のための調査は
貴社が行われるのか、理由も含め、事業者の見解をご
教示ください。

万が一、稼働中の弊社事業に起因した可能性のある影
響が発生した際には、弊社にて責任をもって原因特定
に関する対応を実施するものと考えております。追加

8-3
20

ほか

意見概要
意見No.36
ほか

追加
8-2

12
意見概要
意見No.21

追加
8-6

18
意見概要
意見No.34

追加
8-5

8
意見概要
意見No.7

追加
8-1

11
意見概要
意見No.17
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
1次

2次
「過去複数回事業と住民との意見交換の場が設けられ
たが、例外なく事業者により中途半端な状況で打ち切
られている。」との意見があることから、意見交換の
場において、多数の意見や質問があったのではないか
と思われます。
このため、法定説明会や法定外説明会（意見交換の場
を含む）において、どのような意見等があったのかを
お示しください。
また、当該意見等について、「意見概要と事業者見
解」には含まれていない意見等がある場合には、事業
者の見解もあわせてお示しください。

住民説明会の中でいただいたご意見の概要は以下のと
おりです。
○事業計画
・運転開始後に事業がうまくいかず撤退することに
なった場合、建設された風力発電機はどうなるのか。
→万が一、運転開始後に弊社が事業撤退となった場合
には、通常当社が行う事業では金融機関より融資を受
けて事業を行っておりますので、融資行が後継事業者
を探した上で、その後継事業者が事業を引き継ぐこと
となります。事業期間が終了した後、建設した風力発
電機を撤去の上、原状回復することとなります。
・環境影響評価で問題がないと判断されたにも関わら
ず、実際に運転を開始した際に問題が発生してしまっ
た場合、点検のようなものを実施するのか。
→今後、準備書において現地調査を踏まえた上で予測
及び評価を行い、その結果から事後調査を実施する項
目を検討いたします。また、当社の稼働中の事業に対
して住民の皆様よりいただいたご意見に対して、当社
の事業に起因したものであると確認できた場合には、
状況に応じた追加の対策を実施することにより、責任
をもって対応いたします。
・風力発電機を建設する地域に少しでも経済効果が生
まれることを望んでいる。
→今後も法定外の説明会等を通じて地元の方の様々な
意見を伺いながら地元の方々にとって応援していただ
けるような事業開発を目指すことや、地域貢献等の施
策を検討したいと思います。

○騒音
・騒音について、苦情を受けて騒音を小さくする、重
機の稼働時間を短くする等の対策は考えているのか。
→可能な限り低騒音型の建設機械を使用するととも
に、工事工程の調整等により工事作業の平準化を図
り、建設機械の稼働が集中しないように努めます。
○超低周波音
・超低周波音について、国の基準がないから調査をし
ないとするのではなく、危険性を十分把握した上で計
画を立てるべきである。
→今後も住民の皆様のご懸念を払拭できるよう、適宜
対象事業実施区域の近隣地区を中心に法定外の事業説
明会にて丁寧な説明に努めます。
・超低周波音は減衰しづらく、1km先でも音が届くと聞
いている。方法書では1km未満の場所に建物があり、危
険ではないかと考えている。事業を計画するのであれ
ば、もう少し離隔を取ることはできないか。
→調査、予測及び評価の結果を踏まえた上で風力発電
機の配置を検討いたします。

○水質
・生活用水、あるいは農作業等に不可欠な水があるた
め、水質調査地点が適切に設定されているか、現地の
事業者、行政に確認してほしい。
→ご懸念の引用の取水地点については市町村にヒアリ
ングを実施いたしましたので、取水地点の位置を踏ま
えた上で、水質調査地点に反映いたします。
○風車の影
・この地域は冬にほとんど太陽が出ず、影ができない
ことが多い。風車の影の影響はあまりないと考える
が、冬も調査を行うのか。
→風車の影の影響時間について、年間の累積日影時
間、1日の最大日影時間、施設の稼働が定常状態となる
代表時期として春分・秋分、夏至、冬至の日影時間
を、シミュレーションにより定量的に予測を行い、現
地で住宅の窓の方角や植栽等の状況を確認した上で、
評価いたします。

3次

追加
8-4

21
意見概要
意見No.38
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答
○動物（鳥類）
・今までの調査期間の中でのバードストライクの数に
ついて、可能な範囲で提示してほしい。
→道北Ⅰ期事業については2023年5月より順次運転を開
始しておりますが、このうち浜里ウインドファームで
はオジロワシ3羽、オオワシ1羽となっており、「道北
風力事業における鳥類の保全に関する協議会」におい
て委員より事業者にて追加の保全措置案の検討を要請
されており、現在、弊社にて具体的な対策内容の検討
を進めております。
・鳥類の衝突は発生しないのが一番だが、全く発生さ
せないことは難しい。バードストライクの対策には期
待しており、生きている動物は大切にしてほしい。
→今後の調査、予測及び評価の結果を踏まえた上で、
当社の環境保全措置の採用実績やバードストライク対
策に関する最新知見を参考にしながら、内容を検討し
たいと考えております。

○動物（魚類）
・魚類についても、わずかな環境の変化で生活できな
くなる種がいる。調査はしっかりしてほしい。
→専門家や有識者へヒアリングを行いながら、今後の
調査において、当該地域の魚類相を適切に把握できる
ように努めます。
・イトウの産卵地を確認されているが、産卵地そのも
のも大事だが、産卵地を形成する環境はどこから来て
いるのかを考慮した上で、事業計画を検討すべきであ
る。
→専門家や有識者へヒアリングを行いながら、魚類の
目視観察調査で、個体数や産卵環境（産卵床）等を確
認・記録する等、まずは調査において詳細な生息状況
を把握するとともに、予測及び評価の結果を踏まえ、
影響を回避又は極力低減すべく、工事中の土工量の抑
制を含めた事業計画の見直しを行い、河川からの距離
を確保できるように改変区域を検討いたします。ま
た、土砂流出等に伴い、濁水が河川に到達して、産卵
環境が変化しないように、濁水対策として沈砂池、土
砂流失防止柵及び切盛法面の緑化等の対策を実施する
とともに、沈砂池からの排水方向についても検討いた
します。
・専門家の意見について、イトウの産卵床の調査を6月
に行う、とあるが、イトウの調査をする者からすると6
月では遅すぎると考える。
→魚類の捕獲調査については、融雪出水が収まる時期
やイトウへの調査圧への配慮を鑑みると、6月が適切で
あると考えております。一方、目視観察調査について
は、残雪状況を踏まえながら、イトウ産卵床形成後で
ある5月中下旬頃に実施を予定しております。なお、い
ずれの調査についても、調査実施前に専門家へヒアリ
ングを行い、適切な時期に調査を実施いたします。

○植物
・植物の観察が好きで、この地域は、標高1,500m規模
の山で見られる植物が平地でも見られる。標高の高い
地域では多種多様な植物が生き延びていると考えてお
り、環境影響評価において未踏の地が調査されること
は、植物の愛好家にとって喜ばしいことである。
→今後の現地調査において、風力発電機設置検討範囲
を中心とした範囲を調査し、当該地域の植物相の把握
に努めます。調査結果については、準備書においてお
示しいたします。
○生態系
・予測を行ったにも関わらず事故が発生していること
を踏まえて、住民の意見を聞く、生態系についてさら
に知見を深める等の対策を実施すべきである。
→今後の現地調査において、生態系注目種や餌資源動
物等を中心に、当該地域の生態系の状況の把握に努め
るとともに、調査結果を踏まえ、適切に予測及び評価
を行います。調査､予測及び評価の結果については、準
備書においてお示しいたします。

追加
8-4

21
意見概要
意見No.38

3次
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番号 頁 項目等 区分 質問事項 事業者回答

追加
8-4

21
意見概要
意見No.38

3次

○景観
・周氷河地形に代表される景観や自然環境を損ね、宗
谷だけが犠牲になることを危惧している。
→「周氷河地形」については、方法書において対象事
業実施区域を絞り込んだ過程で除外しておりますが、
その他の代表的な景観や自然景観についても、今後の
現地調査により主要な眺望点からの眺望の特性、利用
状況等を把握に努め、フォトモンタージュを作成する
等、適切に予測及び評価いたします。その結果を踏ま
えた上で、風力発電機の配置の検討に反映する等、事
業の実施による影響を回避又は十分に低減できるよう
努めます。

「意見概要と事業者見解」に含んでいない意見書もご
ざいます。こちらは、弊社が環境影響評価法に基づき
実施した一般の方からの意見募集とは別途提出いただ
いたとのご意向を踏まえ、掲載しておりません。な
お、事業に対していただいたご意見として真摯に受け
止め、事業計画に反映いたします。
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